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令和 5年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における退院後支援に資する研究 

総括研究報告書 

 

医療観察法における退院後支援に資する研究 

 

研究代表者 平林直次  国立精神・神経医療研究センター病院 

 

研究要旨： 

本研究の研究期間は 2 年間であり、本報告書はその初年度としての中間報告である。本研究班で

は、通院処遇に関する実現可能なモニタリングシステムの提案、通院処遇の現状や課題の把握とその

解決策の提示、入院対象者の類型化に基づくクリティカルパスの提示や指定入院医療機関の医療の均

てん化、医療観察法医療に関する人材育成の促進に関する研究を進めた。 

1) 通院処遇 

通院処遇モニタリングシステムについては、正確性、実行性、費用対効果を考慮しインターネット

回線を利用した Electronic Data Captureシステムによるデータ入力とクラウドサーバーによるデー

タ保存・管理を行う方針として開発を進めた。 

通院処遇の実態調査では困難事例の特徴を抽出し、急性増悪や他害・問題行動そのものや、それら

の未然防止に医療機関は困難さを感じている実態が明らかになった。また通院処遇事例の持つ複雑で

多様な課題やニーズを分類し、それらに対する支援例をまとめた。指定入院医療機関と指定通院医療

機関との相補的連携や、警察との連携などの新たな試みも行われていた。 

2) 入院処遇 

通院処遇移行までの入院処遇日数と処遇終了率から機能を評価し、指定入院医療機関の類型化を進

め、また入院処遇日数と処遇終了率に影響を与える要因を抽出した。 

精神科診断 6つをとりあげ、クリティカルパス案を作成した。現在、クリティカルパスを使用して

いる施設は半数程度に留まり、クリティカルパスの意義を明確にした自由度の高いクリティカルパス

を作成し、使用率の向上を目指すこととした。 

3) 医療観察法医療にかかる人材育成 

医療観察法医療に関する教育や研修の不足が指摘され、時間や人員の制約を克服するために、オン

ライン・オンデマンド研修や全施設共通の導入研修、系統的な教育システムの構築が必要と考えられ

た。 

分担研究者氏名 （順不同、敬称略）  

竹田康二  国立精神・神経医療研究セン

ター病院 

久保彩子 国立病院機構琉球病院  

柏木宏子  国立精神・神経医療研究セン

ター病院 

壁屋康洋  国立病院機構榊原病院  

村杉謙次 国立病院機構小諸高原病院  
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賀古勇輝  北海道大学病院附属司法精神

医療センター  

 

Ａ．研究目的  

医療観察法制度における入院処遇では、

重度精神疾患標準的治療法確立事業により

入院データベースが構築され、実態把握や

課題の整理が進んでいる。一方、通院処遇

では、同様のデータベースは存在せず、実

態の把握や課題の検討は十分には行われて

いない。各種指標からすると予後や転帰は

良好であることが知られているが、指定通

院医療機関をはじめ関連機関による個別の

手厚い医療の提供によって支えられている

ところが大きく、その詳細は不明のままで

ある。 

 入院対象者の類型は明らかになったが、

入院処遇ガイドラインには統合失調症の典

型例のクリティカルパスしか示されておら

ず、類型化に基づく治療や処遇は示されて

いない。また、指定入院医療機関の医療や

処遇判断にはバラツキが存在し、均てん化

が求められる。標準的な治療やケアを提供

するためには人材確保が必要であるが、特

定の職種や地域での人材不足が続いている

のが現状である。 

 本研究の主たる目的は、通院処遇に関す

る実現可能なモニタリングシステムの提案、

通院処遇の現状や課題の把握とその解決策

の提示、入院対象者の類型化に基づくクリ

ティカルパスの提示や指定入院医療機関の

医療の均てん化、医療観察法医療に関する

人材育成の促進である。 

 

Ｂ．研究方法  

入院処遇から通院処遇の移行にとどまら

ず、処遇終了から精神保健福祉法に基づく

医療への円滑な移行を視野に入れ、指定通

院・入院医療機関の多職種チーム、訪問看

護ステーションスタッフ、保護観察所の社

会復帰調整官、都道府県や市町村の行政担

当者、社会復帰施設の支援・援助者を積極

的に研究協力者として活用し、職際的な研

究を行う。下記、6 つの分担研究班を組織

する。各分担研究班の役割の明確化、連携

強化を目的として研究班会議を開催する。  

なお、2 年間の研究期間を予定してお

り、本年度はその初年度である。  

1) 通院処遇モニタリングシステムの構築

に関する研究（竹田班）  

 重度精神疾患標準的治療法確立事業によ

り構築されたネットワークやシステムを有

効活用することによって費用対効果が高

く、早期の実現可能性の高い通院処遇モニ

タリングシステムの構築の道筋を示す。初

年度には、入院データベースシステムの構

築に関わった医療関係者やシステム開発の

技術者を交え、システムに求められる要件

を明らかにする。次年度には、システム要

件に基づいた具体的かつ実現可能な通院処

遇モニタリングシステムを開発し、小規模

なトライアル研究を行う。  

2) 通院処遇の実態把握と課題に関する調

査とその解決策の検討 (久保班 ) 

 令和 5 年度には、通院処遇の実態把握、

個別の医療機関による手厚い医療 (good 

practice)を明らかにするために、入院処

遇を終了した対象者に関して通院複雑事例

の背景を明らかにする実態調査（施設調

査、個別調査）、通院処遇終了後調査、退

院時処遇終了者調査の 3 つの調査を実施す

る。 

令和 6 年度には、引き続き通院処遇の実

態や課題を整理するとともに、手厚い医療

を明らかにする。 

3) 指定通院医療機関の医療および関連機

関との連携に関する研究  ―複雑事例―

(柏木班) 
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 令和 5 年度には通院医療の経験を豊富に

持つ都市部と郡部の少なくとも 2 つの調査

対象地域を選定し、多様なニーズのある事

例の通院処遇の実態や課題を調査する。調

査結果を踏まえ、将来的な精神保健福祉法

の地域包括的ケアシステムとの合流も視野

に入れ、他の地域への応用を可能とする、

指定通院医療機関や関連機関による地域ケ

ア体制のあり方や事例集をまとめる。  

4) 入院対象者の類型化に基づくクリティ

カルパスの開発と退院促進 (村杉班) 

 令和 5 年度には、すでに報告されている

入院処遇 12 類型から臨床的必要性の高い

類型を絞り、入院処遇ガイドラインのクリ

ティカルパスを基本としつつ、指定入院医

療機関の多職種チームからなるワーキング

グループによりクリティカルパス案を作成

する。令和 6 年度には、病棟から地域への

円滑かつ迅速な移行を視野に入れ、指定通

院・入院医療機関や社会復帰調整官も含む

班会議を開催し、類型化に基づくクリティ

カルパスを完成する。 

5) 指定入院医療機関の医療や処遇の均て

ん化に関する研究 (壁屋班 ) 

 通院処遇移行までの入院期間と処遇終了

の運用には、事例ごとに、また医療機関ご

とにバラツキが存在し、対象者要因と施設

要因が影響を与えている。令和 5 年度には、

入院データベースを活用し、通院処遇移行

までの期間や処遇終了の運用に対する施設

要因を分析する。指定入院医療機関への施

設単位調査を実施し、通院処遇移行までの

期間の長短・処遇終了率の多寡と関連する

要因を調査する。令和 6 年度には、令和 5

年度の結果を踏まえて典型例となる数施設

を抽出し、Web による聞き取り調査や訪問

調査を行う。入院期間の短縮、処遇終了率

の低下に有効と考えられる試みを明らかに

しガイドライン改訂の基礎資料とする。 

6) 医療観察法に必要な人材育成に関する

研究(賀古班) 

 令和 5 年度には、指定入院医療機関（全

35 施設）、指定入院医療機関の医療従事

者、指定通院医療機関（病院・診療所全

697 施設、訪問看護ステーション全 693 施

設）、相談支援事業所（ 57 施設）、就労支

援事業所（25 施設）、グループホーム（ 28

施設）、大学で精神医学を担当する教室

（全 90 施設）、精神科専門研修プログラム

基幹施設（大学と合わせて全 242 施設）を

対象として、現状の教育・研修体制、従事

者の実態に関するアンケート調査を行う。

なお、医療観察法医療では多職種チームと

の協働が不可欠であり、他の職種から求め

られる資質についても調査する。令和 6 年

度には、班会議を開催し調査結果を検討

し、指定医療機関従事者等に求められる知

識や経験、教育・研修体制などを明らかに

する。 

（倫理面への配慮）  

本研究は、人を対象とする生命科学・医

学系研究に関する倫理指針に従って研究を

進める。また適宜、所属施設の倫理委員会

の承認を受ける。 

 

Ｃ．研究結果  

1) 通院処遇モニタリングシステムの構築

に関する研究（竹田班）  

データ収集システムについては、セキュ

リティ、費用対効果、実現可能性を踏ま

え、インターネット回線を利用した

Electronic Data Capture (以下、EDC）シ

ステムによるデータ入力とクラウドサーバ

ーによるデータ保存・管理を行う方針とし

た。通院処遇モニタリングシステムのデー

タ収集項目素案を選定した。データ収集項

目素案を基とした EDC システムの画面開発

を行った。 
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2) 通院処遇の実態把握と課題に関する調

査とその解決策の検討 (久保班 ) 

 全国 697 の指定通院医療機関を対象とす

る実態調査では、施設調査 169 施設、個別

調査 154 事例を回収した。公的病院は民間

病院や診療所と比較し、対象者の同時期の

受け入れが多く、困難さを感じる対象者の

割合が高い傾向を認めた。個別調査の結果

では、通院処遇早期に他害行為や病状悪化

を多く認めた。通院処遇上の困難さと関連

する要因として、男性、精神保健福祉法入

院、問題行動、他害行為、処遇の延長が抽

出された。テキストデータ分析では、急性

増悪や他害・問題行動の未然防止に関して

困難さを感じている実態が明らかとなった。

通院複雑事例では、信頼関係構築と情報共

有が特有の課題であった。  

 沖縄県および島根県における通院処遇終

了者 96 例の追跡調査の結果、通院処遇終了

後も問題行動の増加は認めなかった。ただ

し、特定の対象者に特定の期間に集中して

認められた。通院処遇中は多職種チーム医

療とアウトリーチ型支援が手厚く実施され

ているが、通院処遇ガイドライン以上に密

度の高い医療が提供されていた。  

 退院時処遇終了者調査では研究参加者数

が増加してきており、退院時処遇終了者の

多く、特に F0 および F2 症例が、医療観察

法病棟退院後、精神保健福祉法入院を継続

していた。 

3) 指定通院医療機関の医療および関連機

関との連携に関する研究  ―複雑事例―

(柏木班) 

 指定通院医療機関の多職種チームから全

43 例（国立精神・神経医療研究センター 25

例、琉球病院 18 例）について、支援者に聞

き取り調査を実施した。 

通院事例の課題やニーズは、服薬アドヒ

アランス不良、遵守困難、急性増悪、非精

神病性症状、生活能力、対人関係、物質使

用、反社会性(性暴力)、家族支援、その他

の項目に分類された。それらに対する支援

例をまとめた。複雑で多様なニーズを持つ

事例の場合、指定入院医療機関によるバッ

クアップ体制や警察などとの連携が活用さ

れていた。 

4) 入院対象者の類型化に基づくクリティ

カルパスの開発と退院促進 (村杉班) 

 クリティカルパスの使用状況は、全国の

指定入院医療機関 35 施設中 18 施設と半数

強に留まり、クリティカルパス普及が大き

な課題であった。普及率を向上するために

は、入院処遇ガイドラインへの掲載、厚生

労働省のホームページへの掲載、複雑事例

に対する介入方法も含めたクラウド上のデ

ータベースの作成、「医療観察法に必要な人

材育成に関する研究（賀古班）」と連携した

職員教育などが考えられた。クリティカル

パス導入の意義として、「入院期間短縮」と

「職員教育」に重点を置くことになった。

クリティカルパス案に共通する構造として

は、「導入時期の目安のチェックシートとし

てのシンプルな構造」とし、共通する内容

としては、「プロセス重視の方向性や目標設

定」とすることが決まった。  

 下記 6 疾患をとりあげ疾患別にクリティ

カルパス案を作成し、エキスパートによる

検討を行った。F0（症状性を含む器質性精

神障害）、F1（精神作用物質使用による精神

及び行動の障害）、F2（統合失調症，統合失

調症型障害及び妄想性障害）、F3（気分障害）、

F7（知的障害）、 F8（心理的発達の障害）。 

5) 指定入院医療機関の医療や処遇の均て

ん化に関する研究 (壁屋班 ) 

 通院処遇移行までの日数平均、処遇終了

率ともに施設間の有意差を認めた。平均在

院日数 732 日から 2,846 日に分布、処遇終

了率 0％から 38.7％に分布した。両者に有
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意な相関はなく、平均在院日数は短いが処

遇終了率が高い施設も見られた。  

平均在院日数は、地元自治体でのネット

ワーク研修、保護観察所との合同の企画、

通院処遇実施有無、通院処遇事例数、依存

症入院管理加算、児童・思春期精神科入院

医療管理料、施設基準の種類数と関連して

いた。また、処遇終了率は、看護師の女性

割合、倫理会議頻度、病院全体の病床数、

医療観察法病棟を除いた病棟数と関連して

いた。 

6) 医療観察法に必要な人材育成に関する

研究(賀古班) 

アンケート調査の依頼文書を調査対象施

設へ郵送し、Google®フォームでアンケート

を実施した。合わせて 1,777 施設に依頼し、

321 施設から回答が得られ、指定入院医療

機関の医療従事者 352 名から回答が得られ

た。 

指定入院医療機関の調査では、新任者に

対する教育・研修が 67％で実施されていた。

医療従事者（新任者に限らず）に対する施

設内での教育・研修が 67％で実施されてい

たが、不定期開催が大部分で、時間や人員

の制約から十分な教育・研修は行われてい

なかった。 

 指定通院医療機関（病院・診療所）と地

域の支援機関（訪問看護ステーション、相

談支援事業所、就労支援事業所、グループ

ホーム）の調査では、施設内での教育・研

修を 行っ て いる 施設 はそ れぞ れ 17％ と

22％にとどまり、施設外の研修への参加者

も少なく、教育・研修の機会は非常に乏し

かった。 

 大学で精神医学を担当する教室の調査で

は、医学生に対して医療観察法の講義を行

っているのは 69％で、単回の講義が大多数

であり、実地研修はほとんど行われていな

かった。精神科専門研修プログラム基幹施

設の調査では、専攻医に対して医療観察法

の講義を行っているのは 23％で、実地研修

が行われているのは 13％のみであった。  

 

Ｄ．考察  

1) 通院医療  

医療観察法の標準的な処遇では、入院処

遇を経て地域処遇（通院処遇）に移行する。

処遇終了後は精神保健福祉法による一般精

神医療の継続が想定される。医療観察法の

運用状況を把握し課題の整理やその解決を

図るには、全経過の実態を正確に把握しな

ければならない。入院データベース事業に

より入院処遇の実態は把握されているが、

通院処遇に関しては同様のデータベースは

存在せず、通院処遇モニタリングシステム

の構築が不可欠である。しかし、指定通院

医療機関は令和 5 年 4 月 1 日現在、病院 603

施設、診療所 94 施設に及ぶ。さらに訪問看

護ステーション 695 施設、薬局 2,677 施設

が存在する。調査対象施設が膨大な数に及

び、実行性の高い通院処遇モニタリングシ

ステムの構築が求められる。本研究で示し

た、インターネット回線を利用した EDC シ

ステムによるデータ入力とクラウドサーバ

ーによるデータ保存・管理はこれらの条件

を満たす。また、研究開発から事業化の段

階に進む際は費用対効果が強く求められる。

類似の既存システムから費用を推定したが、

比較的安価であり実現可能な範囲内と考え

られた。令和 6 年度は事業化を視野に入れ、

費用の概算を示す予定である。  

 各種指標からすると医療観察法対象者の

予後や転帰は良好であることが知られてい

るが、複雑で多様なニーズを持つ通院事例

の地域支援は関係機関による手厚い医療の

自発的提供によって支えられているところ

が大きい。一方、複雑で多様なニーズを持

つ対象者のプロフィールや提供されている
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医療の詳細は不明のままであった。  

指定通院医療機関が困難さを抱く対象者

のプロフィールとして、男性、精神保健福

祉法入院、問題行動、他害行為、処遇の延

長が抽出された。急性増悪や他害・問題行

動の未然防止に関して困難さを感じている

実態が示された。通院複雑事例では信頼関

係構築と情報共有に人的資源を投入してい

る実態が明らかとなった。  

 通院事例の主な課題やニーズを分類し、

それらに対する支援例 (good practice)を

まとめた。新しい試み・工夫としては、指

定入院医療機関による通院医療機関のサポ

ート、急性増悪時の入院受け入れ (バックア

ップ体制)、警察との密接な連携などが行わ

れていた。 

 このような個別の手厚い医療の提供が普

及し継続されるには、経済的裏付けは不可

欠である。現行の診療報酬制度の対象でな

い医療行為であっても、その必要性を検討・

評価する必要があろう。 

2) 入院医療  

 入院データベース事業では指定入院医療

機関の機能を示す指標が定期的に報告され、

パフォーマンス指標と呼ばれる。パフォー

マンス指標には、入院期間、特殊療法、行

動制限、転帰などが含まれ、指定入院医療

機関の均てん化に役立てられる。指定入院

医療機関には入院期間の短縮と同時に、処

遇終了率を抑え、通院処遇へのすみやかな

移行が求められる。本研究では、通院処遇

移行までの期間、処遇終了率それぞれと関

連する要因が明らかとなった。平均在院日

数は、地域関係機関との連携や病院機能と

の関連性が推定された。また、処遇終了率

は病棟スタッフの性比、倫理会議頻度、病

院全体の規模などと関連することが明らか

となったが、その解釈は困難であり、さら

なる調査が必要であった。引き続き、通院

処遇移行までの期間や処遇終了の運用に対

する施設要因を明らかにし、均てん化のた

めの方策を検討する必要がある。  

指定入院医療機関の医療のてん化にとっ

て入院処遇ガイドラインに示されたクリテ

ィカルパスは大きな効果を示すと考えられ

る。クリティカルパスは対象の共通性に着

目して効果的かつ効率的な医療の提供を目

的とする。一方、対象者は医療・保健・福

祉領域の複雑で広範なニーズを持っており、

個別性の高い治療やケアを必要とする。ク

リティカルパスの要求する共通性だけでは

対象者の持つ個別性を補いきれないことも

あり、クリティカルパスの使用率が低値に

留まっている可能性がある。  

クリティカルパス導入の意義として、「入

院期間短縮」と「職員教育」に重点を置き、

「導入時期の目安のチェックシートとして

のシンプルな構造」や「プロセス重視の方

向性や目標設定」に焦点を絞り検討を進め

ることとした。このことによりクリティカ

ルパスの自由度が高まり、対象者の持つ個

別性に応じた柔軟性の高いクリティカルパ

スが期待される。また、その普及も期待さ

れる。 

3) 医療観察法にかかる人材育成  

現状の教育・研修体制、従事者の実態に

関するアンケート調査結果から、指定入院

医療機関、指定通院医療機関、大学、精神

科専門研修プログラム施設のいずれも、司

法精神医学に関する教育が不足している実

態が明らかになった。その原因である時間

や人員の制約を克服するために、オンライ

ン・オンデマンド研修や全施設共通の導入

研修、系統的な教育システムの構築が必要

と考えられた。 

 

Ｅ．結論  

 医療観察法の運用状況を把握し課題の整
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理やその解決を図るには、全経過の実態を

把握しなければならない。引き続き通院処

遇モニタリングシステムの開発と導入が必

要である。 

 複雑で多様なニーズを持つ事例の地域支

援は関係機関による自発的な手厚い医療の

提供によって支えられているところが大き

い。現行の診療報酬制度の対象でない医療

行為であっても、その実効性を検討して評

価する必要がある。 

 指定入院医療機関の均てん化のためには、

さらに施設間の格差が生じている要因を明

らかする必要がある。また医療観察法の対

象者の特性に見合った自由度の高いクリテ

ィカルパスの開発とその普及が必要である。 

 医療観察法医療に関する教育や研修の不

足が指摘され、時間や人員の制約を克服す

るために、オンライン・オンデマンド研修

や全施設共通の導入研修、系統的な教育シ

ステムの構築が必要と考えられた。  
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性. 第 19 回日本司法精神医学会大会 ,

東京, 2023.9.8 

23)  壁屋康洋：入院医療から治療反応性の

断念？データから見る処遇終了 -精神

保健福祉法入院の運用実態．シンポジ

ウム  医療観察法の治療反応性－法

施行後の治療技術の進歩を踏まえて．

第 19 回日本司法精神医学会大会 , 東

京, 2023.9.8 

24) 壁屋康洋，大鶴卓，久保彩子，前上里

泰史，諸見秀太，高尾碧，河野稔明，

髙野真弘：頻回/長期行動制限を受け

た対象者の全国調査（ 3）入院長期化・

頻回/長期の行動制限・処遇終了－精

神保健福祉法入院への要因探索．  第

77 回国立病 院総合 医学会 , 広島 , 

2023.10.21 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得  

なし 

 

2. 実用新案登録  

なし 
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3. その他 

なし 

 

参考文献  

なし 
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令和 5年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における退院後支援に資する研究 

分担研究報告書 

 

通院処遇モニタリングシステムの構築に関する研究 

 

研究分担者 竹田 康二  国立精神・神経医療研究センター病院 

 

研究要旨： 

本研究分担班は、通院処遇の実態把握と医療のさらなる改善を目的として、実現可能性があり、か

つ地域司法精神医療の改善に資する通院処遇モニタリングシステム案を提言することを目的として

いる。 

令和 5年度は、重度精神疾患標準的治療法確立事業（医療観察法データベース事業）や、国内外の

類似先行研究における調査項目、一般・司法精神医療関連心理評価尺度、国内の精神保健福祉制度等

を参考として通院処遇モニタリングシステムのデータ収集項目素案を選定した。またデータ収集シス

テムについては、指定通院医療機関（病院または診療所）は施設数が数百に及ぶこと、入院医療にお

ける診療支援システムのような共通の診療録がないこと、紙カルテの施設がある可能性もあることな

どを考慮した、多機関よりデータ収集可能なシステムが検討された。そこでインターネット回線を利

用した EDC(Electronic Data Capture:以下、EDC）システムによるデータ入力とクラウドサーバによ

るデータ保存・管理の方針を検討し、データ収集項目素案を基とした EDCシステムの画面開発を行っ

た。 

令和 6年度は、令和 5年度に開発した EDCシステムの画面を基礎として通院処遇モニタリングシス

テムを開発し稼働させることを目指す。開発されたモニタリングシステムを利用した小規模なトライ

アル研究を実施し、研究協力機関における担当者のデータ入力負担感や収集されたデータの質の評

価、運用上の課題などを整理していく。 

研究協力者（順不同、敬称略） 

河野稔明  国立精神・神経医療研究セ

ンター精神保健研究所  

小池純子 同上 

本村啓介  国立病院機構さいがた医療

センター 

野村照幸 同上 

久保田涼太郎  国立精神・神経医療研

究センター病院  

 

Ａ．研究目的  

「心神喪失等の状態で重大な他害行為を

行った者の医療及び観察等に関する法律

（以下、医療観察法）」は重大な他害行為を

行った触法精神障害者に対する医療と処遇

を定めた法律である。 

医療観察法医療は全国 35 の指定入院医

療機関に設置された医療観察法病棟におけ

る入院医療と、指定通院医療機関における

通院医療からなる。 
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医療観察法は長期にわたる処遇が義務付

けられる制度であり、対象者の人権保護の

ためにもデータとエビデンスに基づいた最

新の医療の提供が求められる。そのために

は医療の評価のためのモニタリングシステ

ムが不可欠であると考えられる。  

入院医療に関しては、平成 29 年より重度

精神疾患標準的治療法確立事業（以下、医

療観察法データベース事業）により、全国

の指定入院医療機関医療情報のデータ収集

が開始された 1)。全国の指定入院医療機関

より幹事病院である国立精神・神経医療研

究センター（以下、NCNP）病院に仮想専用

回線を通じてデータが送信されている。ま

た幹事病院が収集されたデータを分析した

統計結果を定期的に厚生労働省や各指定入

院医療機関に報告することにより入院医療

の均てん化、般化、さらなる改善を目指し

ている。さらに収集されたデータを基に令

和 2 年までの入院医療の結果をまとめた

「医療観察法統計資料 2020 年版」が NCNP

病院ホームページにて一般向けに公開され

ている 2)。医療観察法データベース事業に

より収集されたデータの利活用研究事業も

実施されており、これまでに複数の研究が

実施されている 3)。以上より入院医療につ

いては、モニタリングシステムとデータと

エビデンスに基づいた医療の実践のための

体制が概ね整備されていると言える。 

一方で、通院医療に関しては、いくつか

の研究でのデータ収集はなされてきたが、

公的なモニタリングシステムは構築されて

いない。医療観察法医療の目的である病状

の改善と再他害行為の防止、社会復帰の促

進の実践と評価のためには、通院医療のモ

ニタリングシステムの構築が不可欠である。

そこで本研究分担班は、通院処遇の実態把

握と医療のさらなる改善を目的として、実

現可能性があり、かつ地域司法精神医療の

改善に資する通院処遇モニタリングシステ

ム案を提言することを目的としている。  

 

Ｂ．研究方法  

1. データ収集項目素案 

 データ収集項目の検討においては以下

の資料等を参考とした（詳細は表 1）。 

(1) 医療観察法データベース事業関連資料 

(2) 過去の大規模な医療観察法通院処遇・

処遇終了者研究関連資料 

(3) 海外の類似先行研究等  

(4) 一般・司法精神関連心理評価尺度等 

(5) 国内の精神保健福祉制度  

(6) その他 

これらの資料は主にインターネットや、

Pubmed、医中誌等の論文検索エンジン、厚

生労働科学研究成果データベース等で、関

連する単語を検索する等して論文や報告書

を収集した。また(b)過去の大規模な医療観

察法通院処遇・処遇終了者研究調査項目の

一部研究に関しては、研究者から直接、調

査項目に関する情報提供を受けた。 

2. データ収集システム案  

NCNP の ARO(Academic Research 

Organization）組織となる、 NCNP 病院 臨

床研究・教育研修部門  情報管理・解析部に

相談し、データ収集システムを検討した。 

（倫理面への配慮）  

 本研究は令和 5 年度段階ではモニタリン

グシステムの開発段階であり、倫理審査申

請等は行っていない。令和 6 年度以降、開

発したモニタリングシステムを利用したト

ライアル研究等を開始する際は国立精神・

神経医療研究センターの倫理委員会等の承

認を得て行う。 

 

Ｃ．研究結果  

1) データ収集項目素案  

データ収集項目素案大分類は以下の通り
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である。詳細は表 2-表 7 参照。（※素案で

あり今後変更の可能性あり。）  

(0) ヘッダー情報 

(1) 年齢 

(2) 性別 

(3) 精神疾患診断 

(4) 身体疾患診断 

(5) 対象行為 

(6) 医療観察法処遇の情報  

(7) 通院処遇転帰 

(8) 処方・注射 

(9) 精神科病棟入院 

(10) 身体科病棟入院 

(11) GAF(Global Assessment of 

Functioning:以下、GAF) 

(12) CGI-S(Clinical Global Impression-

Severity scale:以下、CGI-S) 

(13) CGI-I(Clinical Global Impression-

Improvement scale:以下、 CGI-I) 

(14) BPRS(Brief Psychiatric Rating 

Scale:以下、BPRS) 

(15) 犯罪歴等 

(16) 物質関連障害（アルコール除く）  

(17) アルコール 

(18) 喫煙 

(19) 小児期逆境体験歴 

(20) 対象行為前・対象行為時の医療・生活  

(21) 重大な再他害行為 

(22) その他の触法行為 

(23) 問題行動 

(24) 通院処遇期間中刑事司法機関の関与  

(25) 通院医療機関 

(26) 通院処遇期間医療内容  

(27) 行政機関等 

(28) 社会福祉資源等 

(29) 社会生活状況 

2) データ収集システム案  

EDC(Electronic Data Capture:以下、EDC）

システムによるデータ入力を行い、クラウ

ドサーバにデータを保存・管理する方針と

した。セキュリティに関しては、「精神疾患

レジストリ：精神疾患レジストリの構築・

統合により新たな診断・治療法を開発する

ための研究（研究代表者：中込和幸）」をモ

デルとしたセキュリティ環境を想定した。

EDC システムの入力画面構築を、情報管理・

解析部から精神疾患レジストリの IT プラ

ットフォームの開発を担当した株式会社ア

クセライトに委託し開発した（図 1-4 は開

発した入力画面案）。  

 

Ｄ．考察  

1) データ収集項目素案  

データ収集項目素案は、これまでの医療

観察法医療における臨床、研究、事業によ

り得られた知見との連続性、比較可能性が

担保できるよう、医療観察法データベース

事業によるデータ収集項目や、過去の大規

模な医療観察法通院処遇・処遇終了者研究

調査でデータ収集されていた項目の中で重

要な項目をカバーすることを第一の目的と

した。精神症状等の病状評価に関しては疾

患によらず評価可能な GAF、CGI、BPRS を採

用した。 

また医療観察法対象者の小児期逆境体験

歴が高いことが臨床的に意見として出てお

り、海外の研究でも小児期逆境体験と暴力

の関係性は報告されていることから、小児

期逆境体験歴をデータ収集項目素案に採用

した。 

その他にも、海外の関連先行研究やデー

タベース、司法精神関連心理評価尺度（HCR-

20、 START: STrAtegies for RelaTives、

SAPROF: Structured Assessment of 

PROtective Factors for violence risk な

ど）を参考としながら暴力や問題行動と関

連が想定される項目を採用した。 

データ収集項目は多岐にわたるため、実
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際のデータ入力者の入力負担感等を確認し

ながらブラッシュアップを目指していく予

定である。 

2) データ収集システム案  

指定通院医療機関数は施設数が多く（令

和 5 年 4 月 1 日時点で 603 の病院と 94 の

診療所が指定を受けている 4）。）、医療観察

法データベース事業のように、各施設にデ

ータ送信のための仮想専用回線を設置する

ことは困難と考えられた。また医療観察法

入院医療で使用されている診療支援システ

ムのような共通した診療記録システムが医

療観察法通院医療では使用されておらず、

一部の指定通院医療機関では、紙カルテを

使用している可能性も想定された。したが

って、医療観察法データベース事業で実施

している診療記録からの自動抽出システム

の導入も不可能と考えられた。  

指定通院医療機関は指定入院医療機関と

比較しマンパワーが限られていることもあ

り、各施設の負担感軽減のためには、デー

タの送信頻度は極力少なくする必要性があ

ると考えられた。 

以上を総合的に検討した結果、モニタリ

ングシステムの構築には、 EDC システムの

利用が最も現実的と考えられ、令和 5 年度

は画面構築まで行った。セキュリティ環境

は精神疾患レジストリをモデルとして想定

しており、データの保存・管理はセキュリ

ティの高いクラウドサーバが検討されてい

る。通院処遇モニタリングシステムでは医

療情報に加え触法行為歴を扱うことから、

安全なセキュリティ環境を整えていくこと

が重要である。 

3) トライアル  

 令和 6 年度は令和 5 年度開発した EDC 画

面を基にセキュリティの詳細などを整理し

たうえで、通院処遇モニタリングシステム

を開発・稼働し、トライアル研究を行うこ

とを目標とする。数施設の指定通院医療機

関に研究協力を依頼し、実際に開発したモ

ニタリングシステムを利用したデータの収

集を行い、入力上の負担や運用上の課題な

どの整理を行う。また全数調査にすべきか

定点調査にすべきか、も検討課題である。  

 並行して関係諸機関と、開発した通院処

遇モニタリングシステムに関して意見交換

を行い、今後の事業化の可能性や事業化に

向けて、改善していくべき点などを検討し

ていく。 

 

Ｅ．結論  

令和 5 年度は、通院処遇モニタリングシ

ステム案のデータ収集項目、データ収集シ

ステムを提言し、画面構築を実施した。令

和 6 年度は、研究ベースで小規模なトライ

アルを実施し、参加施設の負担感や実現可

能性、課題などを整理するとともに、実際

の運用に向けた関係諸機関との意見交換も

実施する。 

 

Ｆ．健康危険情報  

 なし 

 

Ｇ．研究発表  

1．論文発表   

 なし 

 

2．学会発表  

 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得  

なし 

 

2. 実用新案登録  

なし 
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3. その他 

なし 

 

参考文献  

1) 久保田涼太郎, 竹田康二 , 山田悠至な

ど . 重度精神疾患標準的治療法確立事

業（データベース事業について）. 精神

科, 2023; 43(1): 1-6． 

2) 医療観察法データベース事業運営委員

会  : 医 療 観 察 法 統 計 資 料 2020 年

版 .(https://www.ncnp.go.jp/common/

cms/docs/toukeishiryou.pdf) 

3) 国立精神・神経医療研究センター病院 . 

医療観察法データベースを二次利用し

た研究の実施. 

(https://www.ncnp.go.jp/hospital/ 

patient/mtsa.html) 

4) 厚生労働省. 指定通院医療機関の指定   

状 況 医 療 観 察 法 ホ ー ム ペ ー ジ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku     

nitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shou

gaishahukushi/sinsin/iryokikan_si

tei.html）  
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O
k
a
d
a
 
T
.
 
R
i
s
k
 
F
a
c
t
o
r
s
 
f
o
r
 
P
r
o
b
l
e
m
a
t
i
c
 
B
e
h
a
v
i
o
r
s
 
a
m
o
n
g
 
F
o
r
e
n
s
i
c
 
O
u
t
p
a
t
i
e
n
t
s
 
u
n
d
e
r
 
t
h
e
 
M
e
d
i
c
a
l
 
T
r
e
a
t
m
e
n
t
 
a
n
d
 
S
u
p
e
r
v
i
s
i
o
n
 
A
c
t
 
i
n
 
J
a
p
a
n
.
 
F
r
o
n
t
 
P
s
y
c
h
i
a
t
r
y
.
 
2
0
1
6
;
7
:
1
4
4
.
 

安
藤

久
美

子
.
 
医

療
観

察
法

に
お

け
る

指
定

通
院

医
療

機
関

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

調
査

研
究

.
 
研

究
代

表
者

　
岡

田
幸

之
.
 
医

療
観

察
統

計
レ

ポ
ー

ト
2
0
1
7
年

版
.
 
国

立
研

究
開

発
法

人
　

国
立

精
神

・
神

経
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
　

精
神

保
健

研
究

所
　

司
法

精
神

医
学

研
究

部
,
 
p
p
 
2
9
-
6
1
,
 
2
0
1
7

大
鶴

卓
.
 
通

院
医

療
の

実
態

を
把

握
す

る
た

め
の

体
制

構
築

に
関

す
る

研
究

.
 
令

和
2
年

度
厚

生
労

働
科

学
研

究
費

補
助

金
（

障
害

者
政

策
総

合
研

究
事

業
（

精
神

障
害

分
野

）
）

医
療

観
察

法
の

制
度

対
象

者
の

治
療

・
支

援
体

制
の

整
備

の
た

め
の

研
究

.
 
平

成
 
3
0
 
年

度
～

令
和

 
2
 
年

度
 
総

合
研

究
報

告
書

 
(
研

究
代

表
者

　
平

林
直

次
)
,
 
2
0
2
1
,
 
p
p
5
7
-

8
0
.

竹
田

康
二

.
 
指

定
入

院
医

療
機

関
退

院
後

の
予

後
に

関
す

る
全

国
調

査
.
 
厚

生
労

働
科

学
研

究
費

補
助

金
 
障

害
者

政
策

総
合

研
究

事
業

（
精

神
障

害
分

野
）

医
療

観
察

法
に

お
け

る
専

門
的

医
療

の
向

上
と

普
及

に
資

す
る

研
究

 
令

和
 
4
 
年

度
総

括
・

分
担

研
究

報
告

書
(
研

究
代

表
者

 
平

林
直

次
)
,
 
2
0
2
3
,
 
p
.
2
5
-
3
2
.

A
n
d
o
 
K
,
 
S
o
s
h
i
 
T
,
 
N
a
k
a
z
a
w
a
 
K
,
 
N
o
d
a
 
T
,
 
O
k
a
d
a
 
T
.
 
R
i
s
k
 
F
a
c
t
o
r
s
 
f
o
r
 
P
r
o
b
l
e
m
a
t
i
c
 
B
e
h
a
v
i
o
r
s
 
a
m
o
n
g
 
F
o
r
e
n
s
i
c
 
O
u
t
p
a
t
i
e
n
t
s
 
u
n
d
e
r
 
t
h
e
 
M
e
d
i
c
a
l
 
T
r
e
a
t
m
e
n
t
 
a
n
d
 
S
u
p
e
r
v
i
s
i
o
n
 
A
c
t
 
i
n
 
J
a
p
a
n
.
 
F
r
o
n
t
 
P
s
y
c
h
i
a
t
r
y
.
 
2
0
1
6
;
7
:
1
4
4
.
 

T
a
k
e
d
a
 
K
,
 
S
u
g
a
w
a
r
a
 
N
,
 
M
a
t
s
u
d
a
 
T
,
 
e
t
 
a
l
.
 
M
o
r
t
a
l
i
t
y
 
a
n
d
 
s
u
i
c
i
d
e
 
r
a
t
e
s
 
i
n
 
p
a
t
i
e
n
t
s
 
d
i
s
c
h
a
r
g
e
d
 
f
r
o
m
 
f
o
r
e
n
s
i
c
 
p
s
y
c
h
i
a
t
r
i
c
 
w
a
r
d
s
 
i
n
 
J
a
p
a
n
.
 
C
o
m
p
r
 
P
s
y
c
h
i
a
t
r
y
.
 
2
0
1
9
;
9
5
:
1
5
2
1
3
1
.
 

T
a
k
e
d
a
 
K
,
 
S
u
g
a
w
a
r
a
 
N
,
 
Y
a
m
a
d
a
 
Y
,
 
e
t
 
a
l
.
 
:
 
E
m
p
l
o
y
m
e
n
t
-
R
e
l
a
t
e
d
 
F
a
c
t
o
r
s
 
o
f
 
F
o
r
e
n
s
i
c
 
P
s
y
c
h
i
a
t
r
i
c
 
O
u
t
p
a
t
i
e
n
t
s
 
w
i
t
h
 
P
s
y
c
h
o
t
i
c
 
D
i
s
o
r
d
e
r
s
.
 
N
e
u
r
o
p
s
y
c
h
i
a
t
r
 
D
i
s
 
T
r
e
a
t
,
 
1
5
 
;
 
3
3
4
1
-
3
3
5
0
,
 
2
0
1
9

N
a
g
a
t
a
 
T
,
 
T
a
c
h
i
m
o
r
i
 
H
,
 
N
i
s
h
i
n
a
k
a
 
H
.
,
 
e
t
 
a
l
.
 
M
e
n
t
a
l
l
y
 
d
i
s
o
r
d
e
r
e
d
 
o
f
f
e
n
d
e
r
s
 
d
i
s
c
h
a
r
g
e
d
 
f
r
o
m
 
d
e
s
i
g
n
a
t
e
d
 
h
o
s
p
i
t
a
l
 
f
a
c
i
l
i
t
i
e
s
 
u
n
d
e
r
 
t
h
e
 
m
e
d
i
c
a
l
 
t
r
e
a
t
m
e
n
t
 
a
n
d
 
s
u
p
e
r
v
i
s
i
o
n
 
a
c
t
 
i
n
 
J
a
p
a
n
:
 
R
e
o
f
f
e
n
d
i
n
g
 
a
n
d
 
r
e
a
d
m
i
s
s
i
o
n
.
 
C
r
i
m
 
B
e
h
a
v
 
M
e
n
t
 
H
e
a
l
t
h
.
 
2
0
1
9
;
2
9
(
3
)
:
1
5
7
-
1
6
7
.

(
3
)
海

外
の

関
連

先
行

研
究

等

F
a
z
e
l
 
S
,
 
F
i
m
i
ń
s
k
a
 
Z
,
 
C
o
c
k
s
 
C
,
 
e
t
 
a
l
.
 
:
 
P
a
t
i
e
n
t
 
o
u
t
c
o
m
e
s
 
f
o
l
l
o
w
i
n
g
 
d
i
s
c
h
a
r
g
e
 
f
r
o
m
 
s
e
c
u
r
e
 
p
s
y
c
h
i
a
t
r
i
c
 
h
o
s
p
i
t
a
l
s
:
 
s
y
s
t
e
m
a
t
i
c
 
r
e
v
i
e
w
 
a
n
d
 
m
e
t
a
-
a
n
a
l
y
s
i
s
.
 
B
r
 
J
 
P
s
y
c
h
i
a
t
r
y
,
 
2
0
8
(
1
)
 
;
 
1
7
-
2
5
,
 
 
2
0
1
6

H
u
g
h
e
s
 
K
,
 
B
e
l
l
i
s
 
M
A
,
 
H
a
r
d
c
a
s
t
l
e
 
K
A
,
 
e
t
 
a
l
.
 
T
h
e
 
e
f
f
e
c
t
 
o
f
 
m
u
l
t
i
p
l
e
 
a
d
v
e
r
s
e
 
c
h
i
l
d
h
o
o
d
 
e
x
p
e
r
i
e
n
c
e
s
 
o
n
 
h
e
a
l
t
h
:
 
a
 
s
y
s
t
e
m
a
t
i
c
 
r
e
v
i
e
w
 
a
n
d
 
m
e
t
a
-
a
n
a
l
y
s
i
s
.
 
L
a
n
c
e
t
 
P
u
b
l
i
c
 
H
e
a
l
t
h
.
 
2
0
1
7
;
2
(
8
)
:
e
3
5
6
-
e
3
6
6
.

C
D
C
.
 
A
d
v
e
r
s
e
 
C
h
i
l
d
h
o
o
d
 
E
x
p
e
r
i
e
n
c
e
s
 
R
e
s
o
u
r
c
e
s
.
 
(
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
c
d
c
.
g
o
v
/
v
i
o
l
e
n
c
e
p
r
e
v
e
n
t
i
o
n
/
a
c
e
s
/
r
e
s
o
u
r
c
e
s
.
h
t
m
l
)

M
c
K
e
n
n
a
 
B
,
 
S
w
e
e
t
m
a
n
 
L
E
.
“

M
o
d
e
l
s
 
o
f
 
C
a
r
e
 
i
n
 
F
o
r
e
n
s
i
c
 
M
e
n
t
a
l
 
H
e
a
l
t
h
 
S
e
r
v
i
c
e
s
:
 
A
 
r
e
v
i
e
w
 
o
f
 
t
h
e
 
i
n
t
e
r
n
a
t
i
o
n
a
l
 
a
n
d
 
n
a
t
i
o
n
a
l
 
l
i
t
e
r
a
t
u
r
e
”

.
 
(
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
h
e
a
l
t
h
.
g
o
v
t
.
n
z
/
s
y
s
t
e
m
/
f
i
l
e
s
/
d
o
c
u
m
e
n
t
s
/
p
u
b
l
i
c
a
t
i
o
n
s
/
m
o
d
e
l
s
_
o
f
_
c
a
r
e
_
i
n
_
f
o
r
e
n
 
s
i
c
_
m
e
n
t
a
l
_
h
e
a
l
t
h
_
s
e
r
v
i
c
e
s
_
-

_
f
i
n
a
l
_
v
e
r
s
i
o
n
_
d
e
c
e
m
b
e
r
_
2
0
2
1
.
p
d
f
)

J
モ

ナ
ハ

ン
他

著
.
 
"
暴

力
の

リ
ス

ク
ア

セ
ス

メ
ン

ト
 
精

神
障

害
と

暴
力

に
関

す
る

マ
ッ

カ
ー

サ
ー

研
究

か
ら

"
 
(
安

藤
久

美
子

、
中

澤
佳

奈
子

 
訳

）

(
4
)
一

般
・

司
法

精
神

関
連

心
理

評
価

尺
度

等

ク
リ

ス
ト

フ
ァ

ー
・

D
・

ウ
ェ

ブ
ス

タ
ー

他
著

.
 
"
S
T
A
R
T
 
-
「

心
配

な
転

帰
」

の
リ

ス
ク

と
治

療
反

応
性

の
短

期
ア

セ
ス

メ
ン

ト
"
 
(
菊

池
安

希
子

 
監

訳
)

C
.
D
.
W
e
b
s
t
e
r
他

著
.
 
"
H
C
R
-
2
0
 
:
 
暴

力
の

リ
ス

ク
・

ア
セ

ス
メ

ン
ト

"
.
 
(
吉

川
和

男
 
監

訳
)

菊
池

安
希

子
.
 
問

題
行

動
の

評
価

：
入

院
時

点
デ

ー
タ

の
問

題
行

動
評

価
.
 
令

和
元

年
度

厚
生

労
働

科
学

研
究

費
補

助
金

（
障

害
者

政
策

総
合

研
究

事
業

）
 
入

院
中

の
精

神
障

害
者

の
円

滑
な

早
期

の
地

域
移

行
及

び
地

域
定

着
に

資
す

る
研

究
：

コ
ホ

ー
ト

研
究

 
令

和
元

年
度

 
総

括
・

研
究

分
担

報
告

書
(
研

究
代

表
者

 
山

口
創

生
)
,
 
2
0
2
0
,
 
4
7
-
5
0
.

S
u
m
i
y
o
s
h
i
 
C
,
 
S
u
m
i
y
o
s
h
i
 
T
.
 
M
o
d
i
f
i
e
d
 
s
o
c
i
a
l
 
a
d
a
p
t
a
t
i
o
n
 
s
c
a
l
e
 
(
W
o
r
k
 
O
u
t
c
o
m
e
)
–
J
a
p
a
n
e
s
e
 
v
e
r
s
i
o
n
.

宮
田

量
治

.
 
B
P
R
S
 
日

本
語

版
・

評
価

マ
ニ

ュ
ア

ル
（

V
e
r
.
1
.
1
）

.
 
(
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
y
c
h
.
p
r
e
f
.
y
a
m
a
n
a
s
h
i
.
j
p
/
k
i
t
a
b
y
o
/
w
p
-
c
o
n
t
e
n
t
/
u
p
l
o
a
d
s
/
s
i
t
e
s
/
2
/
2
0
2
2
/
0
4
/
B
P
R
S
.
p
d
f
)

G
A
F
（

機
能

の
全

体
的

評
定

）
尺

度
 
(
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
m
h
l
w
.
g
o
.
j
p
/
s
h
i
n
g
i
/
2
0
0
3
/
1
1
/
d
l
/
s
1
1
1
1
-
2
a
.
p
d
f
)

(
5
)
国

内
の

精
神

保
健

福
祉

制
度

厚
生

労
働

行
政

推
進

調
査

事
業

費
補

助
金

『
良

質
な

精
神

保
健

医
療

福
祉

の
提

供
体

制
構

築
を

目
指

し
た

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

研
究

』
研

究
班

.
 
令

和
4
年

度
 
6
3
0
調

査
結

果
 
(
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
n
c
n
p
.
g
o
.
j
p
/
n
i
m
h
/
s
e
i
s
a
k
u
/
d
a
t
a
/
6
3
0
.
h
t
m
l
)

厚
生

労
働

行
政

推
進

調
査

事
業

費
補

助
金

（
障

害
者

政
策

総
合

研
究

事
業

）
「

良
質

な
精

神
保

健
医

療
福

祉
の

提
供

体
制

構
築

を
目

指
し

た
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
研

究
」

（
研

究
代

表
者

東
京

大
学

大
学

院
医

学
系

研
究

科
西

大
輔

：
研

究
分

担
者

東
洋

大
学

大
学

院
ラ

イ
フ

デ
ザ

イ
ン

学
研

究
科

吉
田

光
爾

）
.

地
域

精
神

保
健

医
療

福
祉

資
源

分
析

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

（
R
e
M
H
R
A
D
）

(
h
t
t
p
s
:
/
/
r
e
m
h
r
a
d
.
j
p
/
)

厚
生

労
働

省
.
「

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
及

び
障

害
児

通
所

支
援

等
の

円
滑

な
実

施
を

確
保

す
る

た
め

の
基

本
的

な
指

針
」

改
正

後
 
概

要
(
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
m
h
l
w
.
g
o
.
j
p
/
c
o
n
t
e
n
t
/
1
2
2
0
0
0
0
0
/
0
0
1
1
1
4
9
3
4
.
p
d
f
)

独
立

行
政

法
人

 
福

祉
医

療
機

構
.
 
W
A
M
 
N
E
T
.
 
(
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
w
a
m
.
g
o
.
j
p
/
c
o
n
t
e
n
t
/
w
a
m
n
e
t
/
p
c
p
u
b
/
t
o
p
/
)

(
6
)
そ

の
他

U
N
D
O
C
.
 
I
N
T
E
R
N
A
T
I
O
N
A
L
 
C
L
A
S
S
I
F
I
C
A
T
I
O
N
 
O
F
 
C
R
I
M
E
 
F
O
R
 
S
T
A
T
I
S
T
I
C
A
L
 
P
U
R
P
O
S
E
S
 
(
I
C
C
S
)
 
V
E
R
S
I
O
N
 
1
.
0
.
 
(
h
t
t
p
s
:
/
/
u
n
s
t
a
t
s
.
u
n
.
o
r
g
/
u
n
s
d
/
s
t
a
t
c
o
m
/
d
o
c
1
5
/
B
G
-
I
C
C
S
-
U
N
O
D
C
.
p
d
f
)

厚
生

労
働

省
地

方
厚

生
局

麻
薬

取
締

部
.
 
不

正
流

通
す

る
薬

物
.
 
 
(
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
n
c
d
.
m
h
l
w
.
g
o
.
j
p
/
f
u
s
e
i
.
h
t
m
l
)

法
務

省
.
 
再

犯
防

止
推

進
白

書
 
(
1
1
.
 
非

行
少

年
の

手
続

き
に

関
す

る
流

れ
 
)
.
 
(
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
m
o
j
.
g
o
.
j
p
/
h
i
s
h
o
/
s
a
i
h
a
n
b
o
u
s
h
i
/
h
t
m
l
/
n
s
1
b
0
0
0
0
.
h
t
m
l
)

法
務

省
.
 
刑

事
事

件
フ

ロ
ー

チ
ャ

ー
ト

.
 
(
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
m
o
j
.
g
o
.
j
p
/
k
e
i
j
i
1
/
k
e
i
j
i
_
k
e
i
j
i
0
9
.
h
t
m
l
)

国
立

研
究

開
発

法
人
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図1 通院処遇モニタリングシステムデータ入力画面案（1）

図2 通院処遇モニタリングシステムデータ入力画面案（2）
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図3 通院処遇モニタリングシステムデータ入力画面案（3）

図4 通院処遇モニタリングシステムデータ入力画面案（4）
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令和 5年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における退院後支援に資する研究 

分担研究報告書 

 

通院処遇の実態把握と課題に関する調査とその解決策の検討 

 

研究分担者 久保 彩子  国立病院機構琉球病院 

 

研究要旨： 

本分担研究では、入院処遇を終了した対象者に関して、通院複雑事例の背景を明らかにする実態調査、

通院処遇終了後調査、退院時処遇終了者調査の 3つの調査を実施した。 

全国 697 の指定通院医療機関に対する実態調査は、支援に困難さを感じる理由や支援の実際を明らかに

することを調査の目的とし、施設調査と個別調査に分け、Webアンケ―トにより回答を求めた。その結果施

設調査では 169機関、個別調査 154事例が回収できた。 

施設調査の結果より、公的病院が民間病院やクリニック・診療所に比較し、対象者の同時期の受け入れ

が多く、困難さを感じる対象者の割合が高い傾向があると考えられた。また個別調査の結果では、処遇開

始 1年未満で、他害行為が発生したのが 8例中 5例で、初回の精神保健福祉法入院となったのが 51例中 25

例といずれも半数前後を占め、比較的早い時期に他害行為の発生や病状の悪化がみられる傾向があり、入

院から通院への移行による支援密度の変化が影響していると考えられた。指定通院医療機関が困難さを感

じやすい対象者は、男性であることや、通院処遇中の精神保健福祉法入院の経験があること、問題行動、

他害行為、通院処遇期間の延長があった対象者であったが、クロザピンの使用や処遇形態はその感じる困

難さに影響していなかった。テキストデータの分析では、困難さの理由は、急性増悪や他害・問題行動に

関連したものだけではなく、それに至る前、つまり未然防止の段階での困難さも大きな割合を占めた。未

然防止の観点において、入院複雑事例に比較すると、通院複雑事例では信頼関係構築と情報共有が通院特

有の課題として顕在化しやすいことが分かった。 

通院処遇終了者調査は、沖縄県、島根県の 96例を対象とし通院処遇終了後最長 5年間追跡し高い回収率

であった。軽微な問題を含めすべての問題行動の発生は、通院処遇の終了後に増加する傾向はなく、問題

行動の発生の傾向としては、同一対象者による繰り返し発生や同一期間内の複数回発生がみられていた。

通院処遇中における医療支援（訪問・通所ともに）や訪問型支援が処遇終了後と比較して実施比率が高く、

前述した実態調査の結果と併せると、通院処遇中は多職種チームを軸とした医療及びアウトリーチ型の支

援が手厚く実施されており、通院処遇ガイドラインに沿った対応が活かされている。一方で、困難さによ

ってはガイドラインで想定される以上の多職種の動員が要求されており、指定通院医療機関の負担感に繋

がっていると考えられた。 

退院時処遇終了者調査は、退院時に同意が得られた者について退院後利用する医療機関にアンケート調

査を実施した。徐々に研究参加者数が増加してきており、退院時処遇終了者の多く、特に F0 および F2 症

例が、医療観察法病棟退院後、精神保健福祉法入院を継続していた。 
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研究協力者（順不同、敬称略） 

前上里泰史 国立病院機構琉球病院 

 諸見秀太 同上 

 前田佑樹 同上 

 長根山由梨 同上 

 壁屋康洋 国立病院機構榊原病院                

大鶴 卓 琉球こころのクリニック 

知花浩也 同上 

高尾 碧 島根県立こころの医療センター 

本村啓介 国立病院機構さいがた医療セン

ター 

岡田幸之 東京医科歯科大学大学院医歯学 

総合研究科 

 

Ａ．研究目的 

医療観察法における通院処遇対象者に関して、

令和 4 年 12 月に発行された通院処遇統計レポ

ート 1)によれば、通院処遇期間中に重大な再他

害行為の発生は、通院処遇を終了した対象者

2,568 人のうち 17 件 0.7%と低く留まっている

といえる。一方で、これまでの指定通院医療機

関に対する調査では、問題行動は対象者の約半

数（軽微なものを含める）に認められており 2）、

対応が難しい事例があると答えた指定通院医療

機関は 47％にのぼった 3）。これらの結果より、

指定通院医療機関をはじめ関連機関による個別

の手厚い医療の提供に支えられ、対象者の予後

は良好であるといえるが、その一方で問題行動

の発生や指定通院医療機関が対応に困難さを感

じる対象者が少なからず存在すると考えられる。

そのような対象者の背景や、指定通院医療機関

が再他害の未然防止の観点でどのような有効な

支援を展開しているのかについて明らかになっ

ていない。 

すでに入院処遇においては重度精神疾患標準

的治療法確立事業により医療観察法入院データ

ベースが構築され、長期入院や頻回/長期行動制

限を必要とする、いわゆる入院複雑事例の実態

把握や課題の整理が進んでおり、それら入院複

雑事例の約 6 割は通院処遇に移行することが報

告されている 4, 5）が、それら入院複雑事例と通

院複雑事例との異同も明らかになっていない。 

本研究では全国の指定通院医療機関にアンケ

ート調査を行い、医療観察法通院処遇において

複雑な対応を要する対象者、いわゆる通院複雑

事例の背景について実態を調査し、それに対し

どのような有効な支援が行われているかについ

て調査することを目的とした。 

また医療観察法処遇を終了した後の対象者の

予後や転帰を明らかにすることを目的として、

医療観察法通院処遇が終了した後の「通院処遇

終了者」と、医療観察法病棟を退院と同時に医

療観察法による処遇が終了となる「退院時処遇

終了者」の両者に関する調査を引き続き実施し

た。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 通院複雑事例に関する実態調査 

1) 施設調査 

全国の指定通院医療機関 697 機関（令和 5 年

4 月 1 日時点）に対し、医療機関の種類および

令和 2 年 7 月 15 日～令和 5 年 7 月 15 日の期間

中通院処遇を終了した対象者の人数を調査した。 

2) 個別調査 

施設調査において調査対象がいる場合、各々

の対象者について以下の項目の調査を行った。 

(1) 通院処遇開始時年代（10 年階級別） 

(2) 性別 

(3) 対象行為 

(4) 主診断・副診断 

(5) 処遇期間 

(6) 通院処遇中の重大な他害行為の有無 

(7) 通院処遇中の問題行動の有無 

(8) 通院処遇中の精神保健福祉法による入院 

(9) 通院処遇開始時の薬物療法 

(10) 通院処遇終了時点の転帰 

(11) 通院処遇中の就労 

(12) 本対象者への対応の困難度と困難さの 
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理由および本対象者に対する治療や支援にお 

いて、労力を要したもしくは工夫した点 

回答方法は、施設調査および個別調査ともに

ウェブ上（Google○Rフォーム）で求めた。なお、

個別調査に回答する機関には、インフォームド

コンセントに関する手続きについてオプトアウ

トを行っていただくよう協力を依頼した。 

分析方法について、施設調査では記述統計を

行い、個別調査では調査対象事例の困難さと関

連のある項目を明らかにするために、困難さを

従属変数に、質問項目を独立変数にし、独立性

の検定（カイ 2 乗検定、ノンパラメトリック検

定（Mann-Whitney U-test））を実施した。また、

困難さの頻度を明らかにするために一部の項目

についてロジスティック回帰分析を試みた。い

ずれも解析には SPSS○R  Statistics (Ver29)を

使用し、p<0.05 を統計学的に有意とした。 

また回収された「困難さの理由」や、治療や

支援に「労力を要した点」「工夫した点」のテキ

ストデータは、指定通院医療機関に共通する課

題やその解決策を明らかにするため、KH Corder

（Ver.3）によるテキストマイニングを行い、語

の種類や品詞，出現頻度を把握するための抽出

語分析を行った。併せて抽出語を活用した共起

ネットワーク分析を行い，語と語のつながりを

可視化した共起ネットワーク図を作成した。 

2. 通院処遇終了者に関する予後調査 

令和 2 年度より引き続き行っている通院処遇

終了者の予後調査は、通院処遇を行っており、

本調査開始時点で回答が得られた指定通院医療

機関（沖縄県内 8 施設、島根県内 5 施設）に

対し、医療観察法通院処遇から処遇終了後の医

療及びケア体制に関するアンケートを郵送で送

付し、通院処遇担当者に同意を得て記入を依頼

し、郵送にて回収した。 

3. 退院時処遇終了者に関する予後調査 

 1) 調査対象 

令和 3 年 3 月 10 日から令和 5 年 7 月 15 日ま

での間に、共同研究施設である全国 16 の指定

入院医療機関を退院時処遇終了となった対象者

のうち退院後の予後調査に同意の得られた者で

ある。調査対象期間は、各対象者の退院日から

令和 5 年 7 月 15 日の間である。 

2) 調査項目 

年齢、性別、精神科診断、対象行為、再他害

行為の有無、治療継続の有無、自殺未遂・既遂

の有無、物質使用の状況、精神保健福祉法によ

る入院の有無、精神保健福祉サービスの利用状

況、住居および就労の状況等・退院後利用した

医療・社会福祉資源など 

3）調査方法 

退院時処遇終了者のうち、研究同意が取得で

きた者について調査票に記された調査項目につ

いて、共同研究施設である指定入院医療機関の

担当者が電話で研究対象者の退院後の治療担当

者に聞き取り調査を行いその結果を回収した。 

（倫理面への配慮） 

実態調査および通院処遇終了者に関する予後

調査は国立病院機構琉球病院倫理審査委員会、

退院時処遇終了者に関する予後調査は国立精

神・神経医療研究センター倫理委員会より承認 

を得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 通院複雑事例に関する実態調査 

 1) 施設調査 

 回収数は 169 機関で結果は表１に示す。調査

対象者数について 3 名以上の受け入れがあった

機関は、クリニック・診療所が 9%、民間病院が

10%であるのに対し、公的病院は 29%と多かった。 

 2) 個別調査 

回収数は 154 例であり、結果は表 2 に示す。 

調査対象事例が困難だったと思うかに関する

結果について表 3 に示した。「とてもあてはま

る」と「やや当てはまる」と答えた 51 例を困難

群とし、その他 103 例を対照群として、困難群

と対照群の割合を医療機関の種類別にみると、

民間病院とクリニック・診療所に対し、公的病
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院は困難群の割合が高く、公的病院では指定入

院医療機関がある場合とない場合で、その割合

に大きな違いはなかった。 

また困難群と対照群について指定通院医療機

関が感じる困難さの有無を従属変数とし、二項

ロジスティック回帰分析を行った（図 1）。5％

水準で有意となった変数は、性別、精神保健福

祉法入院の有無、問題行動の有無、通院処遇期

間延長の有無であり、クロザピン（Clozapine:

以下、CLZ）の使用および処遇形態の変数は有意

ではなかった。 

テキストデータの共起ネットワーク分析の結

果、困難だった理由について、6 つのサブグラ

フに分類できた（図 2）。同様に労力を要した点

は 5 つ（図 3）、工夫した点は 6 つのサブグラフ

（図 4）に分類できた。 

 

2. 通院処遇終了者に関する予後調査 

1) 社会学的特性、精神科診断 

回収数は合計 97 名であり、対象者属性を表 4

に示した。 

2）処遇終了後の入院と支援者の役割 

各期間に精神保健福祉法の入院があった対象

者および通院処遇終了後に社会復帰調整官の役

割を引き継いだ機関を表 5 に示す。 

3）問題行動および転帰 

問題行動および転帰の結果は表 5 に示す。 

4) 通院処遇開始から通院処遇終了後 5 年経過

における支援内容と支援体制 

 今回の調査において、通院処遇終了 5 年後ま

で追跡できた対象者 45 名の通院処遇開始から

処遇終了 5 年経過における支援内容ならびに支

援体制について、クロス集計表にまとめ（表 6）、

独立性の検定ならびに残差分析を行った。支援

内容に関しては、訪問型医療支援（訪問診療･訪

問看護等）、訪問型その他支援（行政職員･相談

支援事業所職員･ヘルパー等）、通所型医療支援

（デイケア・作業療法等）、通所型その他支援（地

域活動支援センター･自立訓練･就労支援･自助

グループ･民間リハビリ施設等）の 4 つの支援

内容に分類し、対象期間内に利用した支援をカ

ウントした。その結果、訪問型医療支援･訪問型

その他支援･通所型医療支援については、経年経

過と支援を受けた人数に統計的に有意な関連が

あった。訪問型医療支援ならびに訪問型その他

支援では、通院開始時と通院終了 1 年前におけ

る支援を受けた人数の比率が高く、通所型医療

支援では通院開始時と通院終了 2 年後における

支援を受けた人数の比率が高かった。一方で、

通所型その他支援は、経年経過と支援を受けた

人数に関して統計的に有意な関連はみられなか

った。支援体制に関しては、いずれの体制も通

院開始時と通院終了 1 年前の活用数の比率が統

計的に有意に高かった。また、ケア会議におい

ては、通院処遇終了 1 年後以降の活用数に比率

は統計的に有意に低く、モニタリングシートな

らびにクライシスプランにおいては、通院終了

4 年後の活用数が有意に低かった。 

また、支援内容ならびに支援体制について、

問題行動歴の有無による比較を行うため、通院

処遇開始から通院処遇終了 5 年経過における支

援内容･体制を問題行動歴の有無についてクロ

ス集計表にまとめ（表 7）、独立性の検定を行っ

た。なお問題行動歴については、1 対象者あた

り調査対象期間中に 1 度でも問題行動があった

場合を「問題行動あり」群とした。「問題行動あ

り」群における問題行動経過の種類としては、

「通院処遇中･終了後ともにあり」「処遇中あり･

終了後なし」「処遇中なし･終了後あり」の 3 つ

が含まれた。その結果、支援内容および支援体

制ともに、問題行動歴の有無と通院処遇開始時

から処遇終了 5 年後の経過との間に統計的に有

意な関連性はなかった。 

3. 退院時処遇終了者に関する予後調査 

 研究開始から 令和 5 年 7 月 15 日までの

期間で、16 施設のうち 10 施設において、退院

時処遇終了者は計 55 名発生し、うち 23 名

（40.9 %）で研究への同意を取得できた（前回
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報告後から発生した退院時処遇終了者は 24 名，

うち 13 名で研究同意取得）。研究対象者全 23 

名の結果については、表 8 に示す。 

 

Ｄ．考察 

1. 通院複雑事例に関する実態調査 

 1) 施設調査 

施設調査の回収状況は例年より 169 機関と平

成 31 年から令和 2 年にかけて行われた同様の

調査より少なかった。要因としては施設調査と

個別調査を同時に行ったことで、回答者が回答

への負担が強いと感じられた影響が考えられた。

全国の指定通院医療機関 697 機関の内訳は、公

的病院 74（11%）、民間病院 537（77%）、クリニ

ック・診療所 86（12%）であり、本調査の結果と

比較すると回答した医療機関は若干公的病院の

割合が高く民間病院が低い。調査回答者の職種

の割合は精神保健福祉士が目立って多かった。 

 公的病院が民間病院やクリニック・診療所に

比較し、対象者の同時期の受け入れが多く、困

難さを感じる対象者の割合が高い傾向があると

考えられた。 

 2) 個別調査 

個別調査については平成 31 年から令和 4 年

にかけて行われた同様の調査に比べ若干多く回

答が得られた。得られた症例は、性別、年代、

本法対象となった対象行為、主診断、通院処遇

日数、通院形態、転帰などの割合について通院

処遇統計レポート１）と比較すると、概ね同様で

あると考えられ、母集団を反映する標本が回収

できたと考えられた。 

調査対象者の通院処遇中の他害行為の発生は

5%であり、通院処遇統計レポートで報告される

重大な他害行為の発生率 0.7％とは差があるが、

同レポートは申し立ての要件にあたるような重

大な他害行為と限定しており、本調査では非身

体的暴力や申し立ての要件に当てはまらないよ

うな身体的暴力も含んでいることが影響してい

ると考えられた。 

処遇開始 1 年未満で、他害行為が発生したの

が 8 例中 5 例で、初回の精神保健福祉法入院と

なったのが 51 例中 25 例といずれも半数前後を

占め、比較的早い時期に他害行為の発生や病状

の悪化がみられる傾向があり、入院から通院へ

の移行による支援密度の変化が影響している可

能性が考えられた。 

指定通院医療機関が困難さを感じやすい対象

者は、男性であることや、通院処遇中の精神保

健福祉法入院の経験があること、問題行動、他

害行為、通院処遇期間の延長があった対象者で

あると考えられた。 

CLZ の使用については、入院複雑事例の特徴

の一つとして「CLZ の使用割合の高さ」が挙げ

られ、CLZ 使用対象者は入院処遇期間が長期か

つ行動制限率が高いことから、より治療困難な

患者が多いと推測されるが、退院後の通院処遇

においては CLZ の使用が指定通院医療機関の感

じる困難さに影響していないと考えられた。令

和 4 年度の通院処遇終了後の調査では、CLZ を

使用した対象者群が、同剤を使用しない対象者

群と比較し、通院処遇中から通院処遇終了後に

かけて問題行動の発生に差がなかったことが報

告されており、問題行動の発生が抑えられてい

ることが、指定通院医療機関の感じる困難さに

影響していない要因の一つであると推測される。 

テキストデータの分析結果より、指定通院医

療機関の感じる困難さの理由としては、病状の

急性増悪に関連したものだけではなく、急性増

悪や他害・問題行動に至る前、未然防止の段階

での困難さも大きな割合を占めている。具体的

には、家族の影響、治療同盟の構築、病識内省

および生活能力の乏しさ、病状不安定などであ

り、これらにより関係機関の受け入れ困難から

の支援体制の破綻や、治療継続の困難さから症

状悪化や問題行動、他害行為を招き、緊急避難

的な非同意入院やその入院の長期化に至ること

がある。そして時には処遇終了後の支援体制の

破綻につながる。他には、直接通院および初め
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て受け入れる対象者や身体合併症を有する対象

者への対応の困難さが挙げられた。 

未然防止の観点において、入院複雑事例では

日常生活能力や対人関係課題などのセルフコン

トロール困難や疾病治療困難が中心的な課題で

あったが、通院処遇では対象者・家族、関係機

関との信頼関係構築に関わる課題がより重要視

されていると考えられた。また、直接通院対象

者についてテキスト分析では困難さに挙げられ

たが、量的分析では困難さに影響しておらず、

開始時に特に課題になりやすいことを考慮する

と、対象者要因というより体制整備などの施設

要因が大きいと考えられる。 

次に、未然防止や急性増悪に関連した困難さ

に対し労力を要している点として、日中活動な

ど生活場面における訪問看護を主とした見守り

体制や、家族や関係機関の受け入れに配慮した

連絡調整や協力関係の維持、問題行動や症状悪

化時の方針変更・共有・入院などの緊急時対応

に労力を要しているなどが挙げられた。 

また困難な場合の支援において工夫している

点については、指定通院医療機関内多職種チー

ム（Multi-disciplinary Team:以下、MDT）によ

る治療方針策定のための協議や方針の統一を軸

としながら、外来診察以外での多職種による面

接を導入し、本人や家族の意向を最大限尊重し

ながら信頼関係構築を重視した支援を目指して

いる。同時に関係機関、特に社会復帰調整官や

直接支援を行うスタッフとの連携を重視し、ケ

ア会議以外の場面での関係者との情報共有や協

議を丁寧に行っているなどが挙げられた。 

困難さの理由やそれに関わる労力は様々だが、

工夫している点について MDT 単位での評価・支

援計画の策定、それに続く情報共有と処遇方針

の統一およびそれを支える関係維持を目的とし

た各職種個別による介入を行うことに集約され

た。MDT 会議とケア会議、外来診察、訪問援助を

通じて、対象者・家族および多機関への介入を

行うという点では通院処遇ガイドラインに沿っ

た対応が活かされていると考えられた一方で、

困難さに応じて、ガイドライン上で想定される

MDT 会議およびケア会議以外の場面における、

情報共有や処遇方針統一のための関係機関との

連携努力があり、また外来診察や訪問援助にお

いては想定以上の多職種の動員が要求されると

考えられた。 

2. 通院処遇終了者に関する予後調査 

1）転帰および問題行動 

令和 5 年度の調査においても、全期間におい

て重大な他害行為の発生が処遇終了後 3～4 年

後に 1 件 1 名あり、その後医療観察法再処遇と

なった。通院処遇終了時の転帰として、77%が一

般精神医療での通院、9%が精神保健福祉法の入

院であった。また、軽微な問題を含めすべての

問題行動の発生は、通院処遇の終了後に増加す

る傾向はなく、問題行動の発生の傾向としては、

同一対象者による繰り返し発生や同一期間内の

複数回発生がみられていた。これらのことから、

医療観察法による医療から一般精神医療による

体制の変化はあるものの、重大な他害行為も含

めての問題行動の発生は低く抑えられており、

問題行動の発生も一部の対象者に限られる傾向

が示唆された。これは一般精神医療への支援移

行がほとんどの対象者においてはスムーズに行

われているものの、通院処遇中および通院処遇

終了後に治療や支援が困難となりやすいと予想

される対象者（通院複雑事例）においては、一

般精神医療へ移行した後も、より丁寧で手厚い

支援の継続が必要であり、それが一定程度いる

ことが考えられる。 

2) 通院処遇から一般精神医療への移行におけ

る支援内容と支援体制 

今回の研究報告では、通院処遇終了 5 年後ま

で追跡できた対象者についての支援内容ならび

に支援体制について分析を行った。その結果、

通院処遇中における医療支援（訪問・通所とも

に）や訪問型支援が処遇終了後と比較して実施

比率が高かった。また、ケア会議やクライシス



- 31 - 

プラン、セルフモニタリングシートの活用にお

いても、通院処遇中の活用比率が高い結果であ

った。これらのことは、医療観察法による処遇

中は、医療及びアウトリーチ型の支援が手厚く

実施されていると考えられる。これは、医療観

察入院処遇から通院処遇へ移行する経過におい

て、対象者の地域生活定着のために医療観察法

による医療的介入･支援が効果的に支えること

ができていると考えられる。この支援体制は、

一般精神医療へ移行していく過程で、地域生活

における医療支援の密度が適切な形で移行でき

ているとも考えられる。 

支援内容や支援体制の在り方に関しては、軽

微な問題行動も含めた問題行動の発生傾向が同

一対象者による繰り返しまたは、同一対象者に

よる同一期間内での複数回発生することをふま

えて考えると、医療観察法による処遇終了後も、

一定程度の対象者においては、医療的介入･支援

に関して、対象者特性や支援の在り方をより丁

寧に評価し実施する支援の枠組みが維持できる

必要があると考える。 

3. 退院時処遇終了者に関する予後調査 

研究対象者の診断は F0が 17%、F1が 9 %と、

いずれも入院処遇者全体よりも高い割合を占め

ていた。前者では治療反応性が、後者では疾病

性が失われることによって処遇終了になったと

考えられるのに対して、61％を占める F2 では

治療反応性の限界のために処遇終了になったも

のと推測された。研究対象者 23 名のうち 17 名

（74％）は処遇終了と同時に精神保健福祉法に

よる入院に移行しており、うち 10 名（44 %）は

退院日から調査日までの全期間を医療保護入院

にて病棟で過ごしていた。F0 の症例では 50 %、

F2 では 78.6 %が退院直後から医療保護入院し

ていたのに対して、F1, F3, F7 では医療保護入

院した者はいなかった．今回の調査期間でも、

再他害行為やアルコール・薬物の摂取はほとん

ど認められなかったが、それは大半の研究対象

者が入院中であったためであると考えられた。 

退院後、クライシスプランを「そのまま活用

している」5 名の平均年齢は 44.2 歳、「加筆・

修正して活用している」2 名の平均年齢は 45.5 

歳であったのに対して、「活用していない」8 名

の平均年齢は 65.8 歳、他の者 4 名の平均年齢

は 75.3 歳と、大きな差がみられた。医療観察法

医療に特徴的なツールを活用するうえで、年齢

が制約となっている可能性が示唆された。 

 

Ｅ．結論 

通院処遇においては、急性増悪時とともに、

未然防止にも困難さを感じ労力を要する。信頼

関係構築と情報共有は通院特有の課題として顕

在化しやすい。通院処遇中は、医療及びアウト

リーチ型の支援が手厚く実施されており、通院

処遇ガイドラインに沿った対応が活かされてい

る一方で、困難さによってはガイドラインで想

定される以上の多職種の動員が要求されており、

指定通院医療機関の負担感に繋がっている。そ

して同時期に受け入れの多い医療機関ほどその

負担感は大きいと考えられた。 

今回の調査では、公的病院や精神保健福祉士

の回答割合が高かったため、今後は背景の異な

る医療機関の多職種にインタビュー調査などを

加えて検証する必要がある。また通院処遇中の

課題に対し入院処遇中の予測性を探るため、入

院中の指標を加えて分析を行う必要がある。 

 退院時処遇終了者に関する予後調査研究は

徐々に研究参加者数が増加してきた。退院時処

遇終了者の多く、とくに F0 および F2 症例が、

医療観察法病棟退院後、精神保健福祉法入院を

継続していた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

1．論文発表  

1) 医療観察法におけるクロザピン治療-地域
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生活を見据えた治療抵抗性統合失調症治療

-. 精神神経学雑誌, 2023 ; 125(12): 

1040-1047. 

2) 前上里泰史, 大鶴卓, 久保彩子, 諸見秀

太, 高尾碧, 壁屋康洋: 通院複雑事例の特

徴に関する全国調査. 精神科, 2023; 

43(1): 92-99. 

 

2．学会発表 

1) 久保彩子: 指定入院・通院医療機関のあら

たな治療の試みと治療反応性. 第19回日本

司法精神医学会大会 シンポジウム「医療

観 察 法 医 療 の 治 療 反 応 性 」 , 東 京 , 

2023.9.8 

2) 前上里泰史: 通院複雑事例の特徴に関する

全国調査－物質使用障害の問題行動のある

対象者を中心に－. 第 19 回日本司法精神

医学会大会, 東京, 2023.9.8 

3) 久保彩子: アルコールによる離脱せん妄お

よび精神病性障害、異常酩酊の鑑別が困難

だった医療観察法事例の検討. 第 60 回日

本犯罪学会総会, 東京, 2023.11.25 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし 
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表
1　

調
査
対
象
者
数
別
施
設
数

公
的
病
院

民
間
病
院

ク
リ
ニ
ッ
ク
・
診
療
所

全
施
設

38
(2
2%
)

11
1(
66
%)

20
(1
2%
)

16
9(
10
0%
)

施
設
あ
た
り
受
け
入
れ
人
数

0
人

14
71

12
97

1
人

8
19

6
33

2
人

5
11

0
16

3
人

6
7

1
14

4
人

2
2

1
5

5
人

0
1

0
1

6～
人

3
0

0
3

調
査
票
回
答
者
職
種
（
%）

医
師
 6
%　

看
護
師
 5
%　

精
神
保
健
福
祉
士
 7
6%
　
作
業
療
法
士
 3
%　

臨
床
心
理
技
術
者
 4
%　

そ
の
他
 6
%
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表
2
　
個
別
調
査
結
果
　
n
=
1
5
4

項
目

結
果

1
.

性
別

男
性

:
1
0
6
　

女
性

:
4
8

2
.

通
院

処
遇

開
始

時
の

年
代

2
0
代

:
5
　

3
0
代

:
3
9
　

4
0
代

:
4
2
　

5
0
代

:
3
6
　

6
0
代

:
1
9
　

7
0
代

:
1
3

3
.

本
法

処
遇

の
き

っ
か

け
と

な
っ

た
対

象
行

為
（

同
時

に
複

数
の

対
象

行
為

含
む

）
殺

人
・

殺
人

未
遂

:
5
6
　

傷
害

:
5
8
　

放
火

:
3
1
 
強

制
わ

い
せ

つ
:
5
　

強
制

性
交

等
:
0
　

強
盗

:
1
0

4
-
1
.

通
院

処
遇

開
始

時
の

主
診

断
名

（
I
C
D
-
1
0
）

F
0
:
3
　

F
1
:
7
　

F
2
:
1
2
0
　

F
3
:
2
0
　

F
4
:
1
　

F
5
:
1
　

F
6
:
0
　

F
7
:
0
　

F
8
:
2
　

F
9
:
0

4
-
2
.

通
院

処
遇

開
始

時
の

副
診

断
名

（
I
C
D
-
1
0
）

 
 
n
=
4
4

F
0
:
1
　

F
1
:
8
　

F
2
:
3
　

F
3
:
1
　

F
4
:
4
　

F
5
:
1
　

F
6
:
2
　

F
7
:
1
4
　

F
8
:
8
　

F
9
:
2

5
-
1
.

入
院

処
遇

期
間

（
日

）
　

n
=
1
2
2

0
-
1
.
6
年

:
1
7
　

1
.
6
-
3
年

:
5
3
　

3
年

-
4
.
5
年

:
3
6
　

4
.
5
-
6
年

:
9
　

6
年

以
上

:
7

5
-
2
.

処
遇

形
態

移
行

通
院

:
1
3
2
　

直
接

通
院

:
2
2

5
-
3
.

通
院

処
遇

期
間

（
日

）
平

均
:
9
8
9
日

　
中

央
値

:
1
0
9
4
日

　
最

小
値

:
2
1
日

　
最

大
値

:
1
8
2
6
日

6
.

通
院

処
遇

中
の

他
害

行
為

に
つ

い
て

な
し

:
1
4
6
　

あ
り

:
8

6
-
1
.

通
院

処
遇

中
の

他
害

行
為

あ
り

の
場

合
、

他
害

行
為

の
種

類
（

同
時

に
複

数
の

他
害

行
為

含
む

）
他

者
へ

の
非

身
体

的
暴

力
:
3
　

他
者

へ
の

身
体

的
暴

力
:
5
　

殺
人

・
殺

人
未

遂
:
1
　

放
火

:
1

6
-
2
.

通
院

処
遇

中
の

他
害

行
為

が
起

き
る

ま
で

の
日

数
平

均
:
4
7
5
日

　
中

央
値

:
3
2
2
日

　
最

小
値

:
4
2
日

　
最

大
値

:
1
3
2
7
日

7
.

通
院

処
遇

中
の

問
題

行
動

な
し

:
1
3
0
　

あ
り

:
2
4

7
-
1
.

通
院

処
遇

中
の

問
題

行
動

あ
り

の
場

合
、

問
題

行
動

の
種

類
(
複

数
回

答
可

）
自

傷
・

自
殺

:
4
　

医
療

へ
の

不
順

守
:
9
　

物
質

使
用

関
連

問
題

:
6
　

そ
の

他
:
1
1

8
.

通
院

処
遇

中
の

精
神

保
健

福
祉

法
に

よ
る

入
院

の
有

無
な

し
:
1
0
3
　

あ
り

:
5
1

8
-
1
.

通
院

処
遇

中
の

精
神

保
健

福
祉

法
に

よ
る

入
院

「
あ

り
」

の
場

合
、

初
回

の
入

院
形

態
任

意
入

院
:
2
6
　

医
療

保
護

入
院

:
2
4
　

措
置

入
院

:
1

8
-
2

通
院

処
遇

中
の

精
神

保
健

福
祉

法
に

よ
る

入
院

「
あ

り
」

の
場

合
、

通
院

処
遇

開
始

後
か

ら
初

回
入

院
ま

で
の

日
数

1
8
0
日

未
満

:
1
9
　

1
8
0
-
3
6
0
日

:
6
　

3
6
0
-
5
4
0
日

:
7
　

5
4
0
-
7
2
0
日

:
4

7
2
0
-
9
0
0
日

:
1
　

9
0
0
-
1
0
8
0
日

:
8
　

1
0
8
0
日

以
上

:
0

8
-
3
.

通
院

処
遇

期
間

中
の

精
神

保
健

福
祉

法
に

よ
る

入
院

回
数

1
回

:
2
0
　

2
回

:
1
6
　

3
回

:
8
　

4
回

:
4
　

5
回

:
1
　

6
回

以
上

:
2

8
-
4
.

通
院

処
遇

期
間

中
の

精
神

保
健

福
祉

法
に

よ
る

非
同

意
入

院
回

数
1
回

:
2
5
　

2
回

:
5
　

3
回

:
3
　

4
回

:
2
　

5
回

:
0
　

6
回

以
上

:
1

8
-
5
.

通
院

処
遇

期
間

中
の

精
神

保
健

福
祉

法
に

よ
る

入
院

日
数

（
総

日
数

）
平

均
:
2
7
3
日

　
中

央
値

:
1
4
2
日

　
最

小
値

:
4
日

　
最

大
値

:
1
4
3
2
日

8
-
6
.

通
院

処
遇

期
間

中
の

精
神

保
健

福
祉

法
に

よ
る

入
院

の
う

ち
、

非
同

意
入

院
日

数
（

総
数

）
平

均
:
2
7
4
日

　
中

央
値

:
1
1
2
日

　
最

小
値

:
1
1
日

　
最

大
値

:
1
4
3
2
日

9
.

通
院

処
遇

開
始

時
の

主
な

薬
物

療
法

ク
ロ

ザ
ピ

ン
:
2
8
　

持
続

性
注

射
:
3
5
　

ク
ロ

ザ
ピ

ン
・

持
続

性
注

射
以

外
:
9
1

9
-
1
.

通
院

処
遇

中
に

お
け

る
薬

物
療

法
の

中
断

の
有

無
中

断
な

し
:
1
4
7
　

中
断

あ
り

:
7

9
-
1
-
1
.

「
中

断
あ

り
」

の
場

合
、

中
断

理
由

対
象

者
の

意
志

:
6
　

そ
の

他
:
1

9
-
1
-
2
.

中
断

ま
で

の
日

数
平

均
:
7
4
8
日

　
中

央
値

:
8
4
5
日

　
最

小
値

:
1
4
0
日

　
最

大
値

:
1
3
8
6
日

1
0
.

通
院

処
遇

終
了

時
点

に
お

け
る

対
象

者
の

状
況

精
神

保
健

福
祉

法
に

よ
る

通
院

:
1
2
8
　

精
神

保
健

福
祉

法
に

よ
る

入
院

:
9
　

精
神

科
医

療
の

終
了

:
1
　

医
療

観
察

法
に

よ
る

入
院

:
5
　

逮
捕

・
拘

留
:
0
　

死
亡

:
6
　

そ
の

他
:
5

1
1
.

就
労

に
つ

い
て

一
般

就
労

:
1
0
　

障
害

者
枠

:
1
1
　

未
就

労
:
1
3
3

1
2
.

本
事

例
は

困
難

だ
っ

た
と

思
い

ま
す

か
？

と
て

も
あ

て
は

ま
る

:
1
7
　

や
や

あ
て

は
ま

る
:
3
4
　

ど
ち

ら
で

も
な

い
:
4
7
　

あ
ま

り
あ

て
は

ま
ら

な
い

：
4
7
　

全
く

あ
て

は
ま

ら
な

い
:
9
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表
3
　
指
定
通
院
医
療
機
関
が

感
じ
る
困
難
さ

本
対
象
者
は
困
難
だ
っ
た
と
思
い
ま
す
か
？
　
n
=
15
4

と
て
も
あ
て
は
ま
る

1
7

や
や
あ
て
は
ま
る

3
4

ど
ち
ら
で
も
な
い

4
7

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

4
7

ま
っ
た
く
あ
て
は
ま
ら
な
い

9

困
難
群
と
対
照
群
の
医
療
機
関
別
割
合

医
療
機
関
の
種
類

公
的
医
療
機
関
-
指
定
入
院
医
療
機
関
で
あ
る
 
n=
4
2

1
7
(
4
0
.
5
%
)

2
5
(
5
9
.
5
%
)

公
的
医
療
機
関
-
指
定
入
院
医
療
機
関
で
な
い
 
n=
1
6

7
(
4
3
.
8
%
)

9
(
5
6
.
2
%
)

民
間
病
院
 
n
=8
4

2
4
(
2
8
.
6
%
)

6
0
(
7
1
.
4
%
)

ク
リ
ニ
ッ
ク
・
診
療
所
 
n
=1
2

3
(
2
5
.
0
%
)

9
(
7
5
.
0
%
)

困
難
群

 
5
1例

対
照

群
 
1
03
例

困
難
群

対
照

群
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図
1　

指
定
通
院
医
療
機
関
が
感
じ
る
困
難
さ

C
L
Z：

Cl
o
za
p
in
e

C
L
Z：

Cl
o
za
p
in
e

二
項
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
回
帰
分
析
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表
4　

通
院
処
遇
終
了
者
　
対
象
者
属
性
　
n=
9
7 

項
目

結
果

1
.

性
別

男
性

:
7
8
　

女
性

:
1
9

2
.

通
院

処
遇

開
始

時
の

年
代

2
0
代

:
6
　

3
0
代

:
1
4
　

4
0
代

:
2
7
　

5
0
代

:
2
3
　

6
0
代

:
1
8
　

7
0
代

:
8
 
 
8
0
歳

以
上

:
1

3
.

本
法

処
遇

の
き

っ
か

け
と

な
っ

た
対

象
行

為
（

同
時

に
複

数
の

対
象

行
為

含
む

）
殺

人
・

殺
人

未
遂

:
1
9
　

傷
害

:
4
4
　

放
火

:
2
5
 
強

制
わ

い
せ

つ
:
5
　

強
制

性
交

等
:
1
　

強
盗

:
3

4
-
1
.
通

院
処

遇
開

始
時

の
主

診
断

名
（

I
C
D
-
1
0
）

F
0
:
1
　

F
1
:
1
　

F
2
:
8
5
　

F
3
:
6
　

F
6
:
1
　

F
7
:
1
　

F
8
:
1
　

不
明

:
1

4
-
2
.
通

院
処

遇
開

始
時

の
副

診
断

名
（

I
C
D
-
1
0
）

F
1
:
8
　

F
3
:
1
　

F
4
:
1
　

F
7
:
1
7
　

F
8
:
2
　

重
複

な
し

:
6
8

5
.

入
院

処
遇

期
間

（
日

）
　

n
=
1
2
2

0
-
1
.
6
年

:
1
7
　

1
.
6
-
3
年

:
5
3
　

3
年

-
4
.
5
年

:
3
6
　

4
.
5
-
6
年

:
9
　

6
年

以
上

:
7

6
.

処
遇

形
態

移
行

通
院

:
7
8
　

直
接

通
院

:
1
6
 
 
不

明
:
3

7
.

処
遇

終
了

形
態

満
期

終
了

:
5
5
　

早
期

終
了

:
3
2
　

処
遇

延
長

:
1
　

不
明

：
9
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通
院

開
始

‐
1
年

後
終

了
1
年

前
‐

終
了

通
院

終
了

‐
1
年

後
終

了
1
年

後
‐

2
年

後
終

了
2
年

後
‐

3
年

後
終

了
3
年

後
‐

4
年

後
終

了
4
年

後
‐

5
年

後

n
数

9
7

9
2

8
1

7
2

6
4

4
9

4
6

入
院

あ
り

2
9

2
3

1
9

1
5

1
1

7
1
1

措
置

入
院

1
0

1
1

1
0

0

調
整

入
院

1
0

-
-

-
-

-
-

精
神

保
健

福
祉

法
通

院
-

7
1

6
5

6
1

5
6

4
2

3
9

精
神

保
健

福
祉

法
入

院
-

9
7

6
6

4
3

医
療

観
察

法
再

入
院

-
0

0
0

0
1

0

死
亡

・
事

故
-

1
0

0
0

0
0

死
亡

・
病

死
-

0
1

1
1

0
1

死
亡

・
自

殺
-

1
0

1
0

0
0

死
亡

・
不

明
-

0
1

1
0

0
0

通
院

先
変

更
-

9
5

1
1

0
2

医
療

終
了

-
0

0
0

0
0

0

上
記

以
外

の
状

況
で

通
院

無
-

0
2

0
0

2
1

転
帰

不
明

-
1

0
1

0
0

0

重
大

な
他

害
行

為
0

0
0

0
0

1
（

傷
害

）
0

通
院

不
遵

守
2

3
5

1
2

2
3

服
薬

不
遵

守
4

5
6

3
3

3
5

性
的

逸
脱

行
為

1
2

1
0

1
0

0

自
殺

未
遂

0
1

1
0

0
0

1

自
殺

既
遂

1
1

0
1

0
0

0

自
傷

2
1

1
1

1
0

1

そ
の

他
問

題
行

動
1
0

9
1
1

7
3

3
2

精
神

保
健

福
祉

法
の

入
院

転
帰

問
題

行
動

表
5
　

通
院

処
遇

開
始

～
処

遇
終

了
5
年

後
に

お
け

る
精

神
保

健
福

祉
法

の
入

院
、

転
帰

、
問

題
行

動
、

引
継

ぎ
機

関

指
定
通
院
医
療
機
…

保
健
所

, 3
, 

4%

そ
の
他

行
政

, 

7,
 8

%

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

, 

1,
 1

%

相
談
支
援
事
業
所

, 

18
, 

22
%

施
設

, 7
, 

8%

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

, 2
, 

2%

そ
の
他

, 

9,
 1

1%

処
遇
終
了
後
の
社
会
復
帰
調
整
官
の
役
割
を

引
き
継
い
だ
機
関

医
師

,

8,
 1

7%

看
護
師

,

10
, 2

1%
臨
床
心
理
技

術
者

, 2
, 4

%

作
業
療
法
士

,

0,
 0

%

精
神
保
健
福
祉
士

, 

2
4

, 5
0

%そ
の
他

, 

4,
 8

%

処
遇
終
了
後
の
社
会
復
帰
調
整
官
の
役
割
を
引
き
継
い
だ

指
定
通
院
医
療
機
関
ス
タ
ッ
フ

通
院

開
始

‐
1
年

後
終

了
1
年

前
‐

終
了

通
院

終
了

‐
1
年

後
終

了
1
年

後
‐

2
年

後
終

了
2
年

後
‐

3
年

後
終

了
3
年

後
‐

4
年

後
終

了
4
年

後
‐

5
年

後

訪
問
型
医
療
支
援

40
41

34
33

31
32

31

訪
問
型
そ
の
他
支
援

34
33

23
21

16
14

17

通
所
型
医
療
支
援

33
32

33
25

24
21

18

通
所
型
そ
の
他
支
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（
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）
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令和 5年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における退院後支援に資する研究 

分担研究報告書 

 

指定通院医療機関の医療および関連機関との連携に関する研究 ―複雑事例― 

 

研究分担者 柏木 宏子  国立精神・神経医療研究センター病院 

 

研究要旨： 

本研究は、医療観察法指定通院医療機関の多様なニーズのある事例の支援の方法（関係機関の連携

や、地域資源、新たな治療技術、医療）を探索し、好事例・解決方法を収集し、郡部と都市部におい

て実現可能な支援方法を示すことで、地域支援者の医療観察法対象者の受け入れに対する動機づけを

高めることを目的とする。その先において、医療観察法指定通院医療機関数および受け入れ対象者数

の増加、そして、医療観察法入院期間の短縮につなげることが期待でき、医療観察法対象者の社会復

帰の促進に貢献する。 

退院時点で、共通評価項目の社会復帰関連指標：【衝動コントロール】【非精神病性症状 3）怒り】

【日常生活能力 3）家事や料理】【物質乱用】【性的逸脱行動】【個人的支援】のうち 1つ以上が 1点以

上だが、医療観察法の再入院申立てや、長期の精神保健福祉法入院に至ることなく経過した(調査時

点で、入院よりも地域生活期間の方が長い)、通院処遇中ないし通院処遇が終了したケースについて、

医療観察法通院医療機関（都市部 5機関、郡部 5機関）の、多職種チームの支援者から、半構造化面

接による聞き取り調査により情報収集する。症例報告を行い事例集としてまとめる意義が高いケース

について、対象者(元対象者含む)から同意を取得したうえで、診療録等から情報収集する。 

令和 5年度は、全 43例（国立精神・神経医療研究センターの事例 25例と、琉球病院の事例 18例）

について、支援者に聞き取り調査を実施した。研究参加に同意し聞き取り調査に協力した多職種は、

精神保健福祉士 4名、看護師 2名、作業療法士 2名、医師 2名、臨床心理技術者 1 名であった。聞き

取り調査の対象となった事例の課題やニーズは、服薬アドヒアランス不良、遵守困難、急性増悪、非

精神病性症状、生活能力、対人関係、物質使用、反社会性(性暴力)、家族支援、その他の項目に分類

し、それぞれの課題の具体例と、それらに対する対応や実践例を示した。また、指定入院医療機関に

よるバックアップ体制と、警察との連携について、具体例・実践例を示した。 

研究協力者（順不同、敬称略） 

久保彩子 国立病院機構琉球病院  

荒川育子 東京都立松沢病院  

木下英俊  国立病院機構肥前精神医療

センター 

石津すぐる  岡山県精神科医療センター  

竹田康二  福島県立ふくしま医療セン

ターこころの杜  

長谷川直実  医療法人社団ほっとステー

ション大通公園メンタルク
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リニック 

蕪木雅士 周愛巣鴨クリニック  

須藤康宏  医療法人社団  メンタルク

リニックなごみ  

菊池達郎 宮城県立精神医療センター  

島田明裕  国立精神・神経医療研究セ

ンター病院  

大町佳永 同上 

大森まゆ 同上 

槙野絵里子 同上 

宮崎真理子 同上 

立山和久 同上 

平林直次 同上 

 

Ａ．研究目的  

A-1.背景 

医療観察法の目的は、その第一条におい

て、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を

行った者に対し、その適切な処遇を決定す

るための手続等を定めることにより、継続

的かつ適切な医療並びにその確保のために

必要な観察及び指導を行うことによって、

その病状の改善及びこれに伴う同様の行為

の再発の防止を図り、もってその社会復帰

を促進すること」とされている 1,2）。  

平成 15 年 7 月 15 日から、令和 2 年 12

月 31 日の間に通院処遇を終了した 2,568

名のうち、通院処遇中の重大な再他害行為

の発生があった割合は、0.7％と低く、ほ

とんどの対象者は、通院処遇において対象

行為と同様の行為の発生の予防が成功して

いる 3)。他方で、通院処遇中に精神保健福

祉法に基づく入院を経験した者の割合は

50％であり、非自発的入院経験者の割合は

24.5％であった 3)。厚生労働省による、

「最近の精神保健医療福祉施策の動向につ

いて(平成 30 年 12 月 18 日 )」

https://www.mhlw.go.jp/content/1220000

0/000462293.pdf）によると、精神保健福

祉法病棟からの退院患者の再入院率は、退

院後 6 か月時点で約 30％、1 年時点で約

37％であった。また、精神保健福祉法病棟

に長期入院した患者の退院促進後の予後に

関するシステマティックレビュー 4)では、

統合失調症罹患者で 1 年以上の長期入院患

者の 4－10 年間の再入院率は約 60％であ

ったと報告されている。医療観察法病棟へ

の入院期間は標準的には 1 年半であり、退

院後は 3 年間（5 年まで延長可）通院処遇

が行われるため、単純な比較はできない

が、医療観察法通院処遇中に入院を経験し

た対象者の割合が、一般精神科と比較して

高いとは言えず、適宜入院をしながらも通

院処遇で支えていると考えられる。入院病

床を持たない指定通院医療機関のクリニッ

ク等は、バックベットのある精神科病院と

の連携が必要となり、入院時は各関係機関

の連携体制も重要となるが、その方法に関

するガイドラインは存在しない。  

医療観察法指定入院医療機関への再入院

は 3.3％、死亡による通院処遇終了は 3.8％

にみられた 3)。また、通院処遇中の自殺ケ

ースは少なくないことが報告されている 5)。 

通院処遇の実態や課題に関するこれまで

の報告では、医療観察法通院医療機関にお

ける課題を抽出した報告が存在する。その

なかでは、通院医療機関のスキルの不十分

さ、関係機関の連携の不十分さ  、指定入院

医療機関から通院医療機関への情報提供の

重要性、物質使用障害を伴うケースの特別

な受け入れ体制の必要性、業務量負担、支

援に対する不安などの課題が抽出されてい

る 6,7,8）。他方で、これらの課題に対して、

解決法を提示した報告は研究者が調べた限

りほとんどない。 

医療観察法入院期間の在院日数は年々増

加しており、施行当初に期待された、1 年

半の入院期間の目安は、大幅に超えている
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9)。一部の対象者は、入院期間が 5 年を超

えており、そのようなケースを受け入れる

指定通院医療機関の不足が問題となってい

る 10, 11）。その要因として考えられる、退院

後の地域支援に対する地域関係者の不安や

抵抗を減じることが、入院期間の短縮のた

めには必要である。そのためには、地域処

遇が困難と思われる多様なニーズのある事

例であっても、関係機関の連携・情報共有

や、新たな技術を含む医療の提供、地域資

源の活用により、退院後地域生活を支え続

けている好事例・解決方法を収集し、実現

可能な方法を示すことが重要である。  

A-2.目的 

 医療観察法指定通院医療機関の多様な

ニーズのある事例の支援の方法（関係機関

の連携や、地域資源、新たな治療技術、医

療）を探索し、好事例・解決方法を収集し、

郡部と都市部において実現可能な支援方法

を示すことで、地域支援者の医療観察法対

象者の受け入れに対する不安や抵抗を軽減

させ、動機づけを高めることを目的とする。

その先に、医療観察法指定通院医療機関数

および受け入れ対象者数の増加、そして、

医療観察法入院期間の短縮につなげること

が期待でき、医療観察法対象者の社会復帰

の促進に貢献する。 

 

Ｂ．研究方法  

1. 調査対象  

＜都市部と郡部について＞  

都市部：人口密度が 1,000 人/km2 以上の

都道府県(※)、政令指定都市、人口 50 万以

上の市 

※住民基本台帳（令和 3 年 1 月 1 日現

在）、総務省統計局資料、全国都道府県市

区町村別面積調（国土地理院：令和 4 年 1

月 1 日現在）より作成された資料参照

https://www.mlit.go.jp/road/toukei_cho

usa/road_db/pdf/2022/doc19.pdf 

郡部：上記以外 

 

都市部：国立精神・神経医療研究センタ

ー、東京都立松沢病院、周愛巣鴨クリニッ

ク、ほっとステーション大通公園メンタル

クリニック、岡山県精神科医療センター  

郡部：琉球病院、肥前精神医療センター、

福島県立ふくしま医療センターこころの杜、

メンタルクリニックなごみ、宮城県立精神

医療センター 

 

1-1. 聞き取り調査研究の対象となる支

援者 

1) 医療観察法通院処遇に多職種チーム

としてかかわった事のある支援者（医師、

看護師、精神保健福祉士、作業療法士、臨

床心理技術者等）で、本研究の調査項目 (医

療の質や関係機関の連携等 )について回答

を得るのにふさわしいと考えられる職種の

支援者。2) 説明文書と口頭にて説明を受け、

本研究の目的を理解し、同意文書に署名す

ることで同意したもの。 

 

1-2.症例研究の対象となる対象者 (元対

象者を含む) 

1) 医療観察法通院処遇中の対象者、およ

び、医療観察法通院処遇終了者で未成年者

は含まれない。2) 説明文書と口頭で説明を

受け、理解し、同意文書に署名することで

同意したもの。3) 1）を満たし、転医や所

在不明その他の理由で、連絡が取れないも

ので、オプトアウトに拒否のなかったもの。

4) 「社会復帰関連指標」： 【衝動コントロ

ール】【非精神病性症状 3）怒り】【日常生活

能力 3）家事や料理】【物質乱用】【性的逸脱

行動】【個人的支援】（以下、社会復帰関連

指標）の一つ以上が 1 点以上である症例で、

関連機関との連携や画期的な支援方法等が
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奏功していると考えられ、症例研究として

まとめる意義があると考えられるケース。

具体的には、前回退院後、医療観察法の再

入院の申立てがなく、精神保健福祉法によ

る長期の入院に至っていない（調査時点で、

入院よりも地域生活の方が長い）ケース。  

2. 調査項目  

2-1) 支援者に対して半構造化面接で質

問する内容 

□  医療観察法を通院処遇中、処遇終了者

の人数 

□  退院時点で、共通評価項目の社会復帰

関連指標のうち 1 つ以上に問題があ

ったが、医療観察法の再入院申立てや、

長期の精神保健福祉法入院に至るこ

となく(現時点で、入院よりも地域生

活期間の方が長い)、通院処遇中ない

し通院処遇が終了したケースの有無 

□  診断と対象行為 

□  退院時点で、上記の共通評価項目の社

会復帰関連指標のどの項目に問題が

あったか 

□  退院が可能となったのは、どのような

支援体制（関連機関の連携、治療内容、

等）が実現したからか  

□  退院後の問題行動、その問題行動への

対応と結果、その後の経過についての

概要 

□  通院処遇中の治療内容の概要 

□  連携機関 

□  地域資源 

□  通院処遇中に精神保健福祉法の入院

があれば、頻度、期間、入退院理由の

概要 

□  その他に、そのケースの特徴や問題、

連携の工夫、支援の工夫、奏功した治

療等 

※連携機関と地域資源のチェックリスト

は表 1、表 2 参照。 

 

2-2) 診療録等、生活環境調査、医療観察

法鑑定を基に、症例情報シートに記載。必

要に応じて担当多職種チームの担当者への

聞き取りを行う。 

□  都市部か郡部か 

□  年齢(40 代など)、性別、診断、対象行

為、対象行為日（X 年 Y 月 Z 日） 

□  発達歴・生活歴・現病歴の概要  

□  医療観察法入院期間での治療と入院

期間 

□  退院時、退院後の社会復帰関連指標 

□  退院後の問題行動、対応、経過  

□  通院処遇中の治療内容  

□  連携機関、地域資源  

□  精神保健福祉法入院の有無と内容  

□  その他（その他の特徴、支援、連携、

治療の工夫等） 

 

3. 調査方法  

3-1) 研究代表者、研究責任者、共同研究

者が、 医療観察法通院医療機関（上記の都

市部 5 機関、郡部 5 機関）の、多職種チー

ムの支援者：医師、看護師、作業療法士、

臨床心理技術者、精神保健福祉士のうち、

その機関において、聞き取り調査を受ける

のに適した職種より、説明・同意取得をし

たうえで、半構図化面接により聞き取り調

査による情報収集を行う。  

3-2) 症例報告をする意義が高いケース

について、対象者(元対象者含む )に同意を

取得したうえで、各施設の支援者が、診療

録等から情報を収集する。※転医や処遇終

了によって同意取得が困難な場合はオプト

アウトとする。 

 

4. データ解析  

 統計解析は特に行っていない。治療・支

援と連携に分けて、課題や二―ズのカテゴ
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リーごとに具体例と、それに応じた対応策

や実践について記述した。最終的には、好

実践集および事例集としてまとめ、全国の

医療観察法指定通院医療機関に配布する予

定である。 

 

（倫理面への配慮）  

本研究は国立精神・神経医療研究センタ

ー倫理委員会より承認を得て実施している

（承認番号 B2023-084）。  

 

Ｃ．研究結果  

令和 5 年度は、全 43 例（国立精神・神経

医療研究センターの事例 25 例と、琉球病院

の事例 18 例）について、支援者に聞き取り

調査を実施した。研究参加に同意し聞き取

り調査に協力した多職種は、精神保健福祉

士 4 名、看護師 2 名、作業療法士 2 名、医

師 2 名、臨床心理技術者 1 名であった。 

1. 治療・支援  

聞き取り調査の対象となった事例の課題

やニーズは、服薬アドヒアランス不良、遵

守困難、急性増悪、非精神病性症状、生活

能力、対人関係、物質使用、反社会性 (性暴

力)、家族支援、その他の項目に分類し、そ

れぞれの課題の具体例と、それらに対する

対応や実践例を表 3 に示した。  

2. 連携・地域資源  

 指定入院医療機関のバックアップ体制と、

警察との連携については、表 4 に示した。 

3. 治療開発  

 社会復帰促進サポート事業として、居住

系サービス事業所研修（元対象者を含めて

意見交換などを行い、受け入れ可能なグル

ープホームを増やすことを目指す）、入院お

よび通院対象者へのプログラムでの講師・

または座談会（おもに、対象者の不安軽減

や退院に向けた治療意欲の向上のため）で、

元対象者に講師を依頼し、講演会と座談会

を実施した。今後は、処遇中の対象者の面

接場面やケア会議に同席する処遇協力（孤

立感や不安感の軽減やアドボケイトが目的）

も検討している。 

 

Ｄ．考察  

一般的に、退院後の地域生活では、入院

中には見えなかった本人の強みや地域資源

が活かされて、回復が促進される側面があ

る一方で、入院中には予測することが困難

な事態や課題が発生することも珍しいこと

ではない。困難な状況や課題が発生した際

には、多職種チームによる頻回の面接や訪

問、地域支援者との Web 会議や密な情報共

有、緊急ケア会議が共通して行われていた。

対人過敏さや衝動コントロールの不良さに

起因する、施設での適応困難への対応は、

施設の変更という対応をとる場合と、支援

を投入して単身生活に移行する場合とで別

れ、指定通院医療機関間差や地域差がある

可能性がある。 

指定入院医療機関の役割、警察との連携

は、地域差がある可能性がある。指定入院

医療機関が、退院後のフォローも行うこと

は、退院が促進されることに加えて、指定

入院医療機関へのフィードバックが可能と

なり、指定入院医療機関に勤務する支援者

のためにも学びの機会となりえ、治療技術

の向上にも寄与する可能性がある。  

 

Ｅ．結論  

リスクアセスメント (リスク要因と保護

要因の評価とケースフォーミュレーション

の繰り返し、保護要因の発見と構築、マネ

ジメントプランの策定と見直し）、関係機関

の連携、専門的治療の提供は、司法精神保

健サービスの特徴である。  

通院期間中に、再入院申立てが検討され

うる程度の不遵守や問題行動、精神症状悪
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化がみられるものの、様々な工夫により地

域で支援し続け、比較的長期の地域生活が

実現しているケースがある。関係機関の連

携、介入のポイントの見極め、転院、転居、

専門的治療や観察の密度の変更（上げるこ

ともあれば下げることもある）など、本人

の意向に沿うことを基本にしつつ、個別性

を重視した対応がなされている。また、IT

技術等の活用、ピアサポートなどの効果も

期待され、今後は方法の開発と普及が期待

される。 

指定入院医療機関のバックアップ体制・

警察との協力関係には地域差がある可能性

がある。困難な事例の受け入れ先や相談先、

通院先が見つからないケースの一時的な通

院先、等の役割のある医療機関があれば、

対象者の退院と社会復帰が促進される可能

性があり、方法の開発と普及が望まれる。

対象行為のきっかけとなった精神障害とは

無関係に生じる反社会的エピソードについ

て、いかに線引きを行うか、あるいはどの

ような対応がよりアウトカムを改善させる

かもまた、司法関係者との議論が欠かせな

いだろう。 

 

Ｆ．健康危険情報  

 なし 
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表1 連携機関・地域資源リスト1

□精神保健福祉センター

□発達障害者支援センター

□保健所

□精神保健福祉課

□指定通院医療機関

　□ デイケア

　□ 多職種面談

　□ ACT

　□ 訪問看護

　□ IPS

□指定入院医療機関

　□ 相談・助言

　□  転院の相談

　□  バックベッド（指定通院医療機関からの急性憎悪時の精神保健福祉法入院受け入れ）

□地域生活支援事業所

　□  移動支援

　□  地域活動支援センター

□就労支援事業所

　□  就労継続支援

　　□  A型事業所

　　□  B型事業所

　□  就労移行支援事業所

　□  就労定着支援

□地域包括支援センター

□訪問看護ステーション

□基幹相談支援センター

　□ 一般相談支援事業所

　□  地域相談支援

　　□ 地域移行支援

　　□ 地域定着支援(24h)

　□ 特定相談支援事業所

　□  計画相談支援

　　□  サービス利用支援

　　□ 継続サービス利用支援

□地域生活定着支援センター

　□  相談・訓練・就労援助等

□警察

□処遇終了後のケアコーディネーター

□その他の連携機関

ACT　Assertive　Community　Treatment：包括型地域生活支援プログラム 

IPS　Individual Placement and Support：個別型就労支援モデル 
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表2 連携機関・地域資源リスト2

□ 家族支援

□ 生活保護

□ 社会福祉協議会

　□ 成年後見制度　補佐　補助　後見

□ ハローワーク

□ 職業能力開発学校（一般/障害者）

□ 住居

　□ 家族同居

　□ 宿泊型自立訓練

　□ 共同生活援助

　□ グループホーム(滞在型）

　□ 福祉ホーム

　□ 更生保護施設

□ DARC

□ 自助グループ

　□ NA

　□ AA

□ ピアサポート

□ 地域クラブ活動

□ 一般企業・アルバイト

□ NPO

□ 民生委員

□ ボランティア

□ よりそい弁護士制度

□ ホームロイヤー(高齢)

□ NPO法人（司法・福祉）

□ 法テラスのバックアップ

□ その他

AA Alcoholics Anonymous：アルコール依存の自助グループ

NA Narcotics Anonymous：薬物依存の自助グループ

DARC：Drug Addiction Rehabilitation Center：民間の薬物依存症リハビリ施設
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 表3 治療・支援の実践例

課題やニーズ 具体例 対応・実践例

拒薬 訪問看護とヘルパーによる服薬確認（土日対応、2カ所の訪問看護で対応）

LAI拒否 MDTや医師の面前で内服することでの服薬確認

訪問看護ステーションに通って内服し服薬確認(本人の希望）

クロザピン血中濃度測定による服薬状況の確認、必要時粉砕

DARCの支援者がLINEで空き袋の写真を撮影し、訪問看護と共有

訪問看護の職員が電話で服薬確認

出奔し行方不明(対人過敏さから）、無断外泊 5～6回の施設(DARCやGH)変更、信頼関係のある寮長に合わせて施設移動、一時的な入院

門限や、GH職員との面接時間が守れない MDT面接の頻度を高め、面接内容をGH職員と共有

その他の施設のルールが守れず関係破綻 GHを退所し、十分な支援を投入した上で単身生活へ移行

無断で夜間の仕事(飲酒を伴う）に従事 週2回以上のMDT面接(仕事の悩みを扱う）、MDTの自宅訪問、生活状況の確認と援助

相談なしに就職活動 本人に任せつつ、MDTとは相談できる関係性作りを優先し、症状や生活状況をモニタリング

性的逸脱等ルール不遵守 1回/月のケア会議を継続し、MDT面接では1年先のロードマップを毎回共有

通院困難
通院が必須の日（CPMS採血とクロザピン処方日等）には、訪問看護による自宅からの送り出し
や、社会復帰調整官の同伴

対象行為時と同様の症状再燃 連日の診察・MDT面接、夜間救急対応、自宅訪問、必要に応じ入院

安定後も残存する幻覚妄想に対し、臨床心理技術者による認知行動療法の継続

命令幻聴の影響で被害者のところに行き、金銭の要求
本人と指定入担当MDTも参加する緊急ケア会議を実施し、1時間程度話し合った後は安定（クロザ
ピン反応不良例であり、薬物治療に限界あり。支援者とのつながりや、対話が有効であった）

自傷　器物破損　 緊急MDT会議、緊急ケア会議、MDTによる頻回の自宅訪問

訪問看護への暴力　 緊急MDT会議、緊急ケア会議、訪問看護体制の見直し（待機者や緊急連絡方法の確認）

身体愁訴と不安・恐怖の増悪 GH職員による夜間の長時間対応

救急車を頻回に呼ぶ 24時間対応可能な訪問看護を導入し、まず電話で相談し状態を確認。区分認定の見直し

浴室も本や物であふれる OT・PSWが自宅訪問し、棚・本棚の組み立て作業や、整理を一緒に実施

通所先への道順が分からない OT・PSWが訪問し、道順確認と写真入りの地図を作成

書類手続きができない 訪問看護、MDT（PSW等）が手続きに同伴

金銭管理 社会福祉協議会、成年後見制度の活用

外出、身体疾患受診 地域定着支援(24時間電話対応）の導入、移動支援

対人過敏さからの暴言、トラブル　 単身生活へ移行、個室へ移動、臨床心理技術者による心理面接の継続

訪問看護拒否 安定した関係を築くことができる少数の支援者で対応

訪問看護への暴言や暴力 訪問看護とはカフェに行くなど一緒に外出、侵襲の少ない楽しい会話を優先

指導に対しイライラ スマホの操作の練習を個別OTで実施

依存、操作性 交換ノートに毎週関わったすべての支援者が記載、MDTによる面接や自宅訪問の回数増加

施設内での大麻使用

刺激の少ない他県のダルクに移動、そこで3ステージでステップアップするプログラムにて動機づ
けを実施。指定通は2回変更（ダルク移動前の指定通Aから、移動後のダルク近隣の指定通Bに変更
し、プログラム終了後は、元のダルクに戻り、入院処遇を受けた指定入C(指定通C）に転医し通
院。ダルクのプログラムに参加しながら単身生活に移行し安定）

飲酒・薬物再使用
隠れ飲み・薬物使用を避けるため、相談できる関係構築を優先、症状と生活状況のモニタリング
を強化

関係機関(通所先、訪問看護等）間での密な情報共有

クライシスプランの修正(例：精神病性症状や生活状況に着目）

脅迫・ほのめかし 迅速に対応(精神症状が疑われる場合は入院を視野）

精神症状と関連が乏しい場合は警察対応を検討

家族の精神疾患の否認 指定入の家族会に継続参加

家族の飲酒、暴言 MDTが家族との定期面接を実施

予期せぬ妊娠(不特定の異性） 周産期・出産後のサポート、関係機関との連携

ストレングス YouTube発信、ラジオ発信、事業所のボーナスや表彰、やりがいのある作業や仕事

IT技術 本人のスマホ活用支援、スマホ・タブレット等の活用による遠隔診察の検討

速やかな情報共有のためのセキュリティー面を含む技術の向上

LAI：Long Acting Injection（持効性抗精神病薬注射剤）　MDT：多職種チーム　GH：グループホーム　

指定通：指定通院医療機関　指定入：指定入院医療機関

CPMS：クロザピンモニタリングサービス

DARC： Drug Addiction Rehabilitation Centeｒ（民間の薬物依存症リハビリ施設）

OT：作業療法士　PSW：精神保健福祉士

スマホ：スマートフォン

いずれの場合も、本人を中心とした話し合いを重ねることや、共同意思決定、本人のストレングスも視野に入れた支援が基本

服薬アドヒアランス

遵守困難

急性増悪

非精神病性症状

その他の課題やニーズ

生活能力

対人関係

物質使用

反社会性　性犯罪

家族支援
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令和 5年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における退院後支援に資する研究 

分担研究報告書 

 

入院対象者の類型化に基づくクリティカルパスの開発と退院促進 

 

研究分担者 村杉 謙次  国立病院機構小諸高原病院 

 

本研究はすでに報告されている医療観察法入院処遇 12類型から臨床的必要性の高い類型を絞り、

入院処遇ガイドラインのクリティカルパスを基本としつつ、指定入院医療機関の多職種から成るエ

キスパートによりクリティカルパスを作成することを目的とする。 

令和 5年度の本研究においては、全国の指定入院医療機関を対象としたクリティカルパスの使用状

況に関するアンケート調査と、平成 27～29 年度の「医療観察法の諸ガイドラインの見直しの必要性

に関する研究（村杉班）」において作成した統合失調症事例のクリティカルパス案ならびに重複障害

コ・パス案を草案とした、疾患別のクリティカルパス案の作成と検討を行った。その結果、以下の結

論が得られた。 

 クリティカルパスの使用状況としては、全国の指定入院医療機関 35 施設中 18 施設と半数強の割合

に留まる 

 クリティカルパス導入の意義として、特に入院期間短縮と職員教育に重点を置くこととする 

 各疾患のクリティカルパス案に共通する構造としては、「導入時期の目安のチェックシートとしての

シンプルな構造」とし、共通する内容としては、「プロセス重視の方向性や目標設定」とする 

 クリティカルパス普及に関する具体的・実際的方法について検討する必要がある 

これらの結論をもとに、以下の方針が策定された。 

 エキスパート会議により抽出された意見に基づき疾患ごとのクリティカルパス案の修正を図る 

 エキスパート会議やアンケート調査を通し、意見集約を図り、疾患ごとのクリティカルパスを完成

する 

 クリティカルパスの試用研究として、傾向スコアを用いたクリティカルパス案試用群と未使用群の

比較検討を計画する 

 クリティカルパスの普及方法として今後の改定が見込まれる入院処遇ガイドラインへの掲載、厚生

労働省のホームページへの掲載、複雑事例に対する介入方法も含めたクラウド上のデータベースの

作成、「医療観察法に必要な人材育成関する研究（賀古班）」と連携した職員教育の場での普及等の

方法を具体的に検討する 

研究協力者（順不同、敬称略） 

平林直次  国立精神・神経医療研究セ

ンター病院  

柏木宏子 同上 
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鈴木敬生 同上 

島田明裕 同上 

津田哲也 同上 

塚田浩行 同上 

山元直道  同上 

壁屋康洋 国立病院機構榊原病院  

髙野真弘 同上 

榎本翔太 同上 

是木明宏 同上 

武川未怜 同上 

中辻望来 同上 

本村啓介  国立病院機構さいがた医療

センター 

小川太郎 同上 

野村照幸 同上 

藤崎直人 同上 

久保彩子 国立病院機構琉球病院  

前上里泰史 同上 

山城琢也 同上 

賀古勇輝  北海道大学病院附属司法精

神医療センター  

船戸一基 同上 

駿河勇太 同上 

高張陽子 同上 

髙橋未央 国立病院機構小諸高原病院 

斎藤勝仁 同上 

若林可織 同上 

矢島秀晃 同上 

岩井邦寿 同上 

藤野健一  同上 

宮沢泰裕  同上 

堀内泉辞 同上 

 

Ａ．研究目的  

「心神喪失等の状態で重大な他害行為を

行った者の医療及び観察等に関する法律

（以下、医療観察法）」が施行され、18 年が

経過した。令和 4 年度の「医療観察法対象

者の類型化に関する研究（河野班）」におい

て、医療観察法入院処遇対象者（以下、対

象者）の類型として、疾患や対象行為別に

12 の類型に分けられることが示されたが、

法施行時に厚生労働省から示された入院処

遇ガイドライン（以下、ガイドライン）に

は統合失調症の典型例のクリティカルパス

しか示されておらず、類型化に基づく治療

や処遇は示されていない現状がある。また

ガイドラインに示されている統合失調症事

例のクリティカルパスについても、臨床現

場での使用頻度は多くなく、実際の医療内

容との乖離が認められる。  

令和 5 年度の本研究においては、12 類型

から臨床的必要性の高い類型を絞り、平成

27～29 年度にかけて実施した「医療観察法

の諸ガイドラインの見直しの必要性に関す

る研究（村杉班）」において作成した統合失

調症事例のクリティカルパス案ならびに重

複障害コ・パス案を草案としつつ、指定入

院医療機関の多職種からなるエキスパート

により病棟から地域への円滑かつ迅速な移

行を視野に入れた、類型化に基づくクリテ

ィカルパス案を作成することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法  

1) アンケート調査  

壁屋班の協力を仰ぎ、全国の指定入院医

療機関に所属する医療観察法病棟看護師長

を対象に、クリティカルパスの使用状況に

関するアンケート調査を実施し、医療観察

法入院処遇におけるクリティカルパスの普

及度や必要性、クリティカルパスに求めら

れる内容について検討する。  

2) エキスパート会議  

「医療観察法対象者の類型化に関する研

究（令和 4 年度河野班）」において報告さ

れた入院処遇 12 類型から臨床的必要性の

高い類型を絞り、「国立研究開発法人  日本

医療研究開発機構委託研究  医療観察法の
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諸ガイドラインの見直しの必要性に関する

研究（平成 27～29 年度村杉班）」において

作成した統合失調症事例のクリティカルパ

ス（以下、AMED 村杉班パス）ならびに重

複障害コ・パス案を草案としつつ、アンケ

ート調査の結果も踏まえながら、医療観察

法入院医療の多職種から成るエキスパート

を参集しての研究分担班会議（以下、エキ

スパート会議）においてクリティカルパス

案を作成する。 

（倫理面への配慮）  

本研究は国立病院機構小諸高原病院倫理

委員会より承認を得て実施している（承認

番号 5-1）。 

 

Ｃ．研究結果  

1) アンケート調査結果  

全国の指定入院医療機関全 35 施設より

回答が得られた。クリティカルパスの使用

状況については、入院処遇ガイドラインに

記載されたクリティカルパスを使用してい

る施設が 4 施設、同クリティカルパスをも

とに修正した院内版を使用している施設が

4 施設、AMED 村杉班パス（自施設での修正

を含む）を使用している施設が 4 施設、自

施設独自に作成したクリティカルパスを使

用している施設が 6 施設との結果が得られ、

クリティカルパスの使用については、35 施

設中 18 施設と、半数強の割合に留まってい

ることが判明した（表１）。  

2）クリティカルパス作成における基本方

針 

 クリティカルパス導入効果や目的として

は、チーム医療の推進、患者参加型医療の

提供、質保証・質改善（医療安全、リスク

管理、業務改善・効率化）、経営戦略（入院

期間短縮、業務効率化、コスト管理）、職員

教育といったものが一般的には提唱されて

いる。本研究におけるクリティカルパスの

導入目的としては、多職種チーム医療の推

進、業務改善・効率化、入院期間短縮、職

員教育に重点を置く方針とした。  

3）臨床的必要性の高い類型  

「医療観察法対象者の類型化に関する研

究（令和 4 年度河野班）」において、重度精

神疾患標準的治療法確立事業の入院データ

ベースを活用した統計的解析・検討の結果、

国際疾病分類（ICD-10）に準じて、以下の

ように入院処遇 12 類型が示された。  

F0 高齢者・認知症 

F0 比較的若年・器質性精神障害  

F1（患者特性は同質だが処遇に施設差か） 

F2 重複障害 F8 

F2 重複障害 F1/F7 

F2 重複障害なし（年齢・性別で修飾）  

F3 女性の嬰児殺害 

F3 双極性障害の粗暴行為  

F3 それ以外の気分障害 

F7（性別で修飾される） 

F8（重複障害 F7 で修飾される）  

その他の主診断 

それぞれの類型の全入院対象者に占める

割合には明らかな差異があるものの、類型

ごとの入院治療における課題や治療困難さ、

クリティカルパスの必要性における差を明

確化できないため、F0（症状性を含む器質

性精神障害）、F1（精神作用物質使用による

精神及び行動の障害）、F2（統合失調症，統

合失調症型障害及び妄想性障害）、F3（気分

障害）、F7（知的障害）、F8（心理的発達の障

害）それぞれのクリティカルパス案を作成

する方針とした。 

4）クリティカルパス案の作成  

F0 については、対象疾患として主に認知

症を想定し、重症度評価では軽度認知障害

から軽度認知症の段階を想定した。認知症

医療の分野においては、介護保険や地域包

括支援センターを中心としたケアは充実し
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ており、福祉サービスを併用できれば、他

の疾患に比べて短期的に地域移行に至るこ

とのできる可能性と、入院の長期化が認知

機能や身体機能に及ぼす弊害に着目し、入

院期間の短縮を主目的としたクリティカル

パス案を作成する方針とした。既存の精神

科病院協会のクリティカルパス等を参考に、

検査方法や会議の日程などを付け加え、で

きるだけ単純化した内容を目指し、F0 クリ

ティカルパス案を作成した（図１）。  

F1 については、「再使用に関わるリスク

評価」「医療観察法医療の必要性の判断」

「様々な病態に対する治療戦略」との論点

で整理し、「従来より自由度の高い外泊にお

ける評価」「適応判断に関するコンセンサス」

に重点を置いた F1 クリティカルパス案を

作成した（図 2）。 

F2 については、AMED 村杉班パス（図 3）

を草案としつつ、各施設に同パスが普及し

ていない現状も踏まえ、「各期で評価や治療

導入の指標になるもの」「対象者と共有でき

使用しやすいパス」「評価期間の幅を持たせ

る」といった観点で F2 クリティカルパス案

を作成した。診療支援システム上での使用

を想定したエクセルシートで作成し、アウ

トカム確認の欄の設定と達成状況を色分け

できるような工夫も追加した（図 4）。 

F3 については、うつ病治療ガイドライン

第 2 版や Canadian Network for Mood and 

Anxiety Treatments（CANMAT）を参考にし

つつ、うつ病の自殺予防と双極性障害の他

害防止という 2 つの視点でのクリティカル

パス案を作成した。うつ病においては、グ

リーフケアや放火プログラム、女性特有の

家事・育児能力、産後、月経、更年期への

配慮に重点を置き、双極性障害については、

衝動性・攻撃性と小児期逆境体験との関連

について着目した内容とした（図 5、図 6）。 

F7 については、主診断が F2 で F7 を併存

している事例、特に中等度知的障害を想定

し、クリティカルパス案を作成した。処遇

中の関わりについては、対象者の特性評価

が中心となり、医療観察法による医療をど

の程度、実施するかを検討していく必要が

あることを、図 7 に示す流れで検討しつつ、

適宜 3 要件を検討し疾病性・治療反応性の

評価に基づき、処遇終了の検討も必要とな

る場合があることを盛り込んだ内容とした

（図 8）。 

F8 については、図 9 で示すように、発達

特性と二次障害に着目しつつ、法務省によ

る発達上の課題を有する在院者に対する処

遇プログラム実施ガイドラインと英国国立

医療技術評価機構（NICE）によるガイドラ

インを参考にクリティカルパス案を作成し

た（図 10）。  

5）エキスパートによるクリティカルパス

案の検討  

 エキスパート会議において各クリティ

カルパス案の内容を検討した。F0 クリティ

カルパス案については、以下のような意見

が抽出された。 

 変性疾患に伴う高齢者に対するパスと外

傷などに伴う高次脳機能障害に対する主

に若年者を対象としたパスの必要性 

 画像検査・心理検査の半年間隔での実施 

 再他害行為のリスク軽減における環境調

整の重要性 

 早期からの地域との連携促進  

 認知機能や日常生活動作を低下させない

ための作業療法や理学療法、関わりを増

やす等の工夫 

 成年後見制度の入院初期からの検討 

 生活史や職業歴の十分な共有と実際の生

活への応用 

 集団生活適応の可能性、日中活動の評価

を回復期から開始 

 F1 クリティカルパス案については、以
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下のような意見が抽出された。  

 入院初期からの地域支援者との情報共有  

 病状が安定していれば、早期の退院を目

指すとともに外出外泊の機会を多くする  

 再使用に至るプロセスの把握  

 指定入院医療機関が精神保健福祉法入院

を受け入れる等、地域支援者の受け入れ

がスムーズになるような配慮  

 違法薬物使用時の対応に関する支援者の

立場による対応の検討 

F2 クリティカルパス案については、以下

のような意見が抽出された。  

 導入時期の目安のチェックシートとして

の使用 

 プロセス重視の方向性や目標設定  

 身体検査や支持的精神療法の追加、頓用

薬の検討の時期の順延 

 対象者との共有はロードマップやケアマ

ップ等で行う 

 F3 クリティカルパス案については、以下

のような意見が抽出された。  

 うつ病と双極性障害を分ける必要はなく、

嬰児殺しのみ別パスとするのはどうか  

 心理教育や認知行動療法、支持的精神療

法の追加 

 家族との再統合についての言及  

 女性の為のプログラムの実施  

 社会復帰期から退院後約半年の時期の自

殺リスクへの対処 

 債務整理や就労支援の必要性  

 F7 クリティカルパス案については、以下

のような意見が抽出された。  

 対象者の能力に合わせたアプローチ  

 行動療法や早期からの環境調整が主体  

 リスク低減を強調しすぎず、安易に処遇

終了にならないような配慮  

 F8 の概念的な特徴、二次障害をもってい

る人も多いためトラウマケアを組み込む  

 経過と共に、知的能力の低さに気づく事

例や、F2 の病状が顕在化してくる事例も

あるため疾病性の精緻な評価が必要 

 成年後見制度や療育手帳取得の必要性  

 幼少期からの振り返りが治療同盟の構築

やトラウマケアにつながる  

 誤学習の基盤には愛着障害なども隠れて

いる可能性 

 ケースフォーミュレーションを担当多職

種チーム（Multi-Disciplinary Team：以

下、MDT）外のスタッフとも確認する必要

性。MDT が孤立しないような工夫の必要性  

F8 クリティカルパス案については、以下

のような意見が抽出された。  

 F2 パスに次ぐ使用頻度を想定。プロセス

重視の方向性や目標設定、簡素な構造 

 F8 と F9 を一緒にしたパスとして、 F9 は

薬物療法も含める 

 多職種でなるべく早期に診断を検討 

 社会認知ならびに対人関係のトレーニン

グ等の導入 

 併存する F2 による認知力・社会機能の低

下もみられるため薬剤選択も重要 

 複雑事例化を予防する上で、関係構築困

難に陥らないために、達成目標の強弱を

つける 

 認知機能リハビリテーション、アンガー

マネジメントの導入 

 急性一過性精神病性障害の疾病教育が必

要な場合も 

 準備性を醸成する上で、対象者の困り感

を丁寧に共有していくことが重要 

 心理教育や内省プログラム等を退院前に

行い、治療に対する動機付けを高める 

 地域との合同カンファレンスや家族への

疾病教育を行い、周囲の変化や強みの発

見、個別性への配慮を促す  

 生活機能障害が重篤な対象者が多く、生

活機能障害は退院後の再他害行為に相関

するため、障害の重症度評価や生活能力
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向上プログラムの導入が必要  

 介入方法における引き出しの多さが重要

であり、介入方法に関するデータベース

があればよいか 

 

Ｄ．考察  

1) クリティカルパス案の内容について  

 エキスパート会議において、各疾患のク

リティカルパス案の内容を検討する前提と

して、医療観察法入院医療におけるクリテ

ィカルパス導入の意義が、議論の俎上にあ

がった。研究計画では、クリティカルパス

導入の意義として、多職種チーム医療の推

進、業務改善・効率化、入院期間短縮、職

員教育を挙げたが、特に入院期間短縮と職

員教育に重点を置く方針とした。その前提

を基に、各疾患のクリティカルパス案に共

通する構造としては、「導入時期の目安のチ

ェックシートとしての簡素な構造」とする

方針とした。またクリティカルパス案の内

容としては、プロセス重視の方向性や目標

設定、いわゆるタスク・オリエンテッドの

内容とすることも共通の要素とした。  

 疾患ごとのクリティカルパス案について

は、エキスパート会議により抽出された意

見に基づく修正を行っていく方針としつつ、

大枠の方針としては、短期入院が見込める

F0・F1 については、具体的な期間を明記す

ることで、入院期間の短縮につながる可能

性が考えられた。また複雑事例化しやすい

F7・F8 については、達成目標の強弱をつけ

る工夫や、コンサルテーション、 MDT の再

編成、転院等の介入の検討必要性を明記す

ることで、社会復帰の促進や処遇終了率の

低下につながる可能性が考えられた。  

2) クリティカルパスの普及方法について  

 クリティカルパスの使用状況に関する

アンケート調査の結果からも、各指定入院

医療機関において、クリティカルパスが十

分に使用されていない状況が明確となった。

AMED 村杉班パスについては、研究報告書へ

の掲載や各種研修会・学会等での告知とい

う方法で浸透を図ったものの、普及にはつ

ながっていない現状があり、普及方法につ

いて検討する必要がある。今後の改定が見

込まれる入院処遇ガイドラインへの掲載、

厚生労働省のホームページへの掲載、複雑

事例に対する介入方法も含めたクラウド上

のデータベースの作成、医療観察法に必要

な人材育成関する研究（賀古班）と連携し

た職員教育の場での普及等の方法を具体的

に検討していく必要性が考えられた。 

 

Ｅ．結論  

令和 5 年度においては、全国の指定入院

医療機関を対象としたクリティカルパスの

使用状況に関するアンケート調査と、エキ

スパート会議による疾患別のクリティカル

パス案の作成・検討を行った。その結果、

以下の結論が得られた。 

 クリティカルパスの使用状況としては、

全国の指定入院医療機関 35 施設中 18 施

設と半数強の割合に留まる  

 クリティカルパス導入の意義として、特

に入院期間短縮と職員教育に重点を置く

こととする 

 各疾患のクリティカルパス案に共通する

構造としては、「導入時期の目安のチェッ

クシートとしてのシンプルな構造」とし、

共通する内容としては、「プロセス重視の

方向性や目標設定」とする  

 短期入院が見込める F0・F1 については、

具体的な期間を明記することで、入院期

間の短縮につなげていく。  

 複雑事例化しやすい F7・F8 については、

達成目標の強弱をつける工夫や、コンサ

ルテーション、MDT の再編成、転院等の介

入方法の検討必要性を明記することで、
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社会復帰の促進や処遇終了率の低下につ

なげていく 

 クリティカルパス普及に関する具体的・

実際的方法について検討する必要がある 

これらの結論をもとに、以下の方針が策

定された。 

 エキスパート会議により抽出された意見

に基づき疾患ごとのクリティカルパス案

の修正を図る 

 エキスパート会議やアンケート調査を行

いつつ、意見集約を図り、疾患ごとのクリ

ティカルパスを完成させる  

 クリティカルパスの試用研究として、傾

向スコアを用いたクリティカルパス案試

用群と未使用群の比較検討を計画する  

 クリティカルパスの普及方法として今後

の改定が見込まれる入院処遇ガイドライ

ンへの掲載、厚生労働省のホームページ

への掲載、複雑事例に対する介入方法も

含めたクラウド上のデータベースの作成、

「医療観察法に必要な人材育成関する研

究（賀古班）」と連携した職員教育の場で

の普及等の方法を具体的に検討する  
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表
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テ
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の
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（
n
＝
3
5
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リ
テ
ィ
カ
ル
パ
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ガ
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ク
リ
テ
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4
上
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を
も
と
に
修
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し
た
院
内
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4
A
M
E
D
村
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に
よ
っ
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作
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テ
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ル
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4
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独
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6
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人
日
本
医
療
研
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開
発
機
構
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的
に

買
い

物
が

で
き

る
健

康
で

安
全

な
生

活
を

イ
メ

ー
ジ

で
き

る

病
状

評
価

及
び

過
去

の
薬

歴
を

踏
ま

え
た

主
剤

の
検

討

急
性

期
症

状
（

陽
性

症
状

）
の

軽
減

を
主

目
的

と
し

た
薬

物
療

法
の

評
価

及
び

実
施

、
副

作
用

の
チ

ェ
ッ

ク

早
い

段
階

で
の

心
理

社
会

的
治

療
の

導
入

を
見

据
え

、
陽

性
・

陰
性

症
状

、
認

知
機

能
障

害
を

標
的

症
状

と
し

た
薬

物
療

法
の

効
果

評
価

、
調

整

看
護

師
管

理
服

薬
自

己
管

理
の

開
始

（
1

日
分

管
理

）
服

薬
自

己
管

理
（

1
日

分
か

ら
順

次
段

階
付

け
て

退
院

時
の

目
標

と
な

る
自

己
管

理
日

数
ま

で
）

向
精

神
薬

の
基

礎
知

識
に

関
す

る
心

理
教

育
服

薬
（

定
期

薬
・

頓
用

薬
）

管
理

に
関

す
る

心
理

教
育

疾
病

教
育

医
療

観
察

法
の

理
解

・
治

療
の

動
機

づ
け

の
促

進
の

た
め

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

統
合

失
調

症
の

疾
病

教
育

幻
覚

・
妄

想
に

関
す

る
集

団
精

神
療

法
再

発
予

防
に

関
す

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

対
象

行
為

の
経

緯
の

振
り

返
り

・
心

理
ア

セ
ス

メ
ン

ト
心

理
面

接

被
害

者
に

つ
い

て
考

え
る

プ
ロ

グ
ラ

ム

自
分

史
の

振
り

返
り

内
省

プ
ロ

グ
ラ

ム

セ
ル

フ
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

つ
い

て
の

説
明

セ
ル

フ
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
シ

ー
ト

の
作

成
開

始
セ

ル
フ

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

シ
ー

ト
の

完
成

と
実

施
・

評
価

・
修

正
セ

ル
フ

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

シ
ー

ト
の

実
施

ク
ラ

イ
シ

ス
プ

ラ
ン

に
つ

い
て

の
説

明
ク

ラ
イ

シ
ス

プ
ラ

ン
の

作
成

開
始

ク
ラ

イ
シ

ス
プ

ラ
ン

の
実

施
・

評
価

・
修

正

日
常

生
活

技
能

の
評

価
・

支
援

（
入

浴
・

排
泄

・
金

銭
管

理
・

相
談

の
励

行
、

な
ど

）

セ
ル

フ
ケ

ア
評

価
・

支
援

・
訓

練
（

居
室

掃
除

・
洗

濯
・

調
理

・
金

銭
の

自
己

管
理

、
な

ど
）

朝
の

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

ユ
ニ

ッ
ト

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

全
体

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

休
日

プ
ロ

グ
ラ

ム
（

余
暇

活
動

）

不
安

・
緊

張
が

楽
に

な
る

活
動

に
参

加
で

き
る

・
興

味
関

心
の

あ
る

活
動

が
で

き
る

・
安

心
感

・
現

実
感

が
感

じ
ら

れ
る

よ
う

に
な

る

・
道

具
を

安
全

に
使

用
で

き
る

・
疲

労
を

感
じ

、
適

時
休

息
を

と
る

こ
と

が
で

き
る

・
集

団
活

動
に

定
期

的
に

参
加

で
き

る

・
作

業
活

動
な

ど
の

成
功

体
験

を
通

し
て

自
信

を
持

つ
こ

と
が

で
き

る ・
作

業
活

動
を

通
じ

た
セ

ル
フ

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

が
で

き
る

・
生

活
能

力
の

課
題

や
得

意
な

点
が

分
か

る
・

対
人

交
流

に
つ

い
て

得
意

・
不

得
意

な
点

が
分

か
る

・
個

々
の

課
題

に
応

じ
た

技
能

を
練

習
す

る
・

作
業

活
動

を
通

じ
て

、
自

身
の

特
徴

や
傾

向
に

気
づ

く
こ

と
が

で
き

る

帰
住

地
で

の
生

活
課

題
を

想
定

し
た

技
能

や
時

間
の

過
ご

し
方

を
練

習
す

る

病
棟

で
練

習
し

た
技

能
を

退
院

予
定

地
で

実
践

す
る

生
活

・
相

談
技

能
を

、
退

院
地

で
の

生
活

に
即

し
た

も
の

に
な

る
よ

う
実

践
す

る

・
外

泊
を

通
し

て
退

院
後

の
生

活
に

自
信

を
持

つ
こ

と
が

で
き

る
・

退
院

後
の

生
活

の
中

で
、

希
望

す
る

ラ
イ

フ
ス

タ
イ

ル
を

確
立

し
て

い
く

た
め

の
イ

メ
ー

ジ
を

持
つ

こ
と

が
で

き
る

中
庭

散
歩

病
棟

外
(病

院
内

)散
歩

近
距

離
外

出
(病

状
評

価
、

買
い

物
、

公
共

・
交

通
機

関
の

利
用

な
ど

)

遠
距

離
外

出
(退

院
地

、
対

象
行

為
地

、
地

域
の

関
係

機
関

な
ど

)

外
泊

外
泊

外
泊

外
泊

抗
告

の
説

明
・

申
立

て
援

助
権

利
擁

護
講

座
抗

告
の

説
明

・
申

立
て

援
助

抗
告

の
説

明
・

申
立

て
援

助

社
会

資
源

に
関

す
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
医

療
・

援
助

の
検

討
医

療
・

援
助

の
利

用
申

請
地

域
移

行
へ

の
準

備
に

関
す

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

家
族

へ
の

連
絡

家
族

支
援

家
族

支
援

C
P

A
会

議
（

院
内

）
指

定
通

院
医

療
機

関
の

調
査

・
調

整
に

関
す

る
協

議
C

P
A

会
議

（
院

内
）

指
定

通
院

医
療

機
関

へ
の

打
診

依
頼C

P
A

会
議

（
院

内
）

o
r 

ケ
ア

会
議

（
退

院
地

）
指

定
通

院
医

療
機

関
の

決
定

ケ
ア

会
議

（
退

院
地

）
指

定
通

院
医

療
機

関
・

地
域

関
係

機
関

と
の

連
携

・
調

整
処

遇
実

施
計

画
書

の
検

討
開

始

ケ
ア

会
議

（
退

院
地

）
処

遇
実

施
計

画
書

の
検

討
ケ

ア
会

議
（

退
院

地
）

処
遇

実
施

計
画

書
の

策
定

入
院

継
続

入
院

継
続

退
院

許
可

申
立

→
退

院
時

審
判

N
H

O
小

諸
高

原
病

院
  

  
2

0
1

6
.8

入
院

治
療

目
標

病
状

の
改

善
と

継
続

的
か

つ
適

切
な

医
療

の
確

保
様

々
な

問
題

を
前

向
き

に
解

決
す

る
意

欲
や

、
社

会
で

安
定

し
て

生
活

す
る

力
を

高
め

る
他

害
行

為
の

問
題

を
認

識
し

自
ら

防
止

で
き

る
力

を
高

め
る

被
害

者
に

対
す

る
共

感
性

を
養

う

＜
退

院
許

可
申

立
の

目
安

＞
病

状
が

安
定

し
て

い
る

必
要

な
医

療
を

自
律

的
に

求
め

る
こ

と
が

可
能

で
あ

る
再

他
害

行
為

防
止

に
向

け
た

具
体

的
な

対
処

法
が

確
立

し
て

い
る

適
切

な
援

助
体

制
が

整
え

ら
れ

て
い

る

被
害

者
や

そ
の

周
囲

に
与

え
た

影
響

を
考

え
る

各
ス

テ
ー

ジ
と

週
数

の
目

安

急
性

期
回

復
期

社
会

復
帰

期

各
ス

テ
ー

ジ
の

到
達

目
標

病
的

体
験

・
精

神
状

態
の

改
善

身
体

的
回

復
と

精
神

的
安

定
治

療
へ

の
動

機
付

け
を

得
る

治
療

者
と

の
信

頼
関

係
の

構
築

病
識

の
獲

得
と

自
己

コ
ン

ト
ロ

ー
ル

能
力

の
獲

得
退

院
後

を
見

据
え

た
日

常
生

活
能

力
の

回
復

・
向

上
対

象
行

為
と

疾
病

の
関

連
に

つ
い

て
理

解
で

き
る

個
々

の
課

題
に

合
わ

せ
た

院
内

外
出

、
院

外
外

出
で

き
る

ク
ラ

イ
シ

ス
プ

ラ
ン

を
外

出
や

外
泊

の
中

で
実

践
で

き
る

地
域

の
支

援
体

制
が

具
体

的
に

確
立

す
る

健
康

で
安

全
な

生
活

を
維

持
す

る
為

の
ス

キ
ル

が
使

え
る

服
薬

退
院

後
の

援
助

の
求

め
方

が
わ

か
り

練
習

で
き

る

負
担

の
軽

い
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
は

参
加

で
き

る
地

域
の

関
係

者
と

信
頼

関
係

を
構

築
す

る

治 療 プ ロ グ ラ ム

薬
物

療
法

・
陽

性
症

状
、

陰
性

症
状

、
認

知
機

能
障

害
の

バ
ラ

ン
ス

を
踏

ま
え

た
主

剤
の

お
お

よ
そ

の
確

定
、

併
用

薬
剤

の
検

討
・

主
剤

に
関

し
て

は
、

持
効

性
注

射
製

剤
の

導
入

も
視

野
に

入
れ

た
上

で
検

討
す

る
。

・
治

療
抵

抗
性

の
評

価
と

ク
ロ

ザ
ピ

ン
導

入
可

能
性

を
積

極
的

に
検

討
。

・
主

剤
の

確
定

、
併

用
薬

剤
の

お
お

よ
そ

の
確

定
・

頓
用

薬
の

種
類

・
用

量
の

検
討

・
持

効
性

注
射

製
剤

に
つ

い
て

も
、

必
要

に
応

じ
積

極
的

に
導

入
を

検
討

。

・
陰

性
症

状
、

認
知

機
能

障
害

を
指

標
と

し
た

主
剤

・
併

用
薬

剤
の

維
持

量
の

検
討

・
頓

用
薬

の
種

類
・

用
量

の
検

討

・
主

剤
・

併
用

薬
剤

の
維

持
量

の
確

定
・

頓
用

薬
の

種
類

・
用

量
の

検
討

、
ク

ラ
イ

シ
ス

プ
ラ

ン
に

沿
っ

た
頓

用
薬

の
使

用

・
ク

ラ
イ

シ
ス

プ
ラ

ン
に

沿
っ

た
使

用
を

踏
ま

え
て

の
頓

用
薬

の
種

類
・

用
量

の
確

定
・

持
効

性
注

射
製

剤
を

使
用

す
る

か
ど

う
か

の
最

終
判

断
を

行
う

短
期

目
標

病
棟

環
境

で
落

ち
着

い
て

過
ご

す
こ

と
が

で
き

る
安

定
し

た
状

態
で

病
棟

外
に

外
出

で
き

る

医
療

観
察

法
入

院
医

療
を

受
け

入
れ

、
医

療
観

察
法

の
概

要
に

つ
い

て
理

解
す

る
こ

と
が

で
き

る

入
院

生
活

上
の

援
助

を
求

め
る

こ
と

が
で

き
る

退
院

後
の

生
活

を
イ

メ
ー

ジ
し

た
薬

物
療

法
の

再
考

・
微

調
整

診
断

に
つ

い
て

改
め

て
検

討
す

る

退
院

準
備

心
理

ア
セ

ス
メ

ン
ト

・
面

接

内
省

の
促

進

セ
ル

フ
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・

ク
ラ

イ
シ

ス
プ

ラ
ン

日
常

生
活

能
力

ス
キ

ル
ト

レ
ー

ニ
ン

グ

集
団

交
流

技
能

作
業

療
法

外
出

・
外

泊

権
利

擁
護

対
象

行
為

の
要

因
の

改
善

の
た

め
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
（

S
S

T
、

C
B

T
、

メ
タ

認
知

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

、
ア

ン
ガ

―
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
、

問
題

解
決

練
習

帳
等

）

家
族

支
援

･
調

整

地
域

調
整

C
P

A
会

議
（

院
内

）
指

定
通

院
医

療
機

関
の

調
査

・
調

整
開

始

裁
判

所
申

立

メ
モ

欄
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評 価

診 断

精
神

医
学

的
診

断
/

ケ
ー

ス
フ

ォ
ー

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
入

院
時

病
歴

作
成

医
師

面
接

（
診

断
に

つ
い

て
検

討
）

導 入 済 み

T
IC

視
点

で
の

ア
セ

ス
メ

ン
ト

導 入 検 討 中

発
達

特
性

、
生

育
歴

、
生

活
歴

を
含

め
た

病
歴

の
肉

付
け

導 入 予 定 な し

包
括

的
ケ

ー
ス

フ
ォ

ー
ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

の
作

成

導 入 予 定 な し

T
IC

視
点

に
よ

る
ア

プ
ロ

ー
チ

方
法

の
検

討
・
他

ス
タ

ッ
フ

へ
の

周
知

導 入 予 定 な し

ト
ラ

ウ
マ

ケ
ア

ケ
ー

ス
フ

ォ
ー

ミ
レ

ー
シ

ョ
ン

を
本

人
と

共
有

ケ
ー

ス
フ

ォ
ー

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

再
構

成
（

必
要

に
応

じ
て

問
題

焦
点

型
な

ど
）

最
終

的
な

病
歴

の
作

成
（

鑑
定

書
、

入
院

後
の

病
歴

聴
取

、
入

院
後

経
過

全
て

含
む

）

薬
物

療
法

主
剤

の
検

討
副

作
用

の
チ

ェ
ッ

ク

導 入 済 み

効
果

測
定

と
微

調
整

副
作

用
の

チ
ェ

ッ
ク

導 入 検 討 中

ク
ロ

ザ
ピ

ン
・
持

効
性

注
射

製
剤

導
入

の
検

討

導 入 済 み

頓
用

薬
の

種
類

・
用

量
の

検
討

主
剤

・
併

用
薬

剤
の

維
持

量
の

確
定

ク
ラ

イ
シ

ス
プ

ラ
ン

に
沿

っ
た

頓
用

薬
の

種
類

・
用

量
の

確
定

持
効

性
注

射
製

剤
を

使
用

す
る

か
ど

う
か

の
最

終
判
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図5 F3クリティカルパス案（うつ病）

Dr：医師　Ns：看護師　OT：作業療法士　CP：臨床心理技術者　PSW：精神保健福祉士
MDT：MultiｰDisciplinary Team

γTMS：経頭蓋磁気刺激療法
mECT：修正型電気けいれん療法

PMS：月経前症候群
PMDD：月経前不快気分障害

CF：ケースフォーミュレーション
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  図6 F3クリティカルパス案（双極性障害）

Dr：医師　Ns：看護師　OT：作業療法士　CP：臨床心理技術者　PSW：精神保健福祉士
MDT：MultiｰDisciplinary Team

CF：ケースフォーミュレーション
YMRS：ヤング躁病評価尺度

SST：生活技能訓練
TIC：トラウマインフォームドケア
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図8 F7クリティカルパス案

Dr：医師　Ns：看護師　OT：作業療法士　CP：臨床心理技術者　PSW：精神保健福祉士
MDT：MultiｰDisciplinary Team

WPPSI：ウェクスラー式幼児用知能検査
WAIS：ウェクスラー式成人用知能検査

SST：生活技能訓練
Vineland-2：適応行動尺度
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 図10 F8クリティカルパス案

Dr：医師　Ns：看護師　OT：作業療法士　CP：臨床心理技術者　PSW：精神保健福祉士
MDT：MultiｰDisciplinary Team

PARS：親面接式自閉症スペクトラム症評定尺度
AQ：自閉症スペクトラム指数

CF：ケースフォーミュレーション
SST：生活技能訓練

PARS：親面接式自閉症スペクトラム症評定尺度
AQ：自閉症スペクトラム指数

CF：ケースフォーミュレーション
SST：生活技能訓練
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における退院後支援に資する研究 

分担研究報告書 

 

指定入院医療機関の医療や処遇の均てん化に関する研究 

 

研究分担者 壁屋 康洋  国立病院機構榊原病院 

 

研究要旨： 

医療観察法入院医療の長期化が課題とされたが、「複雑事例のプロファイリングとセグメント化に関する

研究」1)では入院 6年を超えても改善して通院処遇へ移行した群と改善せず処遇終了して精神保健福祉法入

院した群（処遇終了-入院）を認めた。入院期間に依らず頻回/長期の行動制限を受けた行動制限群 2)でも同

様で 3)、処遇終了-入院の運用に施設差、診断分類による運用の差を認めた 4)。本研究では指定入院医療機

関の運用の差をさらに分析するため、重度精神疾患標準的治療法確立事業のデータの利活用に関する研究

事業（以下、利活用研究事業）によるデータ（平成 17 年 7 月 15 日～令和元年 7 月 31 日に入院処遇とな

り、令和 3年 7月 31日時点で退院済みの対象者、n = 2,993；対象 1）と、指定入院医療機関全 35施設か

ら得た施設単位調査（対象 2）のデータを用い、入院期間と処遇終了率の施設差とその要因を分析した。 

対象 1 では通院処遇移行までの日数平均、処遇終了率ともに施設間の有意差を認めた。対象 2 の平均在

院日数と処遇終了率は施設ごとの代表値であるため有意性検定はできないが、平均在院日数は 732 日から

2,846日に分布、処遇終了率は 0％から 38.7％に分布した。両者に有意な相関はなく、平均在院日数は短い

が処遇終了率が高いという施設も見られた。 

平均在院日数の短縮には(1)地元自治体でのネットワーク研修、(2)保護観察所との合同企画、(3)自施設

での通院処遇事例数、(4)依存症入院医療管理加算の算定、(5)児童・思春期精神科入院医療管理料の算定、

(6)算定している施設基準の種類数が関連し、医療観察法病棟の平均在院日数の短縮のために病院全体の機

能の向上、医療観察法にかかわる通院の機能と地域機関との連携の向上が求められた。パフォーマンス指

標を全職員で共有している施設は平均在院日数が短く、課題を職員全体で共有することの重要性を認めた。 

処遇終了率に関連したのは(1)看護師の男女比、(2)倫理会議頻度、(3)病院全体の病床数、(4)医療観察

法病棟を除いた病棟数であり、解釈に困難をきたした。パフォーマンス指標の具体的活用方法の設問には

処遇終了率に関する回答がなく、各指定入院医療機関が処遇終了率の問題に意識が向いていない可能性が

推察された。本研究では各施設の平均在院日数と処遇終了率を縦横にプロットして示したが、各施設の平

均在院日数の裏には、処遇終了の運用の問題もある。処遇終了の運用の問題について全国の指定入院医療

機関が喫緊の課題として共有すること、各施設の処遇終了の運用について精査をすることが求められる。 

研究協力者（敬称略） 

久保彩子 国立病院機構琉球病院 

前上里泰史 同上               

 諸見秀太 同上 

 前田佑樹 同上 

 伊波陽二 同上               



- 73 - 

大鶴 卓 琉球こころのクリニック 

村上 優 さいがた医療センター 

高尾 碧 島根県立こころの医療センター 

村杉謙次 国立病院機構小諸高原病院      

 髙橋未央 同上 

斎藤勝仁 医療法人慈善会 安藤病院 

村田昌彦 国立病院機構榊原病院 

鬼塚俊明 同上              

髙野真弘 同上               

武川未怜 同上               

中辻望来 同上 

梨谷寛幸 同上       

和田美智子 同上 

榎本翔太 同上 

大居真美 同上 

 

Ａ．研究目的 

「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行っ

た者の医療及び観察等に関する法律（以下、医

療観察法）」の入院の長期化が課題とされたが、

「複雑事例のプロファイリングとセグメント化

に関する研究」1)では入院 6 年を超えても改善

して通院処遇へ移行した群と改善せず処遇終了

して精神保健福祉法入院した群（処遇終了-入院）

を認めた。入院期間に依らず頻回/長期の行動制

限（入院以来 5 回以上の隔離/合計 28 日間以上

の隔離/1 回以上の拘束のいずれか）を受けた行

動制限群 2)でも同様で 3)、処遇終了-入院の運用

に施設差、診断分類による運用の差を認め、特

に F1（物質関連障害）で施設差が大きい 4)。 

本研究では指定入院医療機関による差をさら

に分析し、指定入院医療機関の医療や処遇の均

てん化につなげることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 調査対象 

対象 1：平成 17 年 7 月 15 日の医療観察法制

度開始から令和元年 7 月 31 日までに医療観察

法入院処遇となり、令和 3 年 7 月 31 日時点で

退院済み対象者として利活用研究事業事務局よ

り提供を受けたデータ（n=2,993）。利活用研究

事業運営事務局により（ア）オプトアウトの申

し出のあった事例、（イ）信頼性が担保できない、

明らかな瑕疵を認めたデータが除外されている。 

対象 2：令和 5 年 7 月時点で稼働中の医療観

察法指定入院医療機関全施設。病棟看護師長に

調査票を依頼し、平均在院日数や処遇終了率、

病棟の運営や病院本体の機能について、施設単

位の調査をおこなった。調査項目は表 1 に示す。 

2. 統計学的解析 

 前記の対象 1（利活用研究事業データ）に対

し以下 1～4 の解析を、対象 2（施設単位調

査）に対し以下 5～6 の解析をおこなった。 

1) 処遇終了割合の施設間比較：「頻回/長期の

行動制限を受けた対象者の全国調査」3)では処

遇終了-入院を解析した。本研究では施設要因

の分析を進めるため、処遇終了全体と通院処遇

への移行の割合について、カイ 2 乗検定にて施

設比較した。転帰が抗告退院や死亡の群は分析

から除外した。 

2) 処遇終了-医療なし、処遇終了-通院、処遇

終了-入院それぞれの割合の施設間比較：前項

の解析から、処遇終了を処遇終了-医療なし

（医療観察法処遇を終了して退院後、精神保健

福祉法による医療が適用されなかった群）、処

遇終了-通院（医療観察法処遇を終了して退院

後、精神保健福祉法による通院となった群）、

処遇終了-入院（医療観察法処遇を終了して退

院後、精神保健福祉法による入院となった群）

の 3 群に分け、通院処遇移行と合わせた 4 群の

割合について、カイ 2 乗検定にて施設間の差を

比較した。前項同様、転帰が抗告退院や死亡で

ある群は除外した。 

3)通院処遇移行までの日数の施設間比較：サ

ンプル中、通院処遇へ移行した群（n=2,451）

に関して通院処遇移行までの日数の施設差を分

散分析および多重比較を用いて比較した。 

4) 処遇終了-通院と診断分類との連関： 先行
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研究 4)にて F0（器質性精神障害）と F7（知的

障害）では処遇終了-入院が多く、F0、F1、F7

は早期に処遇終了-入院されやすいことが分か

った。本研究では処遇終了-通院について診断

分類との連関をカイ 2 乗検定にて解析した。 

5) 施設単位調査項目間の関連：以降は対象 2 の

解析となる。全指定入院医療機関に調査を行い、

量的データはスピアマンの順位相関係数によっ

て各指標間の関連を探索した。有無を問う変数

ではダミー変数化して順位相関係数を算出、有

意な相関が認められた場合にブルンナー＝ムン

ツェル検定ないし分散分析で有意差を検証した。 

6) パフォーマンス指標の活用方法：対象 2 と

して指定入院医療機関全施設に調査した内容の

うち、パフォーマンス指標の活用方法について

の回答を集計し、その傾向を示した。 

 解析はエクセル統計(BellCurve○R  for Excel)

を使用し、p<0.05 を統計学的に有意とした。 

（倫理面への配慮） 

対象 1 は令和 3 年策定の人を対象とする生命

科学・医学系研究に関する倫理指針に則り、利

活用研究事業運営事務局にてオプトアウトを行

うとともに、住所・氏名など個人を特定できる

情報を削除、連結不可能匿名化されたデータを

利活用研究事業運営事務局より受け、解析した。 

対象 2 は指定入院医療機関の全体像を把握す

る調査で、個々の対象者のデータを収集しない。 

筆頭著者の所属する国立病院機構榊原病院倫

理審査委員会の承認を得て研究を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

1) 処遇終了割合の施設間比較：入院医療機関

ごとの処遇終了、通院処遇移行の割合を表 2 に

示す。カイ 2 乗検定による群間比較の結果、有

意な連関が認められた（χ2(自由度 = 31) = 9

4.99，p < 0.001，Cramer’s V = 0.180）。残

差分析の結果、再匿名化施設コード 101、10

4、113 の 3 施設が有意に処遇終了が多く、再

匿名化施設コード 103、110、119、131、132 の

5 施設が有意に処遇終了が少なかった。表 2 で

は処遇終了の多い 3 施設の再匿名化施設コード

を太字で、処遇終了の少ない 5 施設の再匿名化

施設コードに下線をつけて示した。処遇終了の

有意に多い施設の処遇終了率は 31.3％、27.

5％、25.7％であり、有意に少ない施設の処遇

終了率は 0.0％、3.9％、7.4％、7.6％、8.8％

であった。なお表 2 では各施設の退院者数が大

きく異なり、処遇終了の割合が高くとも有意と

なっていない施設もある。処遇終了・通院処遇

移行の実数は施設の特定につながるため示さな

い。 

2) 処遇終了-医療なし、処遇終了-通院、処遇

終了-入院それぞれの割合の施設間比較：入院

医療機関ごとの処遇終了‐医療なし、処遇終了

‐通院、処遇終了‐入院、通院処遇移行の 4 群

の割合を表 3 に示す。表 3 では、前項の解析で

処遇終了率の高かった施設のコードを太字、処

遇終了率が低かった施設のコードに下線をつけ

て示した。また処遇終了-入院と通院処遇移行

の割合の比較 4)にて処遇終了-入院の多かった

施設の処遇終了-入院率を太字で、処遇終了-入

院の少なかった施設の処遇終了-入院率に下線

をつけて示した。処遇終了-医療なしは 2,993

例のうち 34 例に留まり、施設間比較を行うと

すべての施設で期待度数が 5 未満となり、カイ

2 乗検定が不適となった。処遇終了-通院は総

数 145 例で、施設間比較では 20 施設が期待度

数 5 未満でカイ 2 乗検定が不適となった。表 3

より処遇終了全体の割合が有意に多い 3 施設の

うち 2 施設（再匿名化施設コード：104、113）

が処遇終了-入院の割合では有意でなく、処遇

終了-通院の割合がそれぞれ 13.5％、9.9％と

なった。しかし処遇終了-通院が施設間比較に

耐えるには n が不足し、検定結果としては示せ

ない。 

3) 通院処遇移行までの日数の施設間比較：通

院処遇移行までの日数の施設間比較の結果を表

4 に示す。平均日数は 675.2 日から 1,417.3 日
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まで分布、表 4 では通院処遇移行までの日数の

短い順に施設の値を示した。ルビーン検定（F 

= 3.960, 自由度 = 31, p < 0.001）により等

分散性が棄却され、Welch 検定の結果（自由度

 ＝ 31, F = 6.259, p < 0.001）、施設間の有

意差を認めた。多重比較(tukey)では、各施設

の n の違いもあって結果は一様ではなく、通院

処遇移行までの日数平均 675.2 日の施設（再匿

名化施設コード=130）は通院処遇移行までの日

数平均が順に 1,109.7、1,112.6、1,135.2、1,

264.7（匿名化施設コード 110、102、101、12

4）の 4 施設より有意に短い、通院処遇移行ま

での日数平均 738.0 日の施設（再匿名化施設コ

ード=118）は通院処遇移行までの日数平均が順

に 981.3、1,057.0、1,069.7、1,109.7、1,11

2.6、1,135.2、1,264.7（再匿名化施設コード

123、129、107、110、102、101、124）の 7 施

設より有意に短い、等となっている。なお、通

院処遇移行までの日数平均が 1,417.3 となった

施設（再匿名化施設コード 109）は n が少な

く、多重比較にて有意差は認められなかった。

図 1 に各施設の通院処遇移行までの日数の分布

を示した。 

4) 処遇終了-通院と診断分類との連関：診断

分類ごとの処遇終了-医療なし、処遇終了-通

院、処遇終了-入院と通院処遇移行の 4 群のカ

イ 2 乗検定結果を表 5 に示す。処遇終了-医療

なしは F2（精神病性障害）以外すべて期待度

数が 5 未満、処遇終了-通院も多くの診断分類

で期待度数 5 未満でありカイ 2 乗検定が不適で

あった。先行研究 4)との比較のため F0、F1、F

2、F3（気分障害）、F7 を残してカイ 2 乗検定

を行った（表 6）。その結果、有意な連関を認

めた（χ2(自由度 = 8) = 236.5，p < 0.001，

Cramer’s V = 0.205）。期待度数 5 未満は 3 セ

ル（全体の 20％）に留まり、残差分析の両側 p

値から全ての診断分類で有意な連関が示され

た。F0 と F7 は処遇終了-通院と処遇終了-入院

が共に多く、通院処遇移行が少ない。F1 は処

遇終了-通院が多く、通院処遇移行が少ない。F

2 は処遇終了-通院と処遇終了-入院が少なく、

通院処遇移行が多い。F3 は処遇終了-入院が少

なく、通院処遇移行が多い。 

5) 施設単位調査項目間の関連：対象 2 とし

て、令和 5 年 7 月時点で稼働中の医療観察法指

定入院医療機関全 35 施設から調査票の回答を

得た。うち 2 施設は平均在院日数と隔離・拘束

実人員数が未算出、3 施設はクロザピン

（Clozapine:以下、CLZ）処方率・クロルプロ

マジン（Chlorpromazine:以下、CP）換算・通

院処遇移行率・処遇終了率が未算出で、n が 33

ないし 32 となった。利活用研究事業事務局か

らパフォーマンス指標として示される、平均在

院日数・隔離実人員・拘束実人員・CLZ 処方

率・CP 換算・通院処遇移行率・処遇終了率の

各指標の記述統計量を表 7 に示す。表 7 中、平

均在院日数と通院処遇移行率、処遇終了率は令

和 2 年 1 月～令和 4 年 12 月の 3 年間の集計で

あり、平均在院日数は病院報告方式平均在院日

数 5)である。各指標に正規性の検定をおこなっ

たところ平均在院日数・隔離実人員・拘束実人

員・CLZ 処方率は正規性が棄却された。 

各施設の平均在院日数と処遇終了率を散布図

に示す(図 2)。処遇終了率の算出されていない

施設を除外し、横軸に平均在院日数、縦軸に処

遇終了率をとった。表 7 に示した、平均在院日

数・処遇終了率それぞれの第 1 四分位（平均在

院日数の短い方、処遇終了率の低い方 25％）、

中央値、第 3 四分位（平均在院日数の長い方、

処遇終了率の多い方 25％）を図中に線で示し

た。平均在院日数の正規性が棄却されたため平

均・標準偏差ではなく中央値と第 1・第 3 四分

位点を用いた。処遇終了率は正規性が維持され

たが、平均在院日数に合わせて表記した。 

 利活用研究事業事務局からパフォーマンス指

標として示される各指標と、本調査にて収集し

たデータ（表 1）のうち量的な指標とのスピア

マンの順位相関係数を表 8 に示す。転院トライ
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アル（他院での治療困難のための転院）は実施

が全体で 4 件のみのため除外した。病院本体の

施設基準のうち、地域移行強化病棟は算定施設

がなく、CLZ 処方は全施設で実施可能であった

ため除外した。表 8 より平均在院日数と処遇終

了率に対し順位相関係数が 5％水準で有意とな

った変数を下記に記す。 

 平均在院日数：CP 換算（正の相関）、地元自

治体でのネットワーク研修、保護観察所との合

同の企画、通院処遇の有無、通院処遇事例数、

依存症入院管理加算、児童・思春期精神科入院

医療管理料、施設基準の種類数（以上、負の相

関）。 

 処遇終了率：倫理会議頻度、病院全体の病床

数、医療観察法病棟を除いた病棟数（以上、正

の相関）、通院処遇移行率、看護師の女性割合

（以上、負の相関）。 

このうち変数が連続値でなく有無を 1,0 とし

たダミー変数の分析について群間比較した。平

均在院日数は表 7 のように正規性が棄却された

ため、ブルンナー＝ムンツェル検定で要因ごと

に群間比較した(表 9)。令和 4 年 4 月～令和 5

年 3 月までの 1 年間の通院処遇実施の有無は、

ダミー変数による順位相関係数は 5％水準で有

意となったが、表 9 のブルンナー＝ムンツェル

検定では、通院処遇あり施設(n=25)と通院処遇

なし施設(n=8)の平均在院日数の有意差はなか

った。地元自治体でのネットワーク研修、保護

観察所との合同の企画はいずれも実施施設が非

実施施設より平均在院日数が有意に短かかっ

た。施設基準では依存症入院医療管理加算、児

童・思春期精神科入院医療管理料について各々

算定している施設が算定していない施設より平

均在院日数が短くなった。 

 処遇終了率との順位相関が有意となった要因

のうち、倫理会議頻度は月 1～2 回と答えた施

設が 1 施設のみ、2 回が 17 施設、1 回が 15 施

設であった。月 1～2 回と答えた施設を除き、

月 2 回施設と 1 回施設とを比較したところ 2 回

施設の処遇終了率は平均 20.5%、SD = 8.26、1

回施設は平均 10.9％、SD = 11.1、分散分析の

結果（自由度 = 1, F = 7.59, p = 0.010）倫

理会議頻度月 1 回施設の方が、月 2 回実施して

いる施設より処遇終了率が低かった。  

6) パフォーマンス指標の活用方法：対象 2 と

して指定入院医療機関に調査した内容のうち、

パフォーマンス指標の活用方法について「閲覧

することはない」「存在を知らない/知らなかっ

た」「指標を受け取った者による確認のみ」「病

棟内で共有している」の 4 択で回答を得た結果

を図 3 のグラフに示す。35 施設中、2 施設はパ

フォーマンス指標が未算出、2 施設が「存在を

知らない／知らなかった」と答えた。「閲覧す

ることはない」と答えた施設はなく、77％にあ

たる 27 施設が「病棟内で共有している」と答

えた。27 施設の共有の範囲は「病棟管理者」

「コアなメンバー」「全職員」「その他」の 4 択

から表 10 のように分布した。パフォーマンス

指標を全職員で共有していると答えた 10 施設

と他の施設について、ブルンナー＝ムンツェル

検定で平均在院日数の差を調べたところ、有意

な差が認められ（W（正規近似） = 1.982, p =

 0.047）、全職員で共有している施設（n = 10,

 平均 = 1164.8, SD = 202.6）がその他の施設

(n = 23, 平均= 1408.8, SD = 478.5）より短

かった。処遇終了率は分散分析にて有意な差は

認められなかった(F = 0.208, ｐ = 0.652)。 

 パフォーマンス指標を「医療の改善のために

用いている」として記載された具体的な方法か

ら、「ない」「現時点では有効活用されていな

い」との回答を除いた全 15 回答を表 11 に記

す。その記載中に特定の指標に触れているもの

が 9 施設あり、うち 3 施設が平均在院日数に、

4 施設が行動制限に、3 施設が CLZ 処方に触れ

ていた。CP 換算や通院処遇移行率/処遇終了率

に触れたものはなかった。 
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Ｄ．考察 

1) 通院処遇移行までの日数・平均在院日数の

施設差：令和元年 7 月 31 日までに医療観察法

入院処遇となり、令和 3 年 7 月 31 日までに通

院処遇へ移行した 2,451 例について、入院期間

の施設差を見ると表 4、図 1 のように平均 675.2

日から 1,417.3 日にまで分布する。最長の施設

は n の関係から有意差は認めないが、有意差の

生じた平均 1,264.7 日の施設と比較し 1.87 倍

の日数差がある。この差を埋めるための取り組

みがパフォーマンス指標の抽出、ピアレビュー

事業などを通じて続けられている。対象 2 の施

設単位調査では、パフォーマンス指標のデータ

(表 7)を各施設から収集して分析した。パフォ

ーマンス指標の平均在院日数は病院報告方式平

均在院日数 5)であり、表 4 の通院処遇に移行し

た対象者の日数とは異なる。処遇終了、入院継

続中の対象者の日数も含み、表 4 の値（退院者

実績平均日数）5)より長い。また表 4 の値が平

成 17 年から令和元年までの入院者の令和 3 年

時点での実績であるのに対し、表 7 の平均在院

日数は令和 2 年 1 月～令和 4 年 12 月の集計で

あり、収集期間も異なる。そのため単純な比較

はし難いが、表 7 の平均在院日数は最短 732.0

日から最長 2,846.0 日まで開きがある。対象 2

の施設単位調査は各施設の代表値であるため有

意性検定はできないが、平均在院日数の施設差

は依然として大きいと考えられる。 

2) 平均在院日数の短縮につながる要因：施設

単位調査項目間の関連を分析した結果、CP 換算

が多いほど平均在院日数が長かった（表 8）。相

関のため因果関係は不明だが、入院日数が延伸

した結果 CP 換算値が増えている可能性が考え

られる。村杉らの調査 6)で平均入院日数への影

響が示された外出・外泊頻度は順位相関係数

0.173 で有意な相関とはならず、月 1 回の 17 施

設とそれ以上の 3 施設とを合わせ、月 1 回未満

の 13 施設との群間比較を行っても、前者の平

均在院日数 1,369.8 日に対し後者の平均在院日

数 1,281.2 日で、有意差はなかった。村杉らの

調査 6)で治療プログラムの内容や実施状況と入

院日数との関連を認めなかったが、指定入院医

療機関が外出・外泊頻度を意識し、平均在院日

数の短縮を意識して務めた結果、10 年を経て外

出泊の影響は小さくなった可能性があげられる。

パフォーマンス指標を全職員で共有していると

答えた施設は他の施設より平均在院日数が短く、

医療の改善の意識が平均在院日数の短縮につな

がった可能性がある。一方で本研究から平均在

院日数の短縮につながると考えられる要因は、

表 8、表 9 より(1)地元自治体でのネットワーク

研修、(2)保護観察所との合同企画、(3)自施設

での通院処遇、(4)自施設での依存症入院医療管

理加算、(5)児童・思春期精神科入院医療管理料、

(6)算定している施設基準の種類の多さである。

いずれも医療観察法病棟内部のみの取り組みで

はなく、(1)院外の機関との医療観察法のネット

ワーク作りと(2)個々の対象者だけでない保護

観察所との協働、(3)指定入院だけでなく通院医

療機関としての取り組み、(4) (5) (6)病院本体

の依存症や児童・思春期に対する専門医療の多

様化である。言い換えれば医療観察法病棟の平

均在院日数の短縮のためには、医療観察法病棟

内の整備・医療観察法病棟内での治療に留まっ

ていては不十分であり、病院全体の機能の向上

と、医療観察法にかかわる通院の機能と地域機

関との連携の向上が求められる。 

3) 処遇終了の問題：令和元年 7 月 31 日まで

の期間に医療観察法入院処遇となった 2,993 例

のデータを用いた解析から、処遇終了-入院の

有意に多い 5 施設を認めた 4)。処遇終了全体で

は 3 施設が有意に処遇終了が多く、5 施設が有

意に処遇終了が少なかった。有意に少ない施設

は処遇終了率 0.0％～8.8％に、有意に多い施

設は処遇終了率 25.7％から 31.3％に分布し、

その差は大きい。施設単位調査で得られた令和

2 年 1 月～令和 4 年 12 月の集計では施設ごと

の処遇終了率は 0％から 38.7％にまで分布する
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（図 2）。図 2 との比較のため対象 1 の 2,993

例のデータに基づき、再匿名化施設コードから

施設の通院処遇移行までの日数（表 4）と処遇

終了率（表 2）を図 4 に散布図で示した。図 2

では病院報告方式平均在院日数が極端に長い施

設があり平均在院日数が分散する一方、図 4 で

通院処遇に移行した対象者だけの入院日数は相

対的に施設差が小さい。処遇終了率は図 4 で母

数が大きいため 0％の施設が減少し、施設差が

縮減する。しかし上述のように、少ない施設は

処遇終了率 0％～8.8％に留まるが、多い施設

は処遇終了率が 25.7％～31.3％にのぼる。 

施設単位調査項目間の関連を分析した結果、

処遇終了率に関連したのは(1)看護師の女性割

合、(2)倫理会議頻度、(3)病院全体の病床数、

(4)医療観察法病棟を除いた病棟数である。即ち、

(1)女性看護師が多いと処遇終了率が低い、(2)

ガイドライン通り月 2 回倫理会議をおこなって

いる施設は、月 1 回しか倫理会議をおこなわな

い施設より処遇終了が多い、(3) (4)病院本体が

大きいと処遇終了が多いという結果で、解釈が

困難である。パフォーマンス指標の共有は平均

在院日数には影響したが、処遇終了率には影響

しない。平均在院日数と処遇終了の相関は統計

的に有意ではなく、特に平均在院日数が短い方

25％に位置する施設であっても処遇終了率が多

い方 25％に位置する施設（図 2 左上の領域）が

2 施設ある。平均在院日数を中央値以下、処遇

終了を中央値以上に広げると 6 施設が該当する

（図 2）。「頻回/長期の行動制限を受けた対象者

の全国調査」4)では処遇終了-入院に影響する要

因として診断分類、入院時年代、頻回/長期の行

動制限、入院医療機関が抽出された。また本研

究では F1 で処遇終了-通院が有意に多いことが

示された。実際にどのような事例が処遇終了さ

れているか精査する必要があるが、処遇終了に

頼って早期退院をしているならば問題である。 

パフォーマンス指標の具体的活用方法（表 11）

に、処遇終了率に触れた回答がなかったが、指

定入院医療機関が処遇終了率の低下を意識して

いない懸念もあり、処遇終了の運用格差につい

て全国の課題として意識されたい。 

 

Ｅ．結論 

 処遇終了-入院の運用が入院医療機関によっ

て差がある 4)ことに加え、処遇終了率の施設差、

通院処遇に移行するまでの日数にも施設差が認

められた。施設単位調査によって医療観察法病

棟の平均在院日数に(1)地元自治体でのネット

ワーク研修、(2)保護観察所との合同企画、(3)

自施設での通院処遇事例数、自施設本体での(4)

依存症、(5)児童・思春期など(6)専門医療の種

類の多さが関連していることが分かり、医療観

察法病棟の平均在院日数の短縮のためには病院

全体の機能の向上と、医療観察法にかかわる通

院の機能と地域機関との連携の向上が求められ

る。一方で処遇終了率の施設差に影響する要因

は本研究の結果からは解釈が困難であり、パフ

ォーマンス指標の共有が処遇終了率の低下につ

ながっていなかった。入院期間が短期であるが

処遇終了率の高い施設もあり、処遇終了の問題

を全国の指定入院医療機関が共有する必要があ

る。今後、処遇終了申請の精査と、処遇終了運

用の問題の共有が求められる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

1．論文発表  

1) 壁屋康洋：医療観察法病棟での長期入院，

頻回/長期の行動制限,処遇終了－入院に関

する全国調査．精神科, 2023；43(1):84-

91. 

2) 壁屋康洋, 山本暢朋: 認知機能障害の仮装

を疑われた一症例. 精神科治療学, 2023; 

38(10): 1215-1221. 
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2．学会発表 

1) 壁屋康洋：入院医療から治療反応性の断

念？データから見る処遇終了-精神保健福

祉法入院の運用実態．シンポジウム 医療

観察法の治療反応性－法施行後の治療技術

の進歩を踏まえて．第19回日本司法精神医

学会大会, 東京, 2023.9.8 

2) 壁屋康洋，大鶴卓，久保彩子，前上里泰史，

諸見秀太，高尾碧，河野稔明，髙野真弘：

頻回/長期行動制限を受けた対象者の全国

調査（3）入院長期化・頻回/長期の行動制

限・処遇終了－精神保健福祉法入院への要

因探索． 第 77 回国立病院総合医学会, 広

島, 2023.10.21 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし 
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1. 2022年12月付パフォーマンス指標
1)平均在院日数（集計期間3年）　直近：2020年1月～2022年12月
2)行動制限
　隔離の1床あたり実施人数（実人員）2022年1月～2022年12月（1年）
　拘束の1床あたり実施人数（実人員）2022年1月～2022年12月（1年）
3)特殊療法　統合失調症（ICDコード：F2）におけるクロザピン処方率　2022年1月～2022年12月（1年）

抗精神病薬が処方・注射された対象者における1日量の平均値（CP換算・mg）2022年1月～2022年12月（1年）
4)転帰　退院者における転帰の構成割合　2020年1月～2022年12月（3年）

通院処遇への移行率 　処遇終了（裁判所の決定）率

2. パフォーマンス指標の活用方法
3. 2023年7月現在の医療観察法病棟の体制・運用
　1)病床数（予備病床含む）　　うち入院数
　2)入院中事例のうち、以下にあてはまる人数
　　　　退院予定地が貴院所在の都道府県内
　　　　医療観察法再入院事例

再処遇事例
　　　　転院トライアル（他院での治療困難のための転院）受入事例
　　　　MDT交代の取り組み（※職員の勤務異動とは関係なく、治療の膠着状態を改善する等の目的による担当MDTの交代）

　過去5年間での実施件数

　3)従事スタッフ数　職種別専従・専任人数、男女別人数
　4)対象者1名に対する担当Nsの数
　5)運営会議の頻度
　6)運営会議の職種別参加人数
　7)倫理会議の頻度
　8)倫理会議の外部委員の人数
　9)回復期・社会復帰期の対象者1人1ヶ月あたりの外出・外泊の回数（概数）
　10)退院申請時、裁判所での審判期日への対象者の出廷有無
　11)各事例でのMDT会議の開催頻度
　12)病棟内学習会の有無と年間頻度
　13)病棟理念（自由記載）
　14)病棟の年度目標、年度目標のための行動計画（自由記載）
　15)通院処遇への移行時に依存症回復者施設に入所した事例の有無
　16)地元自治体での医療観察法ネットワーク研修／会議の有無と参加施設
4. 退院促進に向けた工夫、自院の強み（自由記載）
5. クリティカルパス（クリニカルパス）の使用
6. 処遇終了の判断基準の有無と内容
7. 保護観察所・社会復帰調整官との連携
　1)社会復帰調整官の治療評価会議への参加有無と頻度
　2)各事例で社会復帰調整官が対象者と面接（Web含む）を行う頻度（概数）
　3)各事例で社会復帰調整官が担当MDTと意見交換（CPA会議・拡大MDT会議・ケア会議含む）を行う頻度（概数）
　4)保護観察所／社会復帰調整官との合同の企画／プログラム／研修会などの有無
  5)社会復帰調整官との連携のしやすさ（7件法）
　6)その他、保護観察所／社会復帰調整官との連携についての意見・課題（自由記載）
8. 2022年4月～2023年3月までの1年間の病院全体の状況
　1)刑事責任能力鑑定の入院有無
　2)医療観察法鑑定の入院有無
　3)医療観察法通院の事例有無、過去1年通院処遇事例数
　4)病院全体の病床数
　5)医療観察法病棟を除いた病棟数
　6)自院の有している施設基準・診療報酬加算
　7)自院での特殊療法（クロザピン処方、m-ECT）の可否
9. 自院医療観察法病棟で入院長期化の要因と考えられるもの（自由記載）

CP:Chlorpromazine
MDT:Multi-Disciprinaly Team
CPA:Care Programme Approach

m-ECT:Modified Electro Convulsive Therapy

表1　医療観察法指定入院医療機関施設単位調査の調査項目
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処遇終了 通院処遇

101 31.3% 68.8%

102 12.2% 87.8%

103 8.8% 91.2%

104 25.7% 74.3%

105 24.3% 75.7%

106 11.1% 88.9%

107 20.0% 80.0%

108 22.2% 77.8%

109 0.0% 100.0%

110 3.9% 96.1%

111 21.4% 78.6%

113 27.5% 72.5%

114 12.0% 88.0%

115 14.9% 85.1%

116 12.2% 87.8%

117 11.1% 88.9%

118 21.5% 78.5%

119 7.4% 92.6%

120 15.9% 84.1%

121 21.3% 78.7%

122 18.0% 82.0%

123 13.4% 86.6%

124 28.1% 71.9%

125 25.0% 75.0%

126 13.9% 86.1%

127 19.7% 80.3%

128 13.0% 87.0%

129 19.6% 80.4%

130 8.3% 91.7%

131 0.0% 100.0%

132 7.6% 92.4%

133 24.0% 76.0%

合計 16.7% 83.3%

χ2(自由度 = 31) =  94.99，p < 0.001
Cramer’s V  = 0.180

再匿名化

施設コード

転帰

表2　入院医療機関（再匿名化コード）ごとの
処遇終了と通院処遇の2群比較
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処遇終了

－医療なし

処遇終了

－通院

処遇終了

－入院

通院処遇移

行

101 0.0% 4.2% 27.1% 68.8%

102 0.0% 2.7% 9.5% 87.8%

103 1.1% 2.8% 5.0% 91.2%

104 1.4% 13.5% 10.8% 74.3%

105 0.0% 8.1% 16.2% 75.7%

106 0.0% 0.0% 11.1% 88.9%

107 1.3% 2.5% 16.3% 80.0%

108 0.0% 2.2% 20.0% 77.8%

109 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

110 2.0% 2.0% 0.0% 96.1%

111 4.0% 3.2% 14.3% 78.6%

113 2.8% 9.9% 14.8% 72.5%

114 1.2% 2.4% 8.4% 88.0%

115 0.0% 9.1% 5.8% 85.1%

116 4.1% 0.0% 8.2% 87.8%

117 0.0% 0.0% 11.1% 88.9%

118 0.5% 3.6% 17.4% 78.5%

119 0.0% 2.1% 5.3% 92.6%

120 1.3% 6.4% 8.3% 84.1%

121 0.9% 10.2% 10.2% 78.7%

122 1.0% 5.2% 11.9% 82.0%

123 1.2% 3.7% 8.5% 86.6%

124 6.3% 9.4% 12.5% 71.9%

125 0.0% 0.0% 25.0% 75.0%

126 1.4% 6.9% 5.6% 86.1%

127 1.6% 6.6% 11.5% 80.3%

128 0.0% 13.0% 0.0% 87.0%

129 1.1% 6.5% 12.0% 80.4%

130 0.0% 8.3% 0.0% 91.7%

131 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

132 1.7% 1.7% 4.2% 92.4%

133 0.0% 0.0% 24.0% 76.0%

合　計 1.2% 4.9% 10.7% 83.3%

再匿名化

施設コード

転帰

表3　入院医療機関（再匿名化コード）ごとの処遇終了-医療なし、
処遇終了-通院、処遇終了-入院と通院処遇移行の4群比較
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再匿名化

施設コード 平均 標準偏差(SD)

130 675.2 178.6

131 682.3 172.0

118 738.0 413.0

133 746.3 221.6

114 758.0 385.2

103 779.6 488.9

120 795.9 398.2

119 832.1 460.2

104 857.5 412.4

105 873.5 316.7

106 895.4 225.7

132 911.2 469.0

127 920.0 546.9

122 923.3 384.6

115 924.2 471.3

111 931.8 533.4

113 950.2 420.1

121 956.8 448.2

125 961.7 472.4

128 979.9 436.5

126 980.2 422.3

123 981.3 695.7

116 1015.2 352.3

108 1035.7 387.3

129 1057.0 718.6

107 1069.7 556.9

117 1084.2 490.0

110 1109.7 563.5

102 1112.6 637.0

101 1135.2 490.3

124 1264.7 776.2

109 1417.3 844.5

Welch検定（自由度 ＝ 31）F  = 6.259, p  < 0.001

表4　入院医療機関（再匿名化コード）ごとの
通院処遇移行までの日数
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処遇終了

－医療なし

処遇終了

－通院

処遇終了

－入院

通院処遇

移行
合計

3 8 41 34 86

3.5% 9.3% 47.7% 39.5% 100.0%

8 24 19 155 206

3.9% 11.7% 9.2% 75.2% 100.0%

12 80 218 2017 2327

0.5% 3.4% 9.4% 86.7% 100.0%

3 9 11 175 198

1.5% 4.5% 5.6% 88.4% 100.0%

0 4 1 9 14

0.0% 28.6% 7.1% 64.3% 100.0%

0 1 0 3 4

0.0% 25.0% 0.0% 75.0% 100.0%

4 7 3 9 23

17.4% 30.4% 13.0% 39.1% 100.0%

1 6 13 11 31

3.2% 19.4% 41.9% 35.5% 100.0%

0 4 7 35 46

0.0% 8.7% 15.2% 76.1% 100.0%

2 0 0 2 4

50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 100.0%

1 2 1 1 5

20.0% 40.0% 20.0% 20.0% 100.0%

34 145 314 2451 2944

1.2% 4.9% 10.7% 83.3% 100.0%

期待度数

処遇終了

－医療なし

処遇終了

－通院

処遇終了

－入院

通院処遇

移行

F0 0.99 4.24 9.17 71.60

F1 2.38 10.15 21.97 171.50

F2 26.87 114.61 248.19 1937.32

F3 2.29 9.75 21.12 164.84

F4 0.16 0.69 1.49 11.66

F5 0.05 0.20 0.43 3.33

F6 0.27 1.13 2.45 19.15

F7 0.36 1.53 3.31 25.81

F8 0.53 2.27 4.91 38.30

F9 0.05 0.20 0.43 3.33

G 0.06 0.25 0.53 4.16

太字：期待度数5未満

F3

気分障害

F7

知的障害

G

てんかん等

合計

主診断分類

F6

パーソナリティ障害圏

F5

身体関連障害

F4

不安障害圏

F9

行動・情緒障害

F8

発達障害

主診断分類 F0

器質性精神障害

F1

物質関連障害

F2

精神病性障害

表5　診断分類ごとの処遇終了-医療なし、処遇終了-通院、処遇終了-入院と通院処遇移行の4群比較
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処遇終了－

通院

処遇終了

－入院

通院処遇

移行
合計

8 41 34 83

9.6% 49.4% 41.0% 100.0%

24 19 155 198

12.1% 9.6% 78.3% 100.0%

80 218 2017 2315

3.5% 9.4% 87.1% 100.0%

9 11 175 195

4.6% 5.6% 89.7% 100.0%

6 13 11 30

20.0% 43.3% 36.7% 100.0%

127 302 2392 2821

4.5% 10.7% 84.8% 100.0%

期待度数

処遇終了－

通院

処遇終了

－入院

通院処遇

移行

F0 3.74 8.89 70.38

F1 8.91 21.20 167.89

F2 104.22 247.83 1962.95

F3 8.78 20.88 165.35

F7 1.35 3.21 25.44

残　差

処遇終了－

通院

処遇終了

－入院

通院処遇

移行

F0 4.263 32.114 -36.378

F1 15.086 -2.197 -12.889

F2 -24.220 -29.831 54.051

F3 0.221 -9.876 9.654

F7 4.649 9.788 -14.438

調整済み標準化残差（両側P値）

処遇終了－

通院

処遇終了

－入院

通院処遇

移行

F0 0.0220 P < 0.001 P < 0.001

F1 P < 0.001 0.6005 0.0082

F2 P < 0.001 P < 0.001 P < 0.001

F3 0.9369 0.0178 0.0460

F7 P < 0.001 P < 0.001 P < 0.001

χ2(自由度 = 8) =  236.5，p < 0.001
Cramer’s V  = 0.205

F3

気分障害

表6　診断分類ごとの処遇終了-通院、処遇終了-入院と通院処遇移行の3群比較

主診断分類

（少数削除）

F0

器質性精神障害

F1

物質関連障害

F2

精神病性障害

F7

知的障害

合計

主診断分類

（少数削除）

主診断分類

（少数削除）

主診断分類

（少数削除）
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平均在院
日数 CLZ処方率 CP換算

通院処遇
移行率 処遇終了率

パフォーマンス指標

平均在院日数 1.000 -0.082 0.037 0.068 0.502 ** -0.104 0.216

隔離実人員 -0.082 1.000 -0.040 0.007 -0.035 0.177 -0.165

拘束実人員 0.037 -0.040 1.000 0.090 0.022 -0.356 0.317

CLZ処方率 0.068 0.007 0.090 1.000 -0.091 0.127 -0.057

CP換算 0.502 ** -0.035 0.022 -0.091 1.000 0.050 0.059

通院移行率 -0.104 0.177 -0.356 * 0.127 0.050 1.000 -0.941 **

処遇終了率 0.216 -0.165 0.317 -0.057 0.059 -0.941 ** 1.000

医療観察法病棟の体制・運用

病床数 -0.037 -0.295 0.330 0.098 0.149 -0.135 0.067

地元都道府県内対象者割合 -0.003 -0.378 * -0.099 -0.217 -0.013 0.024 -0.023

再入院対象者入院数 -0.167 -0.062 0.387 0.453 ** -0.153 -0.032 -0.005

再処遇対象者入院数 -0.211 -0.157 0.240 -0.012 0.004 -0.040 0.023

再入院または再処遇対象者の割合 -0.143 -0.136 0.485 ** 0.287 -0.071 -0.130 0.135

MDT交代の取り組み　過去5年間実施件数 -0.190 0.086 0.128 -0.042 0.257 -0.195 0.191

Ns女性割合 -0.056 -0.017 -0.056 0.089 -0.034 0.411 * -0.466 **

倫理会議頻度 -0.010 -0.250 0.303 -0.291 0.022 -0.489 ** 0.501 **

外出・外泊　1ヶ月あたり回数 0.173 0.102 0.011 0.439 * 0.089 0.105 -0.059

審判期日の対象者の出廷有無 0.055 -0.045 0.224 -0.122 0.041 -0.116 0.099

MDT会議開催頻度 -0.083 -0.068 -0.366 * -0.049 -0.177 0.313 -0.312

病棟内学習会年回数 -0.025 0.217 0.145 -0.071 -0.097 -0.186 0.128

回復者施設入所有無 -0.132 0.118 0.239 0.146 0.018 -0.004 -0.113

地元自治体ネットワーク研修有無 -0.376 * -0.285 -0.112 0.091 -0.322 -0.244 0.176

クリティカルパス使用有無 0.192 0.084 0.493 ** 0.380 * 0.081 0.014 0.044

保護観察所・社会復帰調整官との連携

社会復帰調整官の治療評価会議参加有無 0.071 0.197 -0.038 0.276 0.038 0.335 -0.304

社会復帰調整官の治療評価会議への参加頻度 0.135 0.154 0.047 0.357 * 0.063 0.231 -0.190

社会復帰調整官の面接頻度 -0.235 -0.094 0.048 0.039 -0.092 -0.070 0.027

調整官とMDTとの意見交換頻度 0.105 0.253 -0.112 0.140 0.118 -0.016 0.115

保護観察所合同企画有無 -0.352 * 0.196 -0.048 0.357 * -0.182 -0.110 0.117

社会復帰調整官との連携のしやすさ（7件法） 0.197 0.089 -0.275 0.198 -0.058 0.146 -0.079

責任能力鑑定入院有無 -0.014 -0.240 0.173 0.045 -0.290 -0.102 0.019

医療観察法鑑定入院有無 -0.204 -0.080 -0.047 0.084 -0.131 -0.128 0.082

通院処遇の有無 -0.490 ** 0.045 -0.292 0.213 -0.184 0.145 -0.172

指定通院医療機関実施有無 -0.266 0.111 -0.283 0.290 0.110 0.204 -0.134

通院処遇事例数 -0.464 * 0.126 -0.118 0.489 ** -0.295 0.045 -0.033

病院全体の病床数 0.175 -0.310 0.023 0.039 0.148 -0.421 * 0.364 *

医療観察法病棟を除いた病棟数 0.162 -0.243 -0.158 0.104 0.024 -0.431 * 0.383 *

m-ECT実施可否 -0.163 -0.153 -0.108 0.208 0.130 0.234 -0.160

精神科救急病棟 -0.106 0.086 -0.116 -0.082 -0.185 -0.029 0.021

精神科急性期治療病棟 -0.132 -0.223 -0.004 0.004 -0.117 -0.079 -0.015

依存症入院医療管理加算 -0.399 * -0.039 0.062 -0.107 -0.059 0.176 -0.214

児童・思春期精神科入院医療管理料 -0.386 * -0.045 -0.072 -0.082 -0.532 ** 0.065 -0.144

摂食障害入院管理加算 -0.193 -0.388 * 0.004 -0.256 0.075 0.016 -0.121

認知症疾患医療センター -0.118 -0.070 0.155 -0.146 -0.139 0.029 0.033

重度心身障害児（者）病棟 0.076 -0.104 0.203 0.181 0.169 -0.230 0.245

地域移行実施加算 -0.045 0.157 0.017 0.098 0.156 -0.071 0.020

施設基準種類数 -0.376 * -0.197 0.021 -0.087 -0.217 0.091 -0.167

*:P<0.05 **:P<0.01

CLZ:Clozapine

CP:Chlorpromazine

MDT:Multi-Disciplinary Team

m-ECT:Modified Electro Convulsive Therapy

表8　施設単位調査各指標間の順位相関係数

自院の有している施設基準・診療報酬加算

2022年4月～2023年3月までの1年間の病院全体の状況

拘束
実人員

隔離
実人員
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  図3　パフォーマンス指標の活用の方法

00, 0%

2, 6%

4, 11%

27, 77%

2, 6%

A 閲覧することはない

B 存在を知らない／知らなかった

C 指標を受け取った者による確認のみ

D 病棟内で共有している

パフォーマンス指標未算出

表10　パフォーマンス指標の共有の範囲

共有範囲 施設数

a)病棟管理者 3施設

b)コアなメンバー 11施設

c)全職員 10施設

d)その他 3施設

表11　指標を医療の改善のために用いている具体的な方法（回答施設=15）

パフォーマンス指標活用の具体的方法 対象とする指標

平均在院日数は全国平均よりも短くなっているため、さらなる短縮のために、入院当初から戦略的に
取り組み、長期入院等に関しては、カンファレンス等で対策を検討することにつながっている。隔離
拘束に関しては、最小化につなげられていない

平均在院日数，行
動制限

各チーム担当が受け持ち患者のデータについて理解し治療に活かしている 不特定

隔離等、行動制限が全国平均より上回っている。行動制限認定看護師へコンサルと、週に1回、多職種
（チーム以外）が入ったカンファレンス実施

行動制限

クロザピン導入の検討対象者について、退院支援についても毎週治療評価会議で検討。 クロザピン処方

平均値と自院を比較し、下回っている項目は積極的に改善を働きかけている 不特定

運営会議の中で共有を行い、今後のあり方を検討する。長期入院者に対する申立ての考えを改めて裁
判所にも長期入院者への対応について介入してもらう

平均在院日数

行動制限、特に拘束が長期化するケースがあった。行動制限最小化のためカンファレンスを実施した 行動制限

隔離拘束カンファを実施し、短縮に向けて 行動制限

具体的な方法はありません。全国的な水準と比べ、当院の課題（入院の長期化など）を認識し、次年
度の目標とする

不特定

運営会議でクロザピンの処方率の低さについて話し合い、積極的に導入していく方針となった クロザピン処方

長期入院している対象者に対して、退院が促進できるように多職種チームで話し合い、改善できるよ
うに取り組んでいる

平均在院日数

上記資料を院内でもミーティング等で活用 不特定

他の医療機関と比較のために用いている 不特定

治療評価会議参加メンバー共有時に適正な医療が行われているかをMDT以外のスタッフを交えて改めて
評価する機会にする

不特定

クロザピン導入に向けては全国的な使用状況の把握には役立つ。医療観察法の全国的に行われている
治療の平均が知れる（目標とするべき？）

クロザピン処方

MDT:Multi-Disciplinary Team
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図4　対象1：利活用研究事業データによる通院移行までの日数平均・処遇終了率（％）による入院医療機関の散布図
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令和 5年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における退院後支援に資する研究 

分担研究報告書 

 

医療観察法に必要な人材育成に関する研究 

 

研究分担者 賀古 勇輝  北海道大学病院附属司法精神医療センター 

 

研究要旨： 

本研究は、医療観察法指定入院医療機関や指定通院医療機関、相談支援事業所、グループホーム、

就労支援事業所、大学の精神医学を担当する教室、精神科専門研修プログラムの基幹施設に対してア

ンケート調査を実施し、医療観察法医療や司法精神医学に関して現在行われている教育・研修の実態

と望まれる教育・研修について明らかにすることを目的としている。 

対象は、指定入院医療機関（全 35施設）、指定入院医療機関の医療従事者、指定通院医療機関（病

院・診療所全 697施設、訪問看護ステーション全 693施設）、相談支援事業所（57施設）、就労支援事

業所（25 施設）、グループホーム（28 施設）、大学で精神医学を担当する教室（全 90 施設）、精神科

専門研修プログラム基幹施設（大学と合わせて全 242施設）とした。アンケート調査への依頼文書を

郵送し、Google○Rフォームでアンケートを実施した。合わせて 1,777 施設に依頼し、321 施設からの

回答が得られ、指定入院医療機関の医療従事者 352名からの回答が得られた。 

指定入院医療機関の調査では、新任者に対する教育・研修が 67％で実施されていた。医療従事者

（新任者に限らず）に対する施設内での教育・研修が 67％で実施されていたが、不定期開催が大部分

で、時間や人員の制約から十分な教育・研修は行われていなかった。医療従事者が自身に不足してい

ると感じるものとして、アセスメント能力やトラウマ関連、医療観察制度の概要・理念、発達障害、

パーソナリティ、面接技術、治療プログラムなどが挙げられた。 

指定通院医療機関（病院・診療所）と地域の支援機関（訪問看護ステーション、相談支援事業所、

就労支援事業所、グループホーム）の調査では、施設内での教育・研修を行っている施設はそれぞれ

17％と 22％にとどまり、施設外の研修への参加者も少なく、教育・研修の機会は非常に乏しかった。

指定通院医療機関（病院・診療所）から指定入院医療機関に対して求めるものとしては、病棟と地域

とのギャップを理解して治療・ケアに当たることを望む意見が最多であった。 

大学で精神医学を担当する教室の調査では、医学生に対して医療観察法の講義を行っているのは

69％で、単回の講義が大多数であり、実地研修はほとんど行われていなかった。精神科専門研修プロ

グラム基幹施設の調査では、専攻医に対して医療観察法の講義を行っているのは 23％で、実地研修が

行われているのは 13％のみであった。 

時間や人員の制約を克服するために、オンライン・オンデマンド研修や全施設共通の導入研修、系

統的な教育システムの構築を望む声が多数寄せられた。 
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Ａ．研究目的  

「心神喪失等の状態で重大な他害行為を

行った者の医療及び観察等に関する法律

（以下、医療観察法）」による医療は、指定

入院医療機関と指定通院医療機関（病院・

診療所、訪問看護ステーションなど）が中

心となって行われており、保護観察所の社

会復帰調整官や相談支援事業所職員、共同

生活援助事業所（以下、グループホーム）

職員、就労支援事業所職員などの地域の支

援者が多数関わっている。  

医療観察法医療では一般の精神医療に比

して重症かつ難治性の患者が多く、自傷他

害のリスクも高く、他害行為に対する内省

を促したり、地域との強固な連携体制を構

築したりしなければならないという特殊性

があり、再他害行為を防止しつつ社会復帰

を促進させるという本法の目的を達成する

ためには、関わる医療者や地域の支援者に

は高度な知識と技術が求められる。しかし、

医療観察法医療に携わる者に対する十分な

教育体制や研修システムは整備されていな

いのが現状である。 

医療観察法医療は、豊富な人的、物的資

源のもと、多職種協働による心理・社会的

療法、指定入院医療機関と地域関係者によ

るケア会議などが実践されている。  

本研究は、医療観察法指定入院医療機関

や指定通院医療機関、相談支援事業所、グ

ループホーム、就労支援事業所、大学の精

神医学を担当する教室、精神科専門研修プ

ログラムの基幹施設に対してアンケート調

査を実施し、医療観察法医療や司法精神医

学に関して現在行われている教育・研修の

実態と望まれる教育・研修について明らか

にすることを目的としている。  

 

Ｂ．研究方法  

1. 調査対象  

対象は、令和 5 年 4 月 1 日時点の全国の

指定入院医療機関（全 35 施設）の代表者、

指定入院医療機関の医療従事者、指定通院

医療機関（病院・診療所）（全 697 施設）の

代表者、指定通院医療機関（訪問看護ステ

ーション）（全 693 施設）の代表者、指定入

院医療機関から情報提供された相談支援事

業所（57 施設）、就労支援事業所（25 施設）、

グループホーム（28 施設）、大学で精神医

学を担当する教室（全 90 施設）の代表者、

精神科専門研修プログラム基幹施設（大学

と合わせて全 242 施設）の代表者のうち、

調査に同意の得られた者である。  

2. 調査項目  

1) 指定入院医療機関 

・過去 1 年間での教育・研修の状況  

・医療観察法病棟への新任者に対する施

設内での教育・研修 

・医療従事者への施設内での教育・研修  

・医療従事者への施設外での研修  

・教育・研修の実施に関する課題  

・その他、教育・研修に関する意見  

2) 指定入院医療機関の医療従事者  

・開棟前研修（医療観察法病棟開設前に実

施される研修）の受講歴、満足度  

・医療観察法病棟への新任者に対する施設

内での教育・研修の受講歴、満足度  

・指定入院医療機関従事者研修会参加歴  

・指定通院医療機関従事者研修会参加歴  

・過去 1 年間で経験した医療観察法・司法

精神医療の教育・研修 

・医療観察法病棟で勤務するにあたって自

身に現在不足していると感じる知識・経

験、自身に必要と思われる教育・研修  

・医療観察法病棟に従事する他の職種、社

会復帰調整官、指定通院医療機関、地域

の支援者（訪問看護師、グループホーム、

就労支援事業所、相談支援事業所）に対

して求めたい知識・経験、受けてもらい
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たい教育・研修 

・その他、医療観察法病棟医療従事者への

教育・研修に関する意見  

3) 指定通院医療機関（病院・診療所）  

・医療観察法通院処遇対象者数  

・医療観察法対象者を担当しうる医療スタ

ッフに対する教育・研修の実施状況  

・指定通院・入院医療機関従事者研修会に

参加歴のあるスタッフ数  

・過去 1 年間の医療観察法病棟医療従事者

の施設外での研修、施設内での教育・研修  

・指定通院医療機関医療従事者に対して求

めたい知識・経験、受けてもらいたい教

育・研修 

・教育・研修の実施に関する課題  

・指定入院医療機関、社会復帰調整官、地

域の支援者（訪問看護師、グループホー

ム、就労支援事業所、相談支援事業所）

に対して求めたい知識・経験、受けても

らいたい教育・研修 

・その他、指定通院医療機関医療従事者へ

の教育・研修に関する取り組みや意見  

4) 指定通院医療機関（訪問看護ステーショ

ン）、相談支援事業所、就労支援事業所、

グループホーム 

・これまでに受け入れた医療観察法通院処

遇対象者数 

・医療観察法対象者を担当しうるスタッフ

に対する教育・研修の実施状況  

・指定通院医療機関従事者研修会に参加歴

のあるスタッフ数（訪問看護ステーショ

ンのみ） 

・過去 1 年間の施設外での研修、施設内で

の教育・研修 

・教育・研修の実施に関する課題  

・医療観察法病棟に従事する他の職種、社

会復帰調整官、指定通院医療機関、地域

の支援者（訪問看護師、グループホーム、

就労支援事業所、相談支援事業所）に対

して求めたい知識・経験、受けてもらい

たい教育・研修 

・その他、教育・研修に関する取り組みや

意見 

5) 大学で精神医学を担当する教室  

・司法精神医学に関する学生に対する教

育・研修（精神鑑定、医療観察法、矯正

医療など）（過去 1 年間）  

・司法精神医学に関する教育・研修の実施

に関する課題 

・その他、司法精神医学に関する教育・研

修に関する取り組みや意見  

6) 精神科専門研修プログラム基幹施設  

・専攻医・研修医に対する司法精神医学に

関する教育・研修（精神鑑定、医療観察

法、矯正医療など）（過去 1 年間）（連携

施設での教育・研修も含む）  

・司法精神医学に関する教育・研修の実施

に関する課題 

・その他、司法精神医学に関する教育・研

修に関する取り組みや意見  

3. 調査方法  

指定入院医療機関、指定通院医療機関

（病院・診療所、訪問看護ステーショ

ン）、相談支援事業所、就労支援事業所、

グループホーム、大学で精神医学を担当す

る教室、精神科専門研修プログラム基幹施

設のそれぞれの代表者にアンケート調査の

依頼文書を郵送した。アンケート調査には

Google○R フォームを用い、依頼文書の中に

URL と QR コードを掲載し、説明文書を同

封し、アンケート調査への同意は Google○R

フォームの中で入力する形式とした。  

指定入院医療機関の医療従事者に対する

調査は、各機関の代表者から所属する医療

従事者に依頼文書を配布してもらった。  

4.データ解析  

Google○R フォームから入力されたデータ

をダウンロードし、選択項目はその比率を
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算出し、フリー入力項目は研究分担者が類

似の回答を集約して回答数を算出した。 

 

（倫理面への配慮）  

本研究は北海道大学病院生命・医学系研

究倫理審査委員会より承認を得て実施して

いる（実施許可番号：指 023-0305）。  

 

Ｃ．研究結果  

1) 指定入院医療機関の調査（図 1）  

 全国の指定入院医療機関 35 施設中 27 施

設から回答を得た（回収率 77％）。  

 医療観察法病棟への新任者に対して過去

1 年間に行われた教育・研修については、

ありが 67％、なしが 33％であった。教育・

研修の内容としては、全職種で行っている

施設が多かったが、看護師中心の施設が

22％で、医師のみ除かれている施設も少数

存在した。方法は講義形式や動画視聴が大

多数で、ワークショップや抄読会が少数で

あった。時間は数時間以内が 28％、1 日間

（8 時間以内）が 17％、2 日間が 22％、3 日

以上が 33％であった。扱われた内容は、医

療観察制度全般、各職種の役割、リスクマ

ネジメント、セキュリティ、共通評価項目、

治療プログラム、CVPPP（包括的暴力防止プ

ロ グ ラ ム ）（ Comprehensive Violence 

Prevention and Protection Programme：以

下 CVPPP）、治療共同体、各種疾患、薬物療

法、チーム医療などであった。  

 医療観察法病棟に勤務する医療従事者

（新任者に限らず）に対して過去 1 年間に

施設内で行われた教育・研修については、

ありが 67％、なしが 33％であった。教育・

研修の内容としては、全職種で行われてい

る施設が多かったが、看護師のみの施設が

33％に上り、医師のみ除かれている施設も

少数存在した。方法は講義（オンライン含

む）が大多数で、ワークショップと動画視

聴、抄読会が少数であった。頻度は不定期

開催が 67％で、毎週開催が 17％、毎月開催

が 17％であった。扱われた内容は、CVPPP、

治療プログラム、医療倫理、認知行動療法、

クライシスプラン、ケースフォーミュレー

ション、トラウマインフォームドケア、オ

ープンダイアローグ、電気けいれん療法、

共通評価項目、作業療法、内省、精神鑑定、

成年後見制度などであった。  

 過去 1 年間に施設外での各種研修に参加

したスタッフの人数は、図 1 の通りである

が、医療観察法関連職種研修会への参加が

最も多くすべての施設が参加しており、次

いでブロック会議（医療観察法データベー

ス事業の一環として近年開始された会議）

が多かった。 

 教育・研修に関する意見としては、オン

ライン・オンデマンド研修や全施設共通の

導入研修、系統的な教育システムの構築を

望む声が多数寄せられた。  

2) 指定入院医療機関の医療従事者の調査

（図 2）  

 指定入院医療機関の医療従事者 352 名か

ら回答が得られた。 

 各種研修の参加歴としては、開棟前研修

が 20％、新任者に対する施設内での教育・

研修が 69％、指定入院医療機関従事者研修

会が 64％、指定通院医療機関従事者研修会

が 19％、過去 1 年間では医療観察法関連職

種研修会が 36％、医療観察法 MDT（Multi-

disciplinary team: 以下 MDT）研修が 22％、

ブロック会議が 21％などであった。 

 自身に現在不足していると感じる知識・

経験、自身に必要と思われる教育・研修に

ついては、アセスメント能力（ケースフォ

ーミュレーション、共通評価項目、アセス

メントツールなど）が最も多く、トラウマ

関連（トラウマインフォームドケア、愛着）、

医療観察制度の概要・理念、発達障害、パ
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ーソナリティ、面接技術（動機づけ面接、

オープンダイアローグ、ラポール形成など）、

治療プログラム（内省、認知行動療法、心

理教育など）、地域調整（社会資源、社会福

祉制度）、クライシスプラン、ケアコーディ

ネーター業務、CVPPP、薬物療法（クロザピ

ンなど）が多かった。 

 社会復帰調整官に対して求めたいものと

しては、コミュニケーション能力や MDT と

協働するスキルを挙げる意見が最も多く、

地域・家族との調整能力、指定入院医療機

関・精神科医療機関でのソーシャルワーク

経験、直接の支援者としての経験、医療福

祉制度の知識、面接技術、アセスメント能

力（ケースフォーミュレーション、共通評

価項目など）、トラウマインフォームドケア、

リカバリーの視点や倫理研修、基本的な精

神疾患の知識、クライシスプラン、治療プ

ログラムなどが挙げられた。また、社会復

帰調整官個々人の差や地域差を指摘する意

見が多数あった。 

 指定通院医療機関のスタッフに対して求

めたいものとしては、クライシスプランの

知識が最多で、治療プログラム、アセスメ

ント能力（ケースフォーミュレーション、

共通評価項目など）、医療観察制度の概要・

理念、トラウマインフォームドケア、リカ

バリーの視点などが挙げられた。  

 地域の支援者に対して求めたいものとし

ては、医療観察制度の概要・理念とクライ

シスプランが最多で、入院処遇の実際、ア

セスメント能力（ケースフォーミュレーシ

ョン、共通評価項目など）、トラウマインフ

ォームドケア、リカバリーの視点・スティ

グマ、基本的な精神疾患の知識などが挙げ

られた。 

3) 指定通院医療機関（病院・診療所）の調

査（図 3）  

全国の指定通院医療機関（病院・診療所）

697 施設中 94 施設から回答を得た（回収率

13％）。過去に通院処遇対象者を受け入れた

ことのある施設は 93％であり、1 名から最

多の 75 名までの幅があった。指定通院医療

機関従事者研修会に参加歴があるスタッフ

の在籍する施設は 85％であり、参加人数は

1 名から 30 名まで幅があった。  

過去 1 年間に施設外での各種研修に参加

したスタッフの人数は、図 3 の通りである

が、最も多くのスタッフが参加した医療観

察法関連職種研修会でも参加者のいる施設

は 41％にとどまっていた。過去 1 年間に施

設内で教育・研修が行われた施設は 17％に

とどまっていた。 

指定通院医療機関のスタッフに対して求

めたいものとしては、医療観察制度の概要

や処遇の流れが最多で、必要書類などの実

務的な知識、治療プログラム、地域連携、

クライシスプラン、トラウマインフォーム

ドケア、クロザピン、面接技術（動機づけ

面接、オープンダイアローグ）、ケースフォ

ーミュレーション、リスクアセスメント・

マネジメントなどが挙げられた。  

指定入院医療機関の MDT に対して求めた

いものとしては、病棟と地域とのギャップ

を理解した治療・ケアを挙げる意見が最多

であった。その他、クライシスプラン、共

通評価項目、面接技術（動機づけ面接、オ

ープンダイアローグ）、トラウマインフォー

ムドケア、薬物療法（クロザピン、副作用）

などが挙げられた。 

社会復帰調整官に対して求めたいものと

しては、精神医療・精神医学の基本的知識、

社会資源の活用方法や調整能力を挙げる意

見が最多であり、対象者への接し方、権利

擁護、トラウマインフォームドケア、指定

入院医療機関での勤務経験などが挙げられ

ていた。また、個々の社会復帰調整官によ

る方針や支援内容の差が大きいため共通の
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方針で業務をできるような研修を望む声が

多かった。 

教育・研修に関する意見としては、時間

や人員の制約があるため金銭的な支援がな

ければ教育・研修の充実させることは難し

いとの意見が多く、オンライン・オンデマ

ンド研修、処遇困難例の対応に関する研修、

指定入院医療機関からの引き継ぎに関する

研修、地域単位での研修などの必要性が挙

げられた。 

4) 地域の支援機関（訪問看護ステーショ

ン、相談支援事業所、就労支援事業所、グ

ループホーム）の調査（図 4）  

全国の指定通院医療機関（訪問看護ステ

ーション）693 施設中 82 施設から回答を得

た（回収率 12％）。相談支援事業所と就労

支援事業所、グループホームは依頼した

110 施設中 36 施設から回答を得た（回収率

33％）。過去に通院処遇対象者を受け入れた

ことのある施設は 91％であり（訪問看護ス

テーションのみでは 93％）、1 名から最多の

17 名までの幅があった。訪問看護ステーシ

ョンのなかで指定通院医療機関従事者研修

会に参加歴があるスタッフの在籍する施設

は 68％であり、参加人数は 1 名から 10 名

まで幅があった。 

過去 1 年間に施設外での各種研修に参加

したスタッフの人数は、図 4 の通りである

が、最も多くのスタッフが参加した医療観

察法関連職種研修会でも参加者のいる施設

は 39％にとどまっていた。  

通院処遇対象者の診療に携わる可能性の

あるスタッフに対して過去 1 年間に施設内

で教育・研修が行われた施設は 22％にとど

まっていた。 

5) 大学で精神医学を担当する教室の調査

（図 5）  

 大学で精神医学を担当する教室 90 施設

中 39 施設から回答を得た（回収率 43％）。 

 過去 1 年間の医学生に対する講義で医療

観察法を扱っている大学は 69％、精神鑑定

は 38％、矯正医療は 23％であり、医学生に

対する実地研修で医療観察法を扱っている

大学は 5％、精神鑑定は 3％、矯正医療は

0％であった。 

 医学生への教育についての意見としては、

講義のコマ数の問題や人員不足などから司

法精神医学にまで手が回っていない現状が

問題点として挙げられていた。  

6) 精神科専門研修プログラム基幹施設の

調査（図 6）  

精神科専門研修プログラム基幹施設（大

学病院も含む）242 施設中 83 施設から回答

を得た（回収率 34％）。 

過去 1 年間の専攻医・研修医に対する講

義で医療観察法を扱っている施設は 23％、

精神鑑定は 22％、矯正医療は 6％であり、

専攻医・研修医に対する実地研修で医療観

察法を扱っている大学は 13％、精神鑑定は

19％、矯正医療は 0％であった。  

教育・研修に関する意見としては、一般

臨床に重きを置かざるを得ず司法精神医学

の早期曝露ができていないこと、目先の診

療に追われて教育・研修のシステム作りが

できていないこと、働き方改革などもあり

司法精神医学、特に精神鑑定のようなとき

に時間外・施設外の研修が難しくなってい

る現状が問題点として挙げられていた。  

7) 教育・研修を実施するにあたっての課

題（図 7）  

 選択肢を提示して複数回答可とするアン

ケートであったが、どの施設属性において

も、施設内で教育・研修を実施する時間の

確保を課題として挙げている施設が 6 割を

超えていた。講師など人材の確保、人員不

足（施設外研修へ派遣する際の勤務者の確

保など）を半数前後の施設が挙げており、

次いで経費の確保が選ばれていた。施設属
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性では、指定入院医療機関がいずれの項目

でも課題として挙げる割合が高かった。  

 

Ｄ．考察  

1) 指定入院医療機関  

 指定入院医療機関は開設から時間が経過

している施設が多く、開棟前研修の経験者

は減っている。新任者に対する研修は 3 分

の 2 の施設で行われているが、実務的な研

修が多く、多忙さもあいまって、医療観察

法の理念や対象者理解、治療のための研修

は十分行われていない。一方、入職時に膨

大な机上研修を行っても、病棟業務を経験

していない中では十分な習得に至らないと

いう意見も多かった。 

指定入院医療機関の全職員に対する平素

の研修の実施状況は施設間格差が大きく、

全く行われていないか、単発の講義などに

とどまる施設が大部分で、定期的な研修を

行っている施設は 2 割程度である。  

新任者以外のスタッフも受けられる研修

が求められており、全国規模の研修会だけ

では機会が不十分で、多忙さや人員不足を

考慮すると全国共通の研修システムやオン

デマンド研修が望まれている。 

2) 指定通院医療機関（病院・診療所）  

大部分の指定通院医療機関では従事者研

修会受講者がいるが、継続的な研修に参加

するスタッフのいる施設や、自施設で研修

を行っている施設は非常に少ない。  

医療観察法自体が施設内で十分認知され

ていなかったり、症例が少なかったりする

ために経験するスタッフも少なく、そこに

研修や教育エフォートを避けない実情があ

るようであった。地域での研修が不足して

いることも問題として指摘された。 

指定入院医療機関への要望として、入院

処遇と通院処遇の圧倒的な差（人員や診療

報酬など）を理解した上で治療・ケアにあ

たってほしいとの意見が非常に多かった。 

指定通院医療機関に自前での研修を求め

るのは難しいと思われ、指定入院医療機関

や保護観察所などが主導しての研修の機会

の増加、もしくは全国共通の研修システム

が望まれる。 

3) 地域の支援機関  

 9 割以上の施設で通院処遇の対象者の受

け入れ経験があったが、医療観察法や司法

精神医療に関する教育・研修に参加してい

るスタッフは少なく、訪問看護ステーショ

ンに限ると通院処遇の対象者の受け入れ経

験がある施設が 93％であるにもかかわら

ず、従事者研修会の受講者が在籍していな

い施設が約 3 分 1 に上っていた。 

 教育・研修のニーズとしては、医療観察

制度全般についての知識を挙げた施設が大

多数であり、訪問看護ステーションでは指

定通院医療機関従事者研修会への参加が望

ましいとする意見が多かったが、時間や人

員の確保の難しさがあり、オンデマンド研

修のニーズが高かった。 

4) 大学・精神科専門研修プログラム基幹

施設  

 大学で医学生に対して医療観察法の講義

を行っている施設は約 3 分の 2 であり、精

神科系統講義の 1 コマである司法精神医学

の講義の中で触れている施設が大部分であ

る。実習を行っている施設は少数であった。 

精神鑑定や矯正医療についてはさらに扱

っている施設は少なく、医学生に対して司

法精神医学に関する早期曝露はほとんど行

われていない現状が明らかとなった。 

精神科専門研修プログラムでは医療観察

法をはじめとして司法精神医学に関する講

義や実習を行っている施設は医学生に対し

てよりも非常に少なく、専攻医に対して医

療観察法病棟での研修はほとんど行われて

いなかった。 
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わが国の精神医療の現場で最も充実した

人員配置で手厚い医療が行われている医療

観察法病棟を若い精神科医や精神医療従事

者に早期曝露させる必要があると思われた。

そのためには、精神科専門医や精神保健指

定医の資格取得にあたって医療観察法医療

の経験が重要視されるような働きかけや、

少なくとも医療観察法病棟での勤務が資格

取得に向けての障壁とならないような工夫

が必要であると思われる。  

 

Ｅ．結論  

令和 5 年度は、指定入院医療機関、指定

通院医療機関（病院・診療所、訪問看護ス

テーション）、相談支援事業所、就労支援事

業所、グループホーム、大学で精神医学を

担当する教室、精神科専門研修プログラム

基幹施設の合わせて 1,777 施設にアンケー

ト調査依頼を郵送し、321 施設からの回答

が得られ、指定入院医療機関の医療従事者

352 名からの回答が得られた。  

指定医療機関や地域の支援機関では、医

療観察法に関する平素からの教育・研修の

必要性を感じており、指定入院医療機関の

医療従事者も自身に不足している知識や経

験があることを認識しつつも、時間や人員

の制約などから十分な教育・研修が実施で

きていない現状が明らかとなった。  

大学や精神科専門研修プログラム基幹施

設では医学生や専攻医に対して医療観察法

をはじめとした司法精神医学に関する教

育・研修を実施できている施設はわずかで

あり、人材育成の土台作りも十分とは言え

ない現状が明らかとなった。  
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当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

           ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和6年4月3日 
厚生労働大臣 殿 
 
                           機関名 国立研究開発法人 
                               国立精神・神経医療研究センター 
 
                    所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                            氏 名 中込 和幸           

 
   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                              

２．研究課題名  医療観察法における退院後支援に資する研究            

３．研究者名  （所属部局・職名）病院 司法精神診療部・第三司法精神科医長                                 

    （氏名・フリガナ）  柏木 宏子・カシワギ ヒロコ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 ■   □ ■ 

国立研究開発法人 国立精

神・神経医療研究センター 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名称：                  ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

           ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年３月１日 
厚生労働大臣 殿 
                                                                                              
                              機関名 独立行政法人国立病院機構 

小諸高原病院 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 村杉 謙次           
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                             

２．研究課題名  医療観察法における退院後支援に資する研究                    

３．研究者名  （所属部局・職名） 独立行政法人国立病院機構 小諸高原病院・院長          

    （氏名・フリガナ） 村杉 謙次・ムラスギ ケンジ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立病院機構小諸高原病院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名称：                  ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

           ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年５月２１日 
厚生労働大臣 殿 
                                                                                              
                              機関名 国立病院機構榊原病院 

 
                      所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                              氏 名  鬼塚 俊明        
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                              

２．研究課題名  医療観察法における退院後支援に資する研究            

３．研究者名  （所属部局・職名） 心理療法室 主任心理療法士                 

    （氏名・フリガナ） 壁屋 康洋 （カベヤ ヤスヒロ）               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立病院機構榊原病院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名称：                  ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

           ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年 ３月 １１日 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                              
                   

機関名 北海道大学 
 

所属研究機関長 職 名 総長 
                                                                                      

氏 名  寳金 清博       
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                             

２．研究課題名  医療観察法における退院後支援に資する研究                    

３．研究者名  （所属部署・職名）北海道大学病院附属司法精神医療センター・センター長／准教授    

    （氏名・フリガナ）賀古 勇輝・カコ ユウキ                       

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 北海道大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 


